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１　人口と世帯等の現状

（１）長崎県人口の推移

■表１　長崎県人口の推移

年次 総数（人） 女性（人） 男性（人） 増減率（％） 男女比（％）

　　昭和50年 1,571,912 821,494 750,418 0.02 91.3

　　60年 1,593,968 836,351 757,617 0.14 90.6

平成 2年 1,562,959 826,230 736,729 -0.39 89.2

　　 7年 1,544,934 818,040 726,894 -0.23 88.9

　　12年 1,516,523 804,177 712,346 -0.37 88.6

　　17年 1,478,632 787,188 691,144 -0.50 87.8

　　22年 1,426,779 760,880 665,899 -0.70 87.5

　　27年 1,377,187 731,424 645,763 -0.70 88.3

令和 2年 1,312,317 695,405 616,912 -0.94 88.7

　　 4年 1,282,571 679,068 603,503 -0.45 88.9

注1：令和4年は10月1日現在の推計値、それ以外は国勢調査の数値（10月1日現在）
注2：増減率は対前年比
注3：男女比は女性に対する男性の比率
資料：総務省「国勢調査」、県統計課「長崎県異動人口調査」

■図１　長崎県人口の推移

-1.00

-0.80

-0.60

-0.40

-0.20

0.00

0.20

100,000

300,000

500,000

700,000

900,000

女性（人） 男性（人） 増減率（％）

（人） （％）

令和4年10月現在の本県の人口は、1,282,571人（女性679,068人、男性603,503人）と、昭和60年か

ら年々減少傾向にある。また、人口は女性の方が多い。
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■表２　年齢３区分別人口推移（長崎県）

0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上
361,823 1,038,396 193,605 176,387 542,797 117,111 185,436 495,599 76,494
22.7 65.2 12.1 21.1 64.9 14.0 24.5 65.4 10.1

316,761 1,016,338 228,991 154,518 531,241 140,186 162,243 485,097 88,805
20.3 65.1 14.7 18.7 64.3 17.0 22.0 65.9 12.1

277,263 993,783 273,335 135,169 517,218 165,485 142,094 476,565 107,850
18.0 64.3 17.7 16.5 63.2 20.2 19.6 65.6 14.8

243,046 956,692 315,871 118,508 495,176 190,193 124,538 461,516 125,678
16.0 63.1 20.8 14.7 61.6 23.7 17.5 64.8 17.7

215,987 913,224 348,820 105,379 471,594 210,016 110,608 441,630 138,804
14.6 61.8 23.6 13.4 59.9 26.7 16.0 63.9 20.1

193,428 857,416 369,290 94,501 440,680 222,757 98,927 416,736 146,533
13.6 60.4 26.0 12.5 58.1 29.4 14.9 62.9 22.1

178,092 791,956 407,139 86,881 403,859 240,684 91,211 388,097 166,455
12.9 57.5 29.6 11.9 55.2 32.9 14.1 60.1 25.8

164,573 714,726 433,018 80,084 364,080 251,241 84,489 350,646 181,777
12.5 54.5 33.0 11.5 52.4 36.1 13.7 56.8 29.5

注1：数値は各年10月1日現在　
注2：平成27年及び令和2年は不詳補完値（あん分等により不詳を解消した結果）による
資料：総務省「国勢調査」

■図２　人口ピラミッド
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（２）世帯の状況

一般世帯人員（県） 一般世帯数（県）

（人） （世帯） 　県　（人） 　全国　（人）

昭和50年 1,537,804 444,058 3.46 3.28

　　　55年 1,555,192 468,977 3.32 3.22

　　　60年 1,555,010 487,597 3.19 3.14

平成　2年 1,522,268 501,901 3.03 2.99

　　　　7年 1,504,912 528,156 2.85 2.82

　　　12年 1,472,855 542,985 2.71 2.67

　　　17年 1,429,051 551,530 2.59 2.55

　　　22年 1,376,114 556,895 2.47 2.42

　　　27年 1,324,243 558,380 2.37 2.33

令和　2年 1,259,784 556,130 2.27 2.21

注1：数値は各年10月1日現在
注2：一般世帯とは、①住居と生計を共にしている人の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者、
　　②上記の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに下宿
　　している単身者、③会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者で、
 　 病院や社会福祉施設入居者等を含まない。
資料：総務省「国勢調査」

■図３　一般世帯数、一般世帯１世帯当たり人員の推移

■表３　一般世帯数、　一般世帯１世帯当たり人員の推移　

年次
一般世帯１世帯当たり人員

昭和50年以降本県の一般世帯数は増加傾向にあるが、一般世帯人員は減少を続けている。その結
果、1世帯当たり人員も減少しており、令和2年は2.27人となった。
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（３）夫婦の就業・非就業

■表４　　夫婦の就業・非就業別一般世帯数の推移（長崎県） （単位：世帯）
昭和60年 平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 令和2年

153,572 160,942 163,714 156,411 150,948 144,007 147,097 144,611

43.9% 46.1% 46.8% 45.5% 45.4% 45.4% 48.1% 51.3%

145,617 129,253 122,471 109,121 96,006 84,165 71,559 56,865

41.6% 37.0% 35.0% 31.7% 28.9% 26.5% 23.4% 20.2%

9,674 9,553 10,836 12,665 13,346 13,207 13,322 13,401

2.8% 2.7% 3.1% 3.7% 4.0% 4.2% 4.4% 4.8%

40,999 49,438 53,157 65,903 72,089 76,110 73,740 66,824

11.7% 14.2% 15.2% 19.2% 21.7% 24.0% 24.1% 23.7%

総 数 349,862 349,186 350,178 344,100 332,389 317,489 305,718 281,701

注1：数値は各年10月１日現在
注2：労働力状態“不詳”を除く
資料：総務省「国勢調査」

■図４　　夫婦の就業・非就業別一般世帯数の推移
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令和2年の「夫が就業、妻が非就業」の世帯は20.2%で、平成2年の37.0%から約2分の1に減少している。
一方、「夫・妻とも就業」の世帯は51.3%で平成2年の46.1%から増加、夫・妻とも非就業の世帯は23.7%で、平成2
年の14.2%から約1.7倍に、夫が非就業、妻が就業の世帯は4.8%で、平成2年の2.7%から約1.8倍に増加している。
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（４）人口動態

　
　

総数（人） 女 男 県 全国 県 全国

昭和50年 25,639 12,419 13,220 16.3 17.1 2.13 1.91

　　　55年 22,232 10,880 11,352 14.0 13.6 1.87 1.75

　　　60年 20,365 9,918 10,447 12.7 11.9 1.87 1.76

平成 2年 16,517 8,083 8,434 10.6 10.0 1.70 1.54

　　　 7年 14,780 7,281 7,499 9.6 9.6 1.60 1.42

　　　12年 14,098 6,925 7,173 9.3 9.5 1.57 1.36

　　　17年 12,148 5,890 6,258 8.2 8.4 1.45 1.26

　　　22年 12,004 5,837 6,167 8.5 8.5 1.61 1.39

　　　27年 11,020 5,334 5,686 8.0 8.0 1.67 1.45

令和 2年 9,182 4,467 4,715 7.0 6.8 1.60 1.30

　 　　4年 8,364 4,084 4,280 6.6 6.3 1.57 1.26

資料：厚生労働省「人口動態統計」

■図５　出生数・出生率及び合計特殊出生率の推移

■表５　出生数・出生率及び合計特殊出生率の推移

年次
出生数（県） 出生率（人口千対） 合計特殊出生率

出生数は減少傾向が続いている。 一人の女性が一生の間に生む子どもの数である合計特殊出

生率は、平成17年に全国1.26、本県1.45と最低となり、その後緩やかな上昇傾向が見られたが、平成

29年以降は低下している。（平成29年 全国1.43 本県1.70）

令和4年度の出生率（人口千対）は全国6.3、本県6.6であり、出生性比は104.8である。
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総数（人） 女（人） 男（人） 県 全国

昭和50年 11,897 5,536 6,361 7.6 6.3

　　　55年 11,886 5,543 6,343 7.5 6.2

　　  60年 11,918 5,520 6,398 7.5 6.3

平成 2年 12,475 5,905 6,570 8.0 6.7

　　　 7年 13,605 6,503 7,102 8.8 7.4

　　　12年 13,519 6,302 7,127 8.9 7.7

　　　17年 14,866 7,086 7,780 10.1 8.6

　　　22年 16,303 8,012 8,291 11.5 9.5

　　　27年 16,855 8,738 8,117 12.3 10.3

令和 2年 17,646 9,146 8,500 13.5 11.1

　　　 4年 19,309 10,046 9,263 15.2 12.9

資料：厚生労働省「人口動態統計」

■図６　死亡数及び死亡率の推移

■表６　死亡数及び死亡率の推移

年次
死亡数（県） 死亡率（人口千対）

死亡数は増加傾向にある。女性の死亡数は、昭和50年は男性の死亡数を下回っていたが、
平成24年以降は女性の死亡数が男性の死亡数を上回っている。
（平成24年 総数16,784人、女8,457人、男8,327人）
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（５）婚姻の状況

婚姻件数
（県） 県 全国
（件） （人口千対） （人口千対） 妻 夫 妻 夫

昭和50年 12,002 7.7 8.5 24.7 26.5 24.7 27.0

　　  55年 10,057 6.3 6.7 25.4 27.5 25.2 27.8

　　  60年 9,122 5.7 6.1 25.9 28.1 25.5 28.2

 平成 2年 8,166 5.2 5.9 26.3 28.6 25.9 28.4

　　　 7年 8,431 5.5 6.4 26.6 28.4 26.3 28.5

　　　12年 7,805 5.2 6.4 26.9 28.3 27.0 28.8

　　　17年 7,016 4.8 5.7 27.7 29.0 28.0 29.8

　　　22年 6,647 4.7 5.5 28.3 29.7 28.8 30.5

　　　27年 6,118 4.5 5.1 29.1 30.3 29.4 31.1

 令和 2年 4,900 3.8 4.3 29.2 30.3 29.4 31.0

 　　　 4年 4,410 3.5 4.1 29.1 30.2 29.7 31.1

資料：厚生労働省「人口動態統計」

■図７　婚姻件数・婚姻率及び平均初婚年齢（同居時）の推移

■表７　婚姻件数・婚姻率及び平均初婚年齢（同居時）の推移

年次
婚姻率 平均初婚年齢（歳）

県 全国

昭和50年と比較し約40年で婚姻件数は半分以下となり、平均初婚年齢は女性は4.4歳、男性も
3.7歳高くなっている。
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（６）離婚の状況

資料：厚生労働省「人口動態統計」

1,965 1.24 1.22

　　　 　12年   2,906 1.92 2.10

　　　 　17年   2,976 2.02 2.08

■表８　離婚件数及び離婚率の推移

年次
離婚件数（県） 離婚率

（件） 県（人口千対） 全国（人口千対）

　　  　  7年  2,361 1.53 1.60

　　　 　60年　 2,304 1.44 1.39

平成  2年 1,922 1.23 1.28

昭和50年 1,723 1.10 1.07

　　　 　55年　 

1,751 1.38 1.47　　　 4年

■図８　離婚件数及び離婚率の推移

　　　 　22年   2,515 1.77 1.99

　　　 　27年   2,304 1.68 1.81

令和 2年 1,976 1.52 1.57

離婚件数、離婚率とも平成14年をピークに減少傾向が続いている。

（平成14年 離婚件数3,308件、離婚率2.20％）

1,723 1,751

1.10 
1.38 

1.07 

1.47 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

離婚件数（県） （件） 離婚率 県（人口千対） 離婚率 全国（人口千対）

（％）（件）

8



２　データでみる「第４次長崎県男女共同参画基本計画」

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

（１）女性議員の状況

定数（人） 女性数（人） 女性の割合（％） 定数（人） 女性数（人） 女性の割合（％）

昭和54年 10月 511 11 2.2 昭和55年  6月 252 17 6.7
55年  6月 511 9 1.8 58年  6月 252 18 7.1
58年 12月 511 8 1.6 61年  7月 252 22 8.7
61年  7月 512 7 1.4 平成元年  7月 252 33 13.1

平成2年  2月 512 12 2.3 4年  7月 252 37 14.7
5年  7月 511 14 2.7 7年  7月 252 34 13.5
8年 10月 500 23 4.6 10年  7月 252 43 17.1

12年  6月 480 35 7.3 13年  7月 247 38 15.4
15年 11月 480 34 7.1 16年  7月 242 33 13.6
17年  9月 480 43 9.0 19年  7月 242 42 17.4
21年  8月 480 54 11.3 22年  7月 242 44 18.2
24年 12月 480 38 7.9 25年  7月 242 39 16.1
26年 12月 475 45 9.5 28年  7月 242 50 20.7
29年 10月 465 47 10.1 令和元年  7月 245 56 22.9

令和3年 10月 465 45 9.7 4年 7月 248 64 25.8
注1：衆議院は各総選挙における女性の当選人数
注2：参議院は通常選挙後の国会召集日における女性議員の数
資料：内閣府男女共同参画局調

■図Ⅰ－１　衆議院議員・参議院議員における女性議員数の推移

■表Ⅰ－１　衆議院議員・参議院議員における女性議員数の推移

選挙期日
衆議院

選挙期日
参議院

国の状況は、衆議院で9.7％（令和3年10月31日現在）、参議院で25.8％（令和4年7月10日現在）である。
（表Ⅰ－１）
長崎県の状況は、女性の国会議員は1名、県議会議員は7名(令和5年12月31日現在）で15.2％である。
市議会議員は23名(令和4年12月31日現在)で8.2％、町議会議員は10名(令和4年12月31日現在)で
10.1％である。（表Ⅰ－２）
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衆議院

参議院

市議会

町議会

全体

資料：内閣府男女共同参画局調、県男女参画・女性活躍推進室調

（２）　審議会等における女性の参画状況

　

　

割合（％） 割合（％）

131 130 99.2 1,925 827 43.0

59 58 98.3 1,032 377 36.5

市 649 518 79.8 8,993 2,128 23.7

町 106 97 91.5 1,704 629 36.9

計 755 615 81.5 10,697 2,757 25.8

資料：内閣府男女共同参画局調、県男女参画・女性活躍推進室調

■表Ⅰ－２　長崎県選出の女性議員の状況

区分 総議員数（人） 女性議員数（人） 女性議員の割合（％）

県議会 46 7 15.2

国会
5 1 20.0

2 0 0.0

市町議会

282 23 8.2

99 10 10.1

381 33 8.7

市町

注：国の数値は令和4年9月30日現在、県の数値及び市町の数値は令和5年4月1日現在

注：国会は令和5年10月22日現在、県議会は令和5年7月14日現在、市町議会は令和4年12月31日現在

■表Ⅰ－３　審議会等における女性の参画状況

区分

審議会等数 委員数

総数
女性のいる審議会数

総数（人）
女性委員数（人）

国

県

女性委員のいる審議会等の割合は、国99.2%、県98.3％と9割を超えている。市町においては、
市79.8％、町91.5％と市町あわせて8割を超えている。
女性委員の割合では、県においては36.5％と国43.0%を下回っている。
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実数 割合（％） 実数（人） 割合（％） 実数 割合（％） 実数（人） 割合（％）

平成12年 199 188 94.5 4,201 857 20.4 58 52 89.7 1,053 165 15.7

　　 17年 104 103 99.0 1,792 554 30.9 53 51 96.2 899 230 25.6

　　 22年 105 102 97.1 1,708 577 33.8 57 56 98.2 1,022 326 31.9

　　 27年 121 119 98.3 1,798 659 36.7 59 58 98.3 1,069 363 34.0

令和 2年 127 124 97.6 1,848 753 40.7 60 59 98.3 1,063 396 37.3

 　 　 5年 - - - - - - 59 58 98.3 1,032 377 36.5

注：国の平成12年の数値は3月31日現在、平成17年以降の数値は9月30日現在

資料：内閣府男女共同参画局調、県男女参画・女性活躍推進室調

審議会等数 委員数 審議会等数 委員数

■表Ⅰ－４　国・県の審議会等における女性の参画状況の推移

年次

国 県

　  長崎県の平成12年の数値は3月31日現在、平成17年以降の数値は4月1日現在

■図Ⅰ－４　国・県の審議会等における女性の参画状況の推移

総数
女性委員を含む

総数（人）
女性委員

総数
女性委員を含む

総数（人）
女性委員

94.5

99.0 97.1 98.3 97.6

20.4

30.9 33.8
36.7

40.7

89.7

96.2 98.2 98.3 98.3 98.3

15.7

25.6

31.9
34.0

37.3 36.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成12年 17年 22年 27年 令和2年 5年

国 女性委員を含む審議会等数の割合（％） 国 女性委員数の割合

県 女性委員を含む審議会等数の割合（％） 県 女性委員数の割合

（％）

11



■表Ⅰ－５　県の審議会等委員への女性の登用状況
名　　　　　　称 委員数（人） うち女性委員（人） 女性委員の割合（％）
国民保護協議会 57 6 10.5

石油コンビナート等防災本部 24 0 0.0
防災会議 68 9 13.2

公益認定等審議会 5 3 60.0
行政不服審査会 5 2 40.0
情報公開審査会 5 2 40.0

個人情報保護審査会 5 3 60.0
県公立大学法人評価委員会 7 4 57.1

私立学校審議会 12 6 50.0
政策評価委員会 6 4 66.7

固定資産評価審議会 12 6 50.0
国土利用計画審議会 13 6 46.2
土地利用審査会 7 4 57.1
観光審議会 16 7 43.8

スポーツ振興審議会 20 8 40.0
環境審議会 30 11 36.7

男女共同参画審議会 20 13 65.0
交通安全対策会議 23 10 43.5
消費生活審議会 18 9 50.0
食育推進県民会議 27 17 63.0
食品安心・安全委員会 17 9 52.9
環境影響評価審査会 12 5 41.7
福祉保健審議会 36 18 50.0
医療審議会 22 6 27.3

がん登録委員会 12 3 25.0
感染症診査協議会 57 18 31.6
准看護師試験委員会 7 4 57.1

薬事審議会 12 3 25.0
後期高齢者医療審査会 9 3 33.3
国民健康保険審査会 9 5 55.6
指定難病審査会 26 1 3.8

国民健康保険運営協議会 11 3 27.3
介護保険審査会 24 14 58.3

障害者施策推進協議会 20 9 45.0
精神保健福祉審議会 16 8 50.0
精神医療審査会 24 5 20.8

障害者介護給付費等不服審査会 5 2 40.0
障害のある人の相談に関する調整委員会 20 8 40.0

障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎県づくり推進会議 35 11 31.4
子育て条例推進協議会 36 14 38.9
少年保護育成審議会 15 6 40.0

幼保連携型認定こども園審議会 6 3 50.0
研究事業評価委員会 8 3 37.5
職業能力開発審議会 15 6 40.0
長崎漁港管理会 12 4 33.3
森林審議会 15 7 46.7

建設工事紛争審査会 12 6 50.0
公共事業評価監視委員会 7 3 42.9
美しい景観形成審議会 18 7 38.9

開発審査会 7 4 57.1
地方港湾審議会 32 5 15.6
水防協議会 15 3 20.0
建築士審査会 5 3 60.0
建築審査会 7 3 42.9

土地収用事業認定審議会 5 3 60.0
教科用図書選定審議会 20 10 50.0

長崎県立長崎図書館協議会 10 7 70.0
社会教育委員会 16 9 56.3
文化財保護審議会 17 6 35.3

計 1,032 377 36.5
審議会数

うち女性委員を含む審議会数
女性委員を含む審議会数の割合

注：令和5年4月1日時点

資料：県男女参画・女性活躍推進室調

59
58
98.3%
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■表Ⅰ－６　県の行政委員会における女性の参画状況（地方自治法第180条の5関係）

委員総数（人） うち女性委員数（人） 女性委員の割合（％）

5 2 40.0

4 0 0.0

3 1 33.3

4 1 25.0

3 2 66.7

15 4 26.7

9 1 11.1

56 1 1.8

8 2 25.0

107 14 13.1

注：数値は令和6年1月1日現在
資料：県男女参画・女性活躍推進室調

9

うち女性委員を含む行政委員会数 8

女性委員を含む行政委員会の割合 88.9%

行政委員会数

労働委員会

収用委員会

海区漁業調整委員会

内水面漁場管理委員会

計

公安委員会

名　　　　　　称

教育委員会

選挙管理委員会

人事委員会

監査委員
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（３）　県・市町及び学校における管理職への女性登用状況

■表Ⅰ－７　長崎県職員の管理職（課長相当職以上）に占める女性の割合 （単位：％）

区分

長崎県（知事部局）

長崎県（知事部局＋教育庁＋警察）

全 国 平 均

注：数値は毎年4月1日現在

■図Ⅰ－７　長崎県職員の管理職（課長相当職以上）に占める女性の割合

■表Ⅰ－８　県の職員数及び管理職の状況（知事部局及び各種委員会（教育庁・県警・大学事務局・病院企業団・企業会計を除く））

区分

総 数 （ 人 ）

女 性 職 員 （ 人 ）

女性職員の割合 （％ ）

注：数値は令和5年4月1日現在
資料：県人事課調

■表Ⅰ－９　県内市町の管理職の状況

区分

総 数 （ 人 ）

女 性 職 員 （ 人 ）

女性職員の割合（％）

注１：数値は令和4年4月1日現在
注２：管理職とは、課長相当職及び部局長・次長相当職
資料：県男女参画・女性活躍推進室調

■表Ⅰ－１０　県職員採用状況

区分

大 学 卒 業 程 度

短 大 卒 業 程 度

高 校 卒 業 程 度

注：令和5年4月1日付採用分で知事部局分のみ（選考採用分を除く）
資料：県人事課調

総数（人） うち女性（人） 女性比率（％）

20 4 20.0

110 38 34.5

0 0 0.0

4年

うち一般行政

1,047

26.3

1015 424 5 61 118 240

25.1 19.5 6.5 18.5 13.8

管理職数

914

資料：内閣府「女性の政策・方針決定参画状況調べ」、県人事課調

職員総数 役付職員数 部長・次長級 課長級 課長補佐級 係長級

4,042 2,173 77 329 853

15.4

13.7

12.7

2.5

2.1

6.0

5.0

4.0

7.7

平成22年

11.7 10.0

105153

1,304

13.4

11.5

11.1

27年 令和2年

2.5 
5.0 

13.4 
15.4 

2.1 
4.0 

11.5 
13.7 

6.0 7.7 11.1 
12.7 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

平成22年 27年 令和2年 4年

長崎県（知事部局） 長崎県（知事部局＋教育庁＋警察） 全国平均

（％）

長崎県職員の管理職（課長相当級以上）に占める女性の割合は年々上昇している。
令和4年4月1日現在の本県における割合は13.7%で、全国平均12.7%を上回っている。
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■表Ⅰ－１１　校長・教頭に占める女性の割合（長崎県）

総数（人） 女性（人） 割合（％） 総数（人） 女性（人） 割合（％） 総数（人） 女性（人） 割合（％） 総数（人） 女性（人） 割合（％）

小 学 校 5,395 3,193 59.2 306 30 9.8 14 1 7.1 310 45 14.5

中 学 校 3,273 1,624 49.6 155 15 9.7 18 5 27.8 173 23 13.3

義務教育学校 27 13 48.1 2 1 50.0 0 0 0.0 4 0 0.0

高 等 学 校 3,233 1,080 33.4 79 7 8.9 20 6 30.0 100 12 12.0

特別支援学校 1,108 688 62.1 14 3 21.4 5 2 40.0 19 6 31.6

計 13,036 6,598 50.6 556 56 10.1 57 14 24.6 606 86 14.2

注：数値は令和5年5月1日現在（国公私立を含む）
資料：文部科学省「学校基本調査」市町村別統計

■図Ⅰ－１１　校長・教頭に占める女性の割合（長崎県）

■表Ⅰ－１２　女性教員の割合

割合（％） 割合（％）

小 学 校 59.2 40.8 62.6 37.4

中 学 校 49.6 50.4 44.6 55.4

義務教育学校 48.1 51.9 54.2 45.8

高 等 学 校 33.4 66.6 33.6 66.4

特別支援学校 62.1 37.9 62.8 37.2

専 修 学 校 61.9 38.1 52.4 47.6

各 種 学 校 51.9 48.1 44.5 55.5

幼 稚 園 92.5 7.5 93.4 6.6

計 53.4 46.6 56.0 44.0

注：数値は令和5年5月1日現在
資料：文部科学省「学校基本調査」市町村別統計

区分
教員数 校長 副校長 教頭

区分

県 全国

総数 女 男
総数（人） 女（％） 男（％）

実数（人） 実数（人） 実数（人）

5,395 3,193 2,202 424,297

3,273 1,624 1,649 247,485

27 13 14 7,448

3,233 1,080 2,153 229,477

1,108 688 420 87,869

268 166 102 39,306

14,219 7,599 6,620 1,129,805

27 14 13 8,491

888 821 67 85,432

9.8 7.1 
14.5 

59.2 

9.7 

27.8 

13.3 

49.6 

8.9 

30.0 

12.0 

33.4 

90.2 92.9 
85.5 

40.8 

90.3 

72.2 

86.7 

50.4 

91.1 

70.0 

88.0 

66.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

校長 副校長 教頭 教員数 校長 副校長 教頭 教員数 校長 副校長 教頭 教員数

小学校 中学校 高校

県女性割合 県男性割合
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■表Ⅰ－１３　女性教員数の推移（長崎県）

総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男

5,672 3,135 2,537 3,638 1,737 1,901 3,461 1,024 2,437

100.0 55.3 44.7 100.0 47.7 52.3 100.0 29.6 70.4

5,400 3,030 2,370 3,442 1,647 1,795 3,286 1,042 2,244

100.0 56.1 43.9 100.0 47.9 52.1 100.0 31.7 68.3

5,401 3,125 2,276 3,273 1,583 1,690 3,171 1,039 2,132

100.0 57.9 42.1 100.0 48.4 51.6 100.0 32.8 67.2

5,395 3,193 2,202 3,273 1,624 1,649 3,233 1,080 2,153

100.0 59.2 40.8 100.0 49.6 50.4 100.0 33.4 66.6

総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男

881 532 349 360 231 129 14 5 9

100.0 60.4 39.6 100.0 64.2 35.8 100.0 35.7 64.3

1,025 614 411 370 221 149 12 5 7

100.0 59.9 40.1 100.0 59.7 40.3 100.0 41.7 58.3

1,087 666 421 319 197 122 26 14 12

100.0 61.3 38.7 100.0 61.8 38.2 100.0 53.8 46.2

1,108 688 420 268 166 102 27 14 13

100.0 62.1 37.9 100.0 61.9 38.1 100.0 51.9 48.1

総数 女 男

26 14 12
100.0 53.8 46.2
27 15 12
100.0 55.6 44.4
25 13 12
100.0 52.0 48.0
25 11 14
100.0 44.0 56.0
27 13 14
100.0 48.1 51.9

注：数値は各年5月1日現在 資料：文部科学省「学校基本調査」

■図Ⅰ－１３　女性教員数の推移（小学校・中学校・高等学校・特別支援学校）（長崎県）

上段：実数  下段：構成比

年度
小学校（人） 中学校（人） 高等学校（人）

各種学校（人）

平成22年

　27年

令和2年

　5年

年度
特別支援学校（人） 専修学校（人）

平成22年

　27年

令和2年

5年

義務教育学校（人）

令和元年

2年

3年

5年

年度

4年
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（４）　民間企業における女性の管理職への登用状況
　

■表Ⅰ－１４　民間企業における管理職（係長級以上）に占める女性の割合
年度

平成28年
29年
30年

令和元年
2年
3年
4年

注1：数値は各年6月30日現在

　　　・企業の組織系列の各部署において、配下の係員等を指揮監督する役職の
　　　　ほか、専任職、スタッフ管理職等と呼ばれている役職を含む。
　　　・部長・課長等の役職名を採用していない場合などは、事業所の実態により、
　　　　どの管理職区分に該当するか適宜判断としている。
　　　・係長相当職には主任クラスを含む。
資料：長崎県労働条件等実態調査

■表Ⅰ－１４－１　民間企業における課長級に占める女性の割合
年度

平成28年
29年
30年

令和元年
2年
3年
4年

■表Ⅰ－１４－２　民間企業における部長級に占める女性の割合
年度

平成28年
29年
30年

令和元年
2年
3年
4年

■図Ⅰ－１４　民間企業における女性の管理職への登用状況

24.3 75.7

20.9 79.1

20.5 79.5

25.4 74.6

76.3

27.1
75.9
72.9

24.4
21.4
23.7

76.223.8
23.7 76.3

24.1

28.4
27.3

75.6
78.6

女性（％） 男性（％）

28.2 71.8

22.9
26.0
27.3

77.1
74.0
72.7

男性（％）

男性（％）

70.4

注2：ここでいう「管理職」とは、

69.4

女性（％）

29.3

30.6
29.6

70.7

女性（％）
27.9 72.1

71.6
72.7

本県の民間企業における係長級以上に占める女性の割合は29.3％である。

0

20

40

60

80

100

女性 男性 女性 男性 女性 男性

係長級以上 課長級 部長級

平成28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

（%）
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（５）農林漁業、商工業における女性の参画状況

■表Ⅰ－１５　男女別農業・漁業・林業・商工業就業人口（長崎県）

総数（人） 女（人） 男（人）
女性の割合

（％）
男性の割合

（％）

令和2年基幹的農業従事者 25,107 10,357 14,750 41.3 58.7

平成30年漁業就業者 11,762 1,518 10,244 12.9 87.1

令和2年林業就業者 630 90 540 14.3 85.7

令和4年商工業等就業者 50,900 18,700 32,200 36.7 63.3

注2：商工業等就業者は、農林漁業以外の自営業主及び家族従業者の合計
資料：2020年農林業センサス、2018年漁業センサス、令和2年国勢調査、総務省「令和4年就業構造基本調査」

■表Ⅰ－１６　家族経営協定締結数（長崎県）

区分

家族経営協定締結数

注：数値は各年3月31日現在　資料：農林水産省「家族経営協定に関する実態調査」

■表Ⅰ－１７　経営に積極的に参画する女性農業者の割合（長崎県）

区分

経営に積極的に参画す
る女性農業者の割合
注1：数値は各年3月31日現在

資料：農林水産省「農業経営改善計画の営農類型別等の認定状況」

■表Ⅰ－１８　農林漁業における政策・方針決定の場への女性登用状況

区分

農 協 役 員

農 業 委 員

農 業 士

漁 協 役 員

漁 業 士

■表Ⅰ－１９　商工会議所・商工会における男女別役員数

区分

商 工 会 議 所 役 員

商 工 会 議 所 議 員

商 工 会 役 員

注：数値は令和5年4月1日現在　　資料：県産業労働部調

総数（人） うち女性（人） 女性比率（％）

区分

注1：基幹的農業従事者は令和2年2月1日現在、漁業就業者は平成30年１１月１日現在、
　　　林業就業者は令和2年9月末1週間に主として林業に従事した者、商工業等就業者は令和4年10月1日現在

平成27年度 令和2年度 4年度

2,168 2,307 2,383

平成27年度 令和2年度

5.3 5.6

注2：経営に積極的に参画する女性農業者の割合
　　　　＝（認定農業者の夫婦による共同申請数＋女性の認定農業者数）/全認定農業者数×100

注：農協役員は令和5年3月31日現在、農業委員は令和5年5月1日現在、農業士は令和5年7月6日現在、
     漁協役員令和5年3月31日、漁業士は令和5年4月1日現在　　資料：県農林部・水産部調

186 17 9.1

340 44 12.9

26.2

648 1 0.2

159 2 1.3

3年度

6.0

483 32 6.6

232 6 2.6

550 23 4.2

総数（人） うち女性（人） 女性比率（％）

267 70

本県の基幹的農業従事者のうち、女性の数は令和2年は10,357人で全体の41.3％を占めて

おり、家族経営協定の締結数も増加している。

一方 漁業就業者のうち女性の数は平成30年は1,518人で全体の12.9％である。

林業就業者のうち女性の数は令和2年は90人で全体の14.3%である。

商工業等就業者のうち女性の数は令和4年は18,700人で全体の36.7％である。

各団体の役員のうち、女性の割合は農協9.1％、漁協0.2％、商工会議所2.6％、商工会6.6％

といずれも女性が少ない状況である。

18



基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

（１）「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に反対の人の割合

■表Ⅱ－１　　「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に反対の人の割合

割合（％）

■図Ⅱ－１　　「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に反対の人の割合

資料：長崎県令和3年度県民意識アンケート調査

■表Ⅱ－２　　男女、年齢階級別１日あたりの家事関連時間（週全体の平均）（長崎県）

平成28年度 令和3年度 増減 平成28年度 令和3年度 増減 平成28年度 令和3年度 増減 平成28年度 令和3年度 増減

総数 2.04 2.13 0.09 3.19 3.29 0.10 0.39 0.49 0.10 2.40 2.40 0.00

10～14歳 0.17 0.12 △ 0.05 0.24 0.18 △ 0.06 0.11 0.06 △ 0.05 0.13 0.12 △ 0.01

15～19歳 0.15 0.17 0.02 0.10 0.19 0.09 0.20 0.14 △ 0.06 △ 0.50 0.05 0.55

20～24歳 0.52 0.49 △ 0.03 0.53 1.19 0.26 0.50 0.18 △ 0.32 0.03 1.01 0.98

25～29歳 2.06 1.45 △ 0.21 3.34 2.44 △ 0.50 0.36 0.46 0.10 2.58 1.58 △ 1.00

30～34歳 2.41 2.28 △ 0.13 4.21 3.43 △ 0.38 0.55 1.09 0.54 3.26 2.34 △ 0.92

35～39歳 2.45 2.45 0.00 4.32 4.28 △ 0.04 0.54 0.58 0.04 3.38 3.30 △ 0.08

40～44歳 2.11 2.45 0.34 3.41 4.39 0.58 0.35 0.44 0.09 3.06 3.55 0.49

45～49歳 2.20 2.27 0.07 4.04 3.58 △ 0.06 0.28 0.52 0.24 3.36 3.06 △ 0.30

50～54歳 2.11 2.24 0.13 3.45 3.57 0.12 0.25 0.41 0.16 3.20 3.16 △ 0.04

55～59歳 2.24 2.27 0.03 4.11 4.03 △ 0.08 0.32 0.40 0.08 3.39 3.23 △ 0.16

60～64歳 2.23 2.37 0.14 4.05 4.19 0.14 0.32 0.48 0.16 3.33 3.31 △ 0.02

65～69歳 2.38 3.02 0.24 4.22 4.49 0.27 0.45 1.04 0.59 3.37 3.45 0.08

70～74歳 2.45 2.41 △ 0.04 4.01 4.10 0.09 1.08 0.58 △ 0.50 2.53 3.12 0.59

75歳以上 1.56 2.21 0.25 2.38 3.05 0.27 0.49 1.08 0.59 1.49 1.57 0.08

　　 H28年度・・・H28年10月15日から10月23日までのうち、調査区ごとに指定された連続する2日間、
　　 R 3年度 ・・・R3年10月16日から10月24日までのうち、調査区ごとに指定された連続する2日間（生活時間の指定日）
資料：総務省「平成28年社会生活基本調査」、 「令和3年社会生活基本調査」

53.3

平成9年度 13年度 21年度 26年度 令和元年度 4年度

24.4 38.9 47.0 40.3 45.0

注：数値の基準日は下記のとおり

（時間．分）

総数 女 男 男女差

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」との考え方に反対の人の割合は、令和4年度では53.3%となっており、平成9年
度の24.4%と比較し約2.2倍となっている。

また、1日あたりの家事関連時間の男女差は、令和3年度と平成28年度ではその差は見られなかったが、年代別で見
ると25～34歳において、その差が小さくなっている。

24.4

38.9
47.0

40.3
45.0

53.3

0.0

20.0

40.0

60.0

平成9年度 13年度 21年度 26年度 令和元年度 4年度

（％）
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（２）家庭生活において男女が家事や育児等を協力して行っていると思う人の割合

■表Ⅱ－３　　家庭生活において男女が家事や育児等を協力して行っていると思う人の割合

資料：長崎県令和4年度県民意識アンケート調査

■図Ⅱ－３　　家庭生活において男女が家事や育児等を協力して行っていると思う人の割合（令和3年度）

※上段のグラフは全年齢層、下段は20～59歳の割合

■表Ⅱ－４　男性の育児休業取得率

知事部局

知事部局+
教育庁
+警察

注：数値は各年6月30日現在（長崎県）、10月1日現在（全国平均）
資料：長崎県労働条件等実態調査、厚生労働省「雇用均等基本調査」　

注1：数値は各年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数に占める割合
注2：平成29年度・30年度は、都道府県職員における全国平均が算出されていないため、地方公共団体全体の
　　  平均率を括弧書きで記載。
資料：長崎県特定事業主行動計画の実施状況及び長崎県における女性の活躍状況の公表（令和5年度公表分）
　　　  総務省地方公共団体の勤務条件等に関する調査

（単位：％）

民間企業

都道府
県

職員

長崎県

2年度 3年度 4年度令和元年度

長崎県

全国平均

全国平均

平成30年度

39.8

2.5

27.2

年代 全体（％） 男性（％） 女性（％） 男女間の意識の差（㌽）

9.7

うち20～59歳 42.1 49.2 35.8 13.4

全年齢層 46.3 51.5 41.8

(5.6)

8.1

7.4

14.0

14.9

3.4

26.8 25.0

<都道府県職員について>

<民間企業について>

17.1

2.1 8.21.9

6.2

13.0 26.0

5.5 9.5

7.7

10.2 16.3

7.5 12.7

令和4年度における「家庭生活において男女が家事や育児等を協力して行っていると思う人の割合」は全体で
46.3％で、男性が51.5％、女性が41.8％と、男女間で9.7ポイントの意識の差がある。

なお、20歳～59歳においては、全体で42.1％、男性が49.2％、女性が35.8％となっており、全年齢と比較するとやや
低い結果となっている。

0 10 20 30 40 50 60

全体（％）

男性(％)

女性(％)
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（３）　雇用の状況

■表Ⅱ－５　女性の年齢階級別労働力率の推移

15～19歳 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65歳以上

長崎県 13.0 73.2 79.6 72.6 72.2 76.1 78.0 74.4 64.1 46.1 11.7

全 　国 15.4 70.4 78.7 69.4 68.0 72.5 75.8 73.2 63.9 47.5 14.9

長崎県 13.3 75.4 86.0 81.0 82.2 84.3 84.2 82.2 76.9 63.1 18.7

全 　国 16.9 74.5 87.0 79.6 78.2 80.8 82.0 80.2 75.3 62.2 19.7

注1：数値は各年10月1日現在
注2：労働力率 ・・・15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合
　　　就業者・・・調査期間中、賃金、給料、諸手当、営業収益、手数料、内職収入など収入（現物収入を含む。）

　  を伴う仕事を少しでもした者

資料：総務省「国勢調査」

■図Ⅱ－５　女性の年齢階級別労働力率の推移（M字カーブ）

令和 2年

（単位：％）

年次

平成22年

本県の女性の労働力率は30～34歳台が最も低いM字カーブとなっている。
有業者の割合は男性が高い状況にあるものの、男性は減少傾向、女性は増加傾向にある。
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■表Ⅱ－６　男女別有業者の割合の推移（長崎県）
（単位：％）

平成9年 14年 19年 24年 29年 令和4年
男性 70.9 67.1 66.4 64.6 66.7 65.1
女性 47.0 45.3 46.0 46.2 48.9 50.4

注1：数値は各年10月1日現在
注2：有業者・・・ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日以降もしていくことに

　　　　　　　なっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者
資料：総務省「就業構造基本調査」

■図Ⅱ－６　男女別有業者の割合の推移（長崎県）

■表Ⅱ－７　子育て期（25～44歳）女性無業者の就業希望状況（長崎県）

人数（人）

率（％）

注1：数値は各年10月１日現在
注2：無業者・・・ふだん仕事をしていない者、すなわち、ふだん全く仕事をしていない者及び臨時的にしか
　　　　　　　　　　仕事をしていない者

　　　 また、百未満を四捨五入しているため、総数と内訳が一致しないことがある。
資料：総務省「令和４年就業構造基本調査」

■表Ⅱ－８　年齢階級別決まって支給する所定内給与額の男女（一般労働者）の比較（長崎県）
（単位：千円）

年齢 ～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64

男性 186.4 202.9 245.3 268.9 291.4 305.3 345.3 348.1 344.0 266.5
女性 160.5 200.0 216.9 224.7 235.9 233.1 234.0 236.1 242.9 199.1

注1：数値は各年6月30日現在
注2：一般労働者・・・短時間労働者以外の者
資料：厚生労働省「令和2年賃金構造基本統計調査」

■図Ⅱ－８　年齢階級別きまって支給する所定内給与額の男女（一般労働者）の比較（長崎県）

■表Ⅱ－９　ワーク・ライフ・バランスに取り組む事業所の割合
（単位：％）

全体 300人～
100～
  299人

30～
  　99人

5～
 　 29人

75.7 100.0 100.0 93.0 71.7
83.2 100.0 100.0 97.9 78.8
83.7 100.0 100.0 96.8 79.9

注：数値は各年6月30日現在
資料：長崎県労働条件等実態調査  

4年

注3：本調査における当該統計表の数値は、総数に分類不能又は不詳の数値を含み、

令和2年

非就業希望者
就業希望者

うち求職している うち求職していない
8,300 11,100 4,800 6,300
42.8 57.2 43.2 56.8

年度

平成27年

186.4
202.9

245.3
268.9

291.4 305.3
345.3 348.1 344.0

266.5

160.5
200.0 216.9 224.7 235.9 233.1 234.0 236.1 242.9

199.1
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400.0
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女性

（％）
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（４）　女性パートタイム労働者の状況

　
　

■表Ⅱ－１０　一般労働者とパートタイム労働者数の推移（女性）

労働者数 割合 労働者数 割合 労働者数 割合 労働者数 割合

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

平成22年 140,270 86,730 61.8 53,540 38.2 10,876,260 6,274,350 57.7 4,601,910 42.3

27年 145,720 91,220 62.6 54,500 37.4 13,110,150 7,479,300 57.0 5,630,850 43.0

令和 2年 179,930 106,510 59.2 73,420 40.8 18,557,860 9,893,730 53.3 8,664,130 46.7

　　 4年 155,180 84,160 54.2 71,020 45.8 18,551,410 10,151,070 54.7 8,400,340 45.3

注：数値は各年6月30日現在 ※令和２年より推計方法が変更されている。
資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

■図Ⅱ－１０　一般労働者とパートタイム労働者数の推移（女性）

年次

県 全国

女性労働者数（人） 女性労働者数（人）

一般労働者 パートタイム労働者 一般労働者 パートタイム労働者

本県の女性パートタイム労働者は、近年上昇傾向にあり、令和4年は71,020人であり、女性労働者に占め
る割合の45.8%となっている。

また、パートタイム労働者の所定内給与額は、一般労働者の76.9%となっている。
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県 一般労働者＋パートタイム労働者数（人） 県 パートタイム労働者 数 （人）

県 パートタイム労働者 割合 （％） 全国 パートタイム労働者 割合（％）

（人） （％）
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■表Ⅱ－１１　一般労働者とパートタイム労働者の所定内給与額及びその格差の推移（女性）

一般労働者 パートタイム労働者 格差 一般労働者 パートタイム労働者 格差
（円） （円） （％） （円） （円） （％）

平成12年 1,192 780 65.4 1,329 889 66.9

　　17年 1,171 791 67.5 1,365 942 69.0

　　22年 1,183 855 72.3 1,396 979 70.1

27年 1,241 904 72.8 1,494 1,032 69.1

令和 2年 1,358 1,056 77.8 1,560 1,321 84.7

　　 4年 1,370 1,053 76.9 1,588 1,270 80.0

注1：数値は各年6月30日現在
注2：一般労働者の数値は、月間所定内実労働時間で除した額、パートタイム労働者は１時間当たりの額
資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

■図Ⅱ－１１　一般労働者とパートタイム労働者の所定内給与額及びその格差の推移（女性）

年次
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（５）　保育の状況

■表Ⅱ－１２　保育所定員、入所児童数及び待機児童数の推移

年度 施設数（施設） 定員（人） 入所児童数（人） 待機児童数（人）

平成12年 425 28,835 27,658 ―

17年 431 30,550 30,390 138

22年 434 31,156 30,290 38

27年 514 36,440 34,855 42

令和 2年 527 38,315 36,968 0

5年 527 38,059 34,948 0

注1：数値は各年4月1日現在
注2：平成27年度以降は認定こども園（定員・入所児童数は2号、3号認定児童）を含む。
資料：県こども未来課調

■図Ⅱ－１２　保育所定員、入所児童数及び待機児童数の推移

28,835

38,059

27,658

34,948

425

527

0
0

0

100

200

300

400

500

600

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成12年 17年 22年 27年 令和 2年 5年

定員（人） 入所児童数（人） 施設数（施設） 待機児童数（人）

（施設）（人）

保育所定員及び入所児童数は施設の整備等により年々増加しており、令和5年度は保育所定員

38,059人、入所児童34,948人であった。保育所待機児童数は0人であった。

また、放課後児童クラブの登録児童数は施設の整備等により年々増加しており、令和4年度は

19,144人であった。一方、放課後児童クラブ待機児童数は24 人であった。
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■表Ⅱ－１３　延長保育等の状況

注1：数値は各年度実績
注2：中核市（長崎市、佐世保市）が含まれた27年度以降のデータを掲載。
　　　 また、延長保育及び一時預かりには、子ども・子育て支援交付金対象外（自主事業）を含む。
資料：県こども未来課調

■表Ⅱ－１４　放課後児童クラブ設置数（支援の単位数）の状況

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

422 447 474 493 507 513

16,291 17,197 17,960 18,357 18,767 19,144

42 53 29 42 17 24

注1：数値は各年5月1日現在
注2：設置数は支援の単位数
資料：設置数は県こども未来課調

■図Ⅱ－１４　放課後児童クラブ設置数（支援の単位数）の状況

■表Ⅱ－１５　病児・病後児保育実施施設数の推移

平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

38 43 43 42 43 45

注：数値は各年度実績
資料：県こども未来課調

待 機 児 童 数

　　　　登録児童数、待機児童数は厚生労働省「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブの実施状況）」

施設数

登 録 児 童 数

482 253 503

設 置 数

　令和  2年

　　　　　4年 492 282 492

　　　　27年 449 208 442

　平成22年 283 151 261

年度 延長保育所数（か所） 障害児保育所数（か所） 一時預かり実施数（か所）

422 447
474 493 507 513

42 53 29 42 17 24
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（６）　介護の状況

■表Ⅱ－１６　在宅福祉対策の整備状況

注1：数値は各年3月31日現在

注2：訪問介護員数は、訪問介護員研修（～H24）、または、介護職員初任者研修（H25～）の修了者数

資料：県長寿社会課調

■表Ⅱ－１７　老人ホーム等の整備状況

施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員

（所） （人） （所） （人） （所） （人） （所） （人）

32 1,815 32 1,815 32 1,800 30 1,710

106 6,138 144 7,014 161 7,513 165 7,612

38 1,789 38 1,789 38 1,789 38 1,790

93 2,148 154 3,767 189 4,487 195 4,766

56 4,672 62 4,882 63 4,822 61 4,789

注：数値は各年4月1日現在

資料：県長寿社会課調

介護老人保健施設

区分

養護老人ホーム

特別養護老人ホーム

軽費老人ホーム

有料老人ホーム

平成22年度 27年度

4年度

66,989

621

3,178

53,213

令和2年度

52

令和2年度

66,123

5年度

27年度

日帰り介護(デイサービス）　（か所）

短期入所生活介護（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）（床）

平成22年度

訪問介護員（ホームヘルパー）（人）

地域包括支援センター       （か所） 52

63,541

606

3,139

51

610

3,255

481

1,961

41

在宅福祉対策では、令和4年度は66,989人となっている。

また、老人ホーム等の整備状況は、特別養護老人ホーム及び有料老人ホームにおいて、施設数が増加している。
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（７）　長崎県男女共同参画推進センター「きらりあ」における相談件数

■表Ⅱ－１８　長崎県男女共同参画推進センター「きらりあ」における相談件数　 （単位：件）

注：数値は各年3月31日現在
資料：県男女参画・女性活躍推進室調

（８）　小学校、中学校、高等学校の状況

 
■表Ⅱ－１９　児童・生徒数の推移（小・中・高等学校）（長崎県）

総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男

平成22年 81,106 39,699 41,407 43,728 21,357 22,371 44,804 22,717 22,087

　　　27年 73,082 35,815 37,267 39,629 19,293 20,336 40,330 20,396 19,934

　令和 2年 69,812 33,915 35,897 35,687 17,435 18,252 35,385 17,485 17,900

5年 66,615 32,535 34,080 35,119 16,906 18,213 33,330 16,279 17,051

注：数値は各年5月1日現在

資料：文部科学省「学校基本調査」市町村別集計

■図Ⅱ－１９　児童・生徒数の推移（小・中・高等学校）（長崎県）

94 80

平成30年度 令和元年度 2年度 4年度

75

62

年度
小学校児童数（人） 中学校生徒数（人） 高等学校生徒数（人）

男 性 相 談 50 67 71

3年度

47

一 般 相 談 124 114

少子化等の影響により児童数、生徒数ともに年々減少の一途をたどっている。

相談件数は、令和4年度は一般相談75件（女性47件、男性28件）、男性相談62件であり、相談総件数

（137件）のうち、男性からの相談は90件（66％）であった。
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中学校生徒数（人）女 中学校生徒数（人）男
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■表Ⅱ－２０　高等学校学科別生徒数

生徒数（人） 割合（％） 生徒数（人） 割合（％） 生徒数（人） 割合（％）

普 通 科 19,631 58.2 9,249 56.1 10,382 60.2 73.3 75.1 71.6

農 業 に 関 す る 学 科 1,401 4.2 664 4.0 737 4.3 2.4 2.4 2.5

工 業 に 関 す る 学 科 3,766 11.2 332 2.0 3,434 19.9 7.3 1.8 12.8

商 業 に 関 す る 学 科 3,316 9.8 2,436 14.8 880 5.1 5.7 7.1 4.3

水 産 に 関 す る 学 科 138 0.4 14 0.1 124 0.7 0.3 0.1 0.4

家 庭 に 関 す る 学 科 1,244 3.7 982 6.0 262 1.5 1.2 2.1 0.4

看 護 に 関 す る 学 科 720 2.1 673 4.1 47 0.3 0.4 0.8 0.1

情 報 に 関 す る 学 科 115 0.3 47 0.3 68 0.4 0.1 0.1 0.1

福 祉 に 関 す る 学 科 172 0.5 112 0.7 60 0.3 0.3 0.4 0.1

そ の 他 の 学 科 1,122 3.3 726 4.4 396 2.3 3.5 3.9 3.1

総 合 学 科 2,110 6.3 1,243 7.5 867 5.0 5.5 6.3 4.6

計 33,735 100.0 16,478 100.0 17,257 100.0 100.0 100.0 100.0

注1：数値は令和4年5月1日現在
注2：専攻科、別科、通信課程は含まない
資料：文部科学省「学校基本調査」

■図Ⅱ－２０　高等学校学科別生徒数の割合（長崎県）

区分

県 全国割合

総数 女 男
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■表Ⅱ－２１　高等学校卒業者の大学等進学率・就職率の推移（長崎県）

総数 女 男 総数 女 男

昭和50年 3月 27.3 25.7 29.0 56.8 60.6 53.0

　　　　　55年 3月 27.0 27.8 26.2 53.9 57.5 50.4

　　　　　60年 3月 29.2 30.3 28.0 51.4 54.5 48.4

平成 2年 3月 30.7 35.2 26.2 46.5 48.1 44.9

　　　　　7年 3月 35.2 40.3 30.1 37.4 36.3 38.6

　　　　　12年 3月 38.0 39.9 36.1 29.1 27.7 30.5

　　　　　17年 3月 39.0 41.0 37.1 28.2 25.1 31.2

　　　　　22年 3月 42.9 45.7 40.2 27.9 23.4 32.1

　　　　　27年 3月 42.3 46.2 38.4 29.7 22.8 36.5

令和 2年 3月 46.1 50.6 41.8 28.6 22.3 34.6

　　 4年 3月 48.9 53.7 44.2 25.0 18.9 30.9

注：通信制課程卒業生は含まない
資料：文部科学省「学校基本調査」

卒業年月
進学率（就職進学含む）（％） 就職率（就職進学含む）（％）

■図Ⅱ－２１　高等学校卒業者の大学等進学率・就職率の推移（長崎県）
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■表Ⅱ－２２　高等学校卒業者の大学、短期大学及び専修学校等入学率の推移（長崎県）

総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男

15.4 5.9 24.8 11.4 21.6 1.2 5.9 6.9 4.9

17.5 8.4 26.5 11.4 21.5 1.2 8.9 11.7 6.1

18.0 11.5 24.5 12.3 23.1 1.4 12.9 14.8 11.0

23.0 17.8 28.1 11.7 21.8 1.6 16.9 18.7 15.1

29.3 24.1 34.4 8.0 14.7 1.2 17.7 20.5 14.9

32.4 29.2 35.5 6.1 10.9 1.2 22.4 26.0 18.7

37.3 35.4 39.1 5.0 9.2 0.8 24.8 27.6 21.9

35.3 34.5 36.1 4.8 9.0 0.6 25.4 28.3 22.4

41.2 41.5 40.8 4.2 8.0 0.7 22.5 25.5 19.7

43.4 43.6 43.2 4.3 7.9 0.7 22.1 24.4 19.9

注：通信制課程卒業生は含まない

資料：文部科学省「学校基本調査」

■図Ⅱ－２２　高等学校卒業者の大学、短期大学及び専修学校等入学率の推移（長崎県）

専修学校等入学率（％）

昭和55年3月

　　　　　27年3月
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大学（学部）への進学率（％） 短期大学（本科）への進学率（％）
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　　　　　12年3月
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　　　　令和 2年3月
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（９）県内大学・短大の新規学卒者の就職状況

■表Ⅱ－２３　県内大学・短大の新規学卒者の就職率の推移

資料：文部科学省「学校基本調査」

■図Ⅱ－２３　県内大学・短大の新規学卒者の就職率の推移

（１０）　中学校、高等学校におけるＤＶ予防教育の実績

■表Ⅱ－２４　中学校、高等学校におけるＤＶ予防教育の実績（受講者数）

注：数値は各年3月31日現在

資料：県こども家庭課調

■図Ⅱ－２４　中学校、高等学校におけるＤＶ予防教育の実績（受講者数）

卒業年月
県内大学・短大卒就職率（就職進学含む）（％）

大学卒 短大卒
女 男 女 男

昭和55年3月 75.9 81.0 63.4 74.3

60年3月 72.9 75.4 73.2 87.7

平成 2年3月 80.6 80.0 79.6 80.1

7年3月 57.2 67.3 56.6 59.5

12年3月 52.2 52.2 53.3 34.8

17年3月 64.7 58.3 66.6 48.4

22年3月 66.4 54.8 79.8 33.9

27年3月 78.3 61.8 88.1 43.3

令和 2年3月 82.0 65.6 86.2 58.6

平成22年度 27年度 令和2年度 4年度

 　　4年3月 79.6 63.9 84.9 64.7

中 学 校 99 20 334 172

高 等 学 校 2,637 7,284 2,063 3,544
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(%)

本県の大学・短大の新規学卒者の就職率は、平成12年以降、男性より女性の方が高くなっている。
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特定非営利活動法人「ＤＶ防止ながさき」への委託による学校等へのＤＶ予防教育は、令和4年度は、
中学校172人、高等学校3,544人に対して実施した。
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（１１）　大学の状況

■表Ⅱ－２５　大学の関係学科別・男女別在学生数（全国）

学生数（人） 割合（％） 学生数（人） 割合（％） 学生数（人） 割合（％）

人 文 科 学 290,387 15.1 188,390 36.35 101,997 7.23

社 会 科 学 759,636 39.4 98,977 19.10 660,659 46.83

理 学 63,997 3.3 11,695 2.26 52,302 3.71

工 学 379,405 19.7 12,840 2.48 366,565 25.98

農 学 64,975 3.4 12,245 2.36 52,730 3.74

保 健 117,712 6.1 43,866 8.46 73,846 5.23

商 船 1,687 0.1 74 0.01 1,613 0.11

家 政 35,794 1.9 35,339 6.82 455 0.03

教 育 139,565 7.2 75,103 14.49 64,462 4.57

芸 術 47,005 2.4 30,568 5.90 16,437 1.17

そ の 他 28,974 1.5 9,186 1.77 19,788 1.40

計 1,929,137 100.0 518,283 100.00 1,410,854 100.0

女
学生数（人） 割合（％） 学生数（人） 割合（％） 学生数（人） 割合（％）

人 文 科 学 359,027 13.6 231,898 19.31 127,129 8.88

社 会 科 学 838,095 31.8 302,972 25.23 535,123 37.39

理 学 79,520 3.0 22,141 1.84 57,379 4.01

工 学 382,801 14.5 60,383 5.03 322,418 22.53

農 学 78,493 3.0 35,723 2.97 42,770 2.99

保 健 348,927 13.3 221,364 18.43 127,563 8.91

商 船 691 0.0 113 0.01 578 0.04

家 政 69,885 2.7 62,985 5.24 6,900 0.48

教 育 186,274 7.1 110,274 9.18 76,000 5.31

芸 術 77,855 3.0 52,907 4.41 24,948 1.74

そ の 他 210,648 8.0 100,232 8.35 110,416 7.71

計 2,632,216 100.0 1,200,992 100.0 1,431,224 100.0

注１：数値は令和4年5月1日現在

注２：短期大学の学生数は含まない

資料：文部科学省「学校基本調査」

■図Ⅱ－２５　大学の男女別在学生数の変化（全国）

（１２）　短期大学（本科）の状況

■表Ⅱ－２６　短期大学（本科）の男女別在学生数（全国）

学生数（人） 割合（％） 学生数（人） 割合（％） 学生数（人） 割合（％）

平成元年度 455,696 100.0 415,522 91.2 40,174 8.8

令和４年度 91,799 100.0 80,334 87.5 11,465 12.5

注：数値は令和4年5月1日現在

資料：文部科学省「学校基本調査」

■図Ⅱ－２６　短期大学（本科）の男女別在学生数（全国）

年度
総数 女 男

区分
平成元年度

総数 女 男

区分
令和４年度

総数 男

全国の大学生の女性の数は、平成元年の518,283人から令和4年には1,200,992人と約2.3倍に増加している。

なお、男性の数は微増にとどまっているが、依然として女性を上回っている。

（人）全国の短期大学生の女性の数は、平成元年の415,522人から令和4年には80,334人と5分の1に減少している。
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基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

（１）婦人保護・性的被害の状況

■表Ⅲ－１　県配偶者暴力相談支援センターへの相談件数及びDV相談の推移

注：数値は各年3月31日現在　　注２：電話等には、メールによる相談を含む
注３：来所等には、巡回相談、出張相談や同行支援等を含む　　資料：県こども家庭課調

■図Ⅲ－１　県配偶者暴力相談支援センターへの相談件数及びDV相談の推移

■表Ⅲ－１－１　県配偶者暴力相談支援センターへの来所相談の主訴別推移
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親
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そ
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交

際

相

手

か
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の

暴

力

そ

の

他

214 2 271 53 9 5 143 25 7 15 11 0 6 6 1 14 28 3 6 5 7 7 3 52 3 1 0 0 0 897

106 0 44 5 4 2 18 7 2 0 8 0 0 0 4 1 14 4 3 0 4 0 0 1 0 0 0 0 0 227

320 2 315 58 13 7 161 32 9 15 19 0 6 6 5 15 42 7 9 5 11 7 3 53 3 1 0 0 0 1124

278 0 176 40 8 3 101 17 10 14 23 0 21 4 3 24 15 8 9 2 9 6 7 81 0 3 0 0 0 862

207 0 30 4 0 0 13 13 8 1 8 0 2 2 0 1 4 1 2 2 3 1 1 10 11 0 0 0 0 324

485 0 206 44 8 3 114 30 18 15 31 0 23 6 3 25 19 9 11 4 12 7 8 91 11 3 0 0 0 1186

253 0 172 33 27 2 39 30 9 5 12 2 5 2 0 11 31 10 2 4 8 3 1 28 3 3 0 0 0 695

228 0 33 5 0 0 19 5 9 3 11 0 0 1 0 0 4 4 3 5 2 0 0 5 7 0 0 0 0 344

481 0 205 38 27 2 58 35 18 8 23 2 5 3 0 11 35 14 5 9 10 3 1 33 10 3 0 0 0 1039

256 0 147 45 8 13 32 27 14 3 13 3 3 7 1 9 28 6 2 9 6 5 4 24 3 0 0 0 0 668

168 0 13 1 0 0 15 8 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7 0 0 0 0 3 217

424 0 160 46 8 13 47 35 14 3 13 4 3 7 1 9 28 6 2 9 6 5 5 31 3 0 0 0 3 885

254 1 127 35 4 2 23 41 5 9 13 2 5 1 2 11 19 1 6 8 4 10 3 34 0 0 0 0 0 620

130 0 21 0 0 0 6 3 1 0 1 1 0 2 0 0 0 0 3 1 0 0 0 8 0 0 0 0 2 179

384 1 148 35 4 2 29 44 6 9 14 3 5 3 2 11 19 1 9 9 4 10 3 42 0 0 0 0 2 799

注：数値は各年3月31日現在　　資料：県こども家庭課調
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66.8 509 76.2 1,619 69.5

佐世保 704 217 921 372 52.8 198 91.2 570 61.93年

長崎 1,661 668 2,329 1,110

2年

長崎 1,473 695 2,168

計 2,365 885 3,250 1,482

950

297 86.3 940 67.5

計 2,521 1,039 3,560 1,593 63.2

佐世保 1,048 344 1,392 643 61.4

844 81.2 2,437 68.5

64.5 547 78.7 1,497 69.0

62.6 779 65.7 2,177 63.7

62.8 525 60.9 1,420 62.1

佐世保 806 324 1,130 503 62.4 254 78.4 757 67.0令和元年

長崎 1,426 862 2,288 895

平成30年

長崎 1,578 897 2,475

計 2,232 1,186 3,418 1,398

1,012

168 74.0 478 47.0

計 2,367 1,124 3,491 1,322 55.9

佐世保 789 227 1,016 310 39.3

835 74.3 2,157 61.8

64.1 667 74.4 1,679 67.8
％ 件数 ％ 件数 ％

年度
総相談件数 うちDV相談

電話等 来所等 計
電話等 来所等 計

件数

68.0 431 69.5

計 2,311 799 3,110 1,504 65.1 580 72.6 2,084 67.0

 4年

長 崎

佐 世 保

計

1,591 68.4

佐世保 606 179 785 344 56.8 149 83.2 493 62.84年

長崎 1,705 620 2,325 1,160

1,000

2,000

3,000

平成29年 平成30年 令和元年 2年 3年 4年
総相談件数 うちDV相談

（件）

相談件数は、令和2年度をピークに減少傾向である。なお、令和4年度は総相談件数のうち、ＤＶ相談が約7割であった。
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（２）　一時保護の状況

■表Ⅲ－２　入所理由別による一時保護の状況

注：数値は各年3月31日現在
資料：県こども家庭課調

（３）　警察本部における「性犯罪被害１１０番」受理状況

■表Ⅲ－３　「性犯罪被害１１０番」受理状況

注：数値は各年12月31日現在
資料：県警察本部調

■表Ⅲ－３－１　「性犯罪被害１１０番」年齢別の受理状況

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 計 不明 合計
0 5 8 1 6 0 0 20 6 26
0 5 2 7 0 1 0 15 8 23
4 11 1 4 4 0 1 25 14 39
3 12 8 8 7 2 0 40 9 49

注：数値は各年12月31日現在
　　　　　　　資料：県警察本部調

■表Ⅲ－４　警察におけるＤＶ・ストーカー事案の相談受理件数と被害者の性別内訳

総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男

DV 349 347 2 426 401 25 425 386 39
ストーカー 263 243 20 235 215 20 291 254 37
注：数値は各年12月31日現在
資料：県警察本部調

男 女 間 の ト ラ ブ ル

事 件 容 疑 情 報

つ き ま と い 行 為 に 関 す る も の

配偶者に対する暴力に関するもの

上 記 以 外 の 相 談

平成27年 令和2年 4年

そ の 他

計

 令和 2年
　　  27年

4

0

精 神 的 な 悩 み に 関 す る も の

そ の 他 0 0 0
計 55 58 44

内容

性 犯 罪 の 被 害 申 告 に 関 す る こ と

過 去 の 性 犯 罪 被 害 の 悩 み に 関 す る も の

性 的 な い や が ら せ に 関 す る も の

平成22年

0

2
2
0

件　　　　　数
27年

1 4 1
不 純 異 性 交 遊 0 0 0
売 春 防 止 法 5 条 違 反 2 0 0

帰 省 先 な し

人 間 関 係 49 54 43

理　　　　由
件　　　　　数

平成27年度 令和2年度 4年度

（うちDV(配偶者等からの暴力）） （38） (37) (28)
経 済 関 係 3 0 0
医 療 関 係 0 0 0

26
6
23

0
3
0
3
2

13
1
0

15
0
0
0
0
0
2
0

 　　   4年

平成22年

20
39

4年

15
5
3
1
5
13
0
0
5
2
49

1
1
1
0
0

令和2年

12

令和4年の「性犯罪被害相談電話」受理件数は49件で、特に多いのは、「性犯罪の被害申告に関すること」、

「事件容疑情報」であった。年齢別で見ると20歳代の相談者が最も多い。

また、令和4年の警察におけるDV・ストーカー事案の相談受理件数は、それぞれ425件、291件であった。

長崎こども・女性・障害者支援センターに設置している一時保護所及び民間委託シェルター等への委託によ
る一時保護の件数は、令和4年度44件（うちDV28件）であった。
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（４）　サポートながさきにおける性犯罪被害の支援状況

■表Ⅲ－５　サポートながさきにおける性犯罪被害相談等の事案別件数

総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男 総数 女 男

347 332 13 478 433 35 500 469 26 501 449 35

注１：数値は各年3月31日現在
注２：総数には、男女のほか「被害者なし」「不明」の数を含む

資料：県交通・地域安全課調

■表Ⅲ－５－１　サポートながさきにおける性犯罪被害相談等の方法別件数

注：数値は各年3月31日現在
資料：県交通・地域安全課調

500

11

18

83

2

85

347 478

26

11

114

10

1

3334

29

2年度

395

32

3年度

411

DV

ストーカー

その他（問い合
わせを含む）

計

電話相談

メール

LINE

面接相談

手紙

直接支援
（付添い等）

計
（総数及び被害者
の性別内訳）

その他性暴力

監護者わいせつ 3

38

0

15

0

19

強制わいせつ

監護者性交等 12

128

0

181

12

101

強制性交等

令和元年度 2年度 3年度

207131118

10

12

6

36

25

2

15

令和元年度

253

－

30

1

4年度

132

18

148

2

72

10

18

101

4年度

397

17

12

10

32

33

501

相談件数は増加傾向にある。

毎年、強制性交等又は強制わいせつの相談件数が多いが、令和4年度はその他性暴力の件数が

増加している。

また相談等の方法別では毎年電話相談が最多である。
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（５）　ひとり親家庭の状況

■表Ⅲ－６　ひとり親家庭の子どもの数（児童扶養手当受給世帯の子どもの数）

注１：本県人口は、国勢調査又は推計人口による18歳以下の数（毎年10月1日現在） 
注２：全国人口は、国勢調査又は総務省統計局による18歳以下の数（毎年10月1日現在）
注３：福祉行政報告例からの推計値
注４：数字は各年の3月時点

■図Ⅲ－６　ひとり親家庭の子どもの数（児童扶養手当受給世帯の子どもの数）

■表Ⅲ－７　ひとり親家庭の世帯数とその内訳（児童扶養手当受給世帯数とその内訳）（長崎県）

注：数字は各年の3月時点
資料：県こども家庭課調

平成22年 26,050 10.3 1,615,806 7.4

年度 長崎県（人） 長崎県　対人口比（％） 全国（人） 全国　対人口比（％）

　　　27年 23,152 10.0 1,565,504 7.6

令和 2年 19,103 9.0 1,335,312 6.8

平成22年 15,338 13,972 1,056 310

 令和 2年 12,133 11,049 765 319

4年 17,760 8.7 - -

　　  　4年 11,300 10,283 667 350

区分
その他（祖父母等）世帯父世帯母世帯

世帯数

総数

    　 27年 14,609 13,302 1,125 182

26,050 

17,760 

10.3 

8.7 

7.4 6.8 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成22年度 27年度 令和2年度 4年度

長崎県（人） 長崎県 対人口比（％） 全国 対人口比（％）

（人） （％）

児童扶養手当受給者の子どもの人数は減少傾向にあり、令和4年度は17,760人で、対人口比では、
8.7であった。
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（６）　高齢化の状況
　

■表Ⅲ－８　高齢化の状況

注1：数値は10月１日現在
注2：不詳補完値（あん分等により不詳を解消した結果）による
資料：総務省「国勢調査」（令和2年）

　（７）　男女別の主な死因別死亡数

■表Ⅲ－９　男女別にみた死因別死亡数（長崎県）

資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和4年）
　　　　割合については、死亡総数から算出　 

　（８）　がんの年齢調整死亡率

■表Ⅲ－１０　がんの年齢調整死亡率（75歳未満）（長崎県）

注：数値は各年1月1日～12月31日の集計（人口10万人対）

資料：厚生労働省「人口動態調査」

実数（人）
区分

総人口（人）

県 全国
65歳以上人口 65歳以上人口

31.5%

男性 616,912 61,349,581 15,640,968 25.5%

総人口（人）
割合（％） 実数（人） 割合（％）

総数 1,312,317 126,146,099 36,026,632 28.6%

181,777 29.5%

251,241 36.1%女性 695,405 64,796,518 20,385,664

433,018 33.0%

3.22

第６位 誤嚥性肺炎 360 3.58 老衰 419 4.52

第５位 肺炎 522 5.20

肺炎 574

4.62

割合

第８位

アルツハイマー病

201 2.00

慢性閉塞性肺疾患

200 2.16

第７位 不慮の事故 259 2.58 不慮の事故 298

腎不全

第１０位 血管性及び詳細不明の認知症 183 1.82

間質性肺疾患

171 1.85

第９位 189 1.88 腎不全 187 2.02

誤嚥性肺炎 428

第２位 心疾患(高血圧性を除く) 1,720 17.12 心疾患（高血圧性を除く） 1,240 13.39

6.20

第４位 脳血管疾患 657 6.54 脳血管疾患 556 6.00

第３位 老衰 1,442 14.35

（人） （％） （人） （％）
第１位 悪性新生物＜腫瘍＞　 2,055 20.46 悪性新生物＜腫瘍＞

区分
女 (10,046) 男 (9,263)

死　　因
死亡数 割合

死　　因
死亡数

2,740 29.58

女性 67.4 62.0 63.0 59.8

男性 113.1 103.8 92.4 87.2

区分 平成22年 27年 令和2年 4年

男女計 88.3 81.4 77.0 72.5

死因の上位10項目の内、上位2項目までは男女共通しており、第1位の悪性新生物が全死亡者に占
める割合は24.8％となっている。なお、女性の死因第9位の「アルツハイマー病」は、男性では第14位と
なっている。

がんの年齢調整死亡率は年々減少しており、令和4年は平成22年から約2割低い72.5であった。

本県の老年人口の割合（総人口に占める65歳以上人口の割合）は、全国よりも女性が4.6ポイント、
男性が4.0ポイント高くなっており、高齢化が進んでいる。
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　（９）　女性特有のがんの罹患状況

■表Ⅲ－１１　女性特有のがん年齢別罹患状況（長崎県） （単位：人）

20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80-84

1 5 16 25 19 31 33 50 47 41 26 33 18

0 2 8 18 18 33 35 36 32 34 33 22 20

0 3 6 31 73 118 100 122 143 168 106 101 85

1 4 6 24 69 117 84 118 136 144 135 119 78

注：数値は各年1月1日～12月31日の集計（上皮内がんは含まない）
資料：厚生労働省「全国がん登録」

■図Ⅲ－１１　女性特有のがん年齢別罹患状況（長崎県）

（１０）　妊娠・出産に関わる保健医療対策

■表Ⅲ－１２　周産期死亡率と乳児死亡率の推移（長崎県）

注1：数値は各年1月1日～12月31日の集計(令和2年は月報年計概数)
注2：用語の定義は以下のとおり
・周産期死亡：妊娠満22週以降の死産と生後１週未満の早期新生児死亡を合わせたもの
・周産期死亡率：各年において、出生数1,000件に対して周産期死亡が何件あったかを示す指標
・乳児死亡：生後１年未満の死亡
・乳児死亡率：各年において、出生数1,000人に対して乳児死亡が何件あったかを示す指標
資料：厚生労働省「人口動態調査」

■図Ⅲ－１２　周産期死亡率と乳児死亡率の推移（長崎県）

乳 児 死 亡 率 3.2% 1.7% 2.4% 1.2%

平成22年 27年 令和2年 4年

周 産期死亡率 4.4% 3.1% 2.8% 3.3%

（単位：率）

年齢

平成28年・子宮がん

令和元年・子宮がん

平成28年・乳がん

令和元年・乳がん

周産期死亡率、乳児死亡率ともに減少傾向にある。 また、人工妊娠中絶件数は、各年代において減
少傾向にあるが、35歳以上の人口妊娠中絶実施率は横ばいの状態である。
周産期死亡率、乳児死亡率ともに減少傾向にある。 また、人工妊娠中絶件数は、各年代において減
少傾向にあるが、人工妊娠中絶実施率は35歳以上は横ばいの状態である。
周産期死亡率、乳児死亡率ともに減少傾向にある。 また、人工妊娠中絶件数は、各年代において減
少傾向にあるが、35歳以上の人口妊娠中絶実施率は横ばいの状態である。
周産期死亡率、乳児死亡率ともに減少傾向にある。 また、人工妊娠中絶件数、人工妊娠中絶実施
率ともに各年代において減少傾向にある。

4.4%

3.1% 2.8% 3.3%

3.2%

1.7%
2.4%

1.2%
0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

平成22年 27年 令和2年 4年

周産期死亡率 乳児死亡率

（歳）

（人

（歳）

（人

子宮がん・乳がんとも、平成28年と比べ一部の年代を除き罹患数が減少。
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■表Ⅲ－１３　人工妊娠中絶件数及び実施率（女子人口千対）の推移（長崎県）

注1：数値は各年3月31日現在

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」

■図Ⅲ－１３　人工妊娠中絶件数及び実施率（女子人口千対）の推移（長崎県）

（１１）消防団員数と女性の数の状況

■表Ⅲ－１４　県内の消防団員数と女性の数の推移

注：数値は、各年4月1日現在
資料：長崎県消防防災年報

■図Ⅲ－１４　県内の消防団員数と女性の数の推移

27年度

件数（件） 実施率（％）

190

465

413

4.0

0.2

令和2年度

件数（件）

9.0

22.1

19.7

21.5

18.2

8.5

実施率（％）

97 3.4

348 14.5

313 12.4

平成22年度

件数（件） 実施率（％）

289 10.4

627

561

22.6

20.2

充足率(%)定数(人)女性比率(%)団員数(人) うち女性(人)

22,395 89.5

90.921,1131.9419,193 372

20 1.0

35-39歳 351

452

382

179

令和 2年

平成27年度

注2：実施率・・・分母に15～49歳の女子人口を用い、分子に50歳以上の数値を除いた
　 　「人工妊娠中絶件数」を用いて計算

計 1,5892,771 2,101

45-49歳 8

年度

20,053 261 1.30

30-34歳 315543

506

19.6

18.3

-19歳

25-29歳

20-24歳

40-44歳 157227

18

8.2

0.6

3年度

件数（件） 実施率（％）

103 3.7

300 12.5

259 10.4

5年 17,377 338 1.95 20,654 84.1

277 9.6

276 8.1

146 3.8

15 0.3

1,376

10.5

9.9

0

200

400

600

800

件数

平成22年度 27年度 令和2年度 令和3年度

（件）

0

10

20

実施率

平成22年度 27年度

令和2年度 令和3年度

（人口千人対）

県内の消防団員数は減少している。女性の消防団員の比率はわずかだが、増加傾向にある。

20,053 19,193

17,377

261
372 338

1.30

1.94

1.95

1.20

1.40

1.60

1.80
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0

5,000

10,000
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Ⅱ 長崎県男女共同参画関連施策の概要 



 



1「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の進捗を図るための指標の達成状況

基本目標
番
号

項　　目
基準値
(年度)

R4目標値 R4実績値
目標値

（達成年度）
所管課

1
県の審議会等委員への女性の
登用率

37.3%
(R1)

39.4% 36.5%
40％以上
60％以下
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

2
事業所における課長相当職に占
める女性の割合

22.9%
(R1)

26.9% 25.4%
29.9%
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

3
県の管理職（課長級以上）に占め
る女性の割合（知事部局）

13.4%
(R2)

－ 15.4%
20.0%
（R7)

人事課

4
経営に積極的に参画する女性農
業者の割合

5.7%
（H30)

6.6% 6.1%
7.0%
（R7)

農政課

5
漁家女性の経営管理能力向上
のための講座修了地区数（累計）

3地区
(R1)

4地区 2地区
14地区
(R7)

水産経営課

6

当該年度内の就職・起業を希望
するウーマンズジョブほっとス
テーション利用者のうち、就業・
起業した人の割合

49.1％
(H30)

65.0% 66.4%
81.3％
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

7
ワーク・ライフ・バランスや処遇改
善に取り組んでいる企業の割合

75.3％
(H30)

83.0% 83.7%
87.5％
(R7)

雇用労働政策課

8
ながさき結婚・子育て応援宣言団
体数（累計）

0団体
(H30)

300団体 623団体
450団体
(R7)

こども未来課

9
20～59歳のうち、家庭生活にお
いて男女が家事や育児等を協力
して行っていると思う人の割合

42.4％
(R1)

44.8% 42.1%
47.5％
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

10
県の男性職員の育児休業取得
率（知事部局）

8.1％
(R1)

－ 39.8%
30.0％
(R7)

人事課

11 保育所待機児童数
70人
(R1)

0人 0人
0人
(R7)

こども未来課

12 放課後児童クラブ待機児童数
53人
(H30)

0人 24人
0人
(R6)

こども未来課

13 病児・病後児保育実施施設数
40か所
(H30)

－ 44か所
45か所
(R6)

こども未来課

14
地域包括ケアシステムの構築割
合

85.0％
（R1）

97.0% 98.4%
100.0%
(R7)

長寿社会課

15
命の尊さや家庭生活・家族の大
切さなど、自分の将来を考えさせ
る研修会の理解度

97.0％
(R1)

97.0% 97.6%
97％以上
(R7)

体育保健課

16
「夫は外で働き、妻は家庭を守る
べき」との考え方に反対の人の割
合

47.6％
(R2)

52.5% 53.3%
59.8％
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

17
ステップハウスでの支援を希望す
る世帯への対応比率

100％
(R1)

100% 100%
100.0％
(R7)

こども家庭課

18
生活困窮者自立支援事業におけ
る就労・増収率（就労・増収者／
就労支援対象者）

54.0％
(R1)

75.0% 59.0%
75.0％
(R7)

福祉保健課

19
県事業によるひとり親家庭の就
職者数

59人
(R1)

100人 52人
100人
(R7)

こども家庭課

20
健康状態の管理や生活習慣の
改善に取り組んでいる人の割合

62.6%
(H30)

68.5% 60.1%
73.0％
(R7)

国保・健康増進課

21
がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）

80.7
(H28)

70.0 77.0
70.0
(R5)

医療政策課

22
男女共同参画の視点での防災・
復興等研修の実施回数

3回
(R2)

3回 16回
3回
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

＜Ⅳ＞
推進体制の整備・
強化

23 男女共同参画基本計画策定数
18市町
(R1)

－ 20市町
21市町
(R7)

男女参画・女性活躍推進
室

※番号14については最新値としてR3実績値を掲載

＜Ⅰ＞
あらゆる分野にお
ける女性の参画拡
大

＜Ⅱ＞
誰もが能力を発揮
し、多様な働き方が
できる環境づくり

＜Ⅲ＞
安全・安心な暮らし
の実現
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

下記の理由等により女性委員の登
用率が伸び悩んでいる。
・審議会では、専門的な審理・採択
を行うことから、関係団体も専門的な
知識を有するとともに、その分野の
代表として発言に責任を持てる立場
の人材を推薦することになるため、
団体の代表や役員を推薦することが
多く、その代表や役員に女性が少な
い。
・法律等により委員が行政機関の長
などの職務を指定されている場合が
あり、そのポストにある女性が少な
い。

【今後の取組】
審議会ごとの5か年登用計画に基づき目標
達成に向け各部局と連携する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①審議会委員の改選の際には、新たに女
性委員を積極的に登用するよう審議会所
管課（室）と個別に協議を実施する。
②特に女性委員の登用率が低い審議会等
については、委員の選任等において、他県
の取組事例も参考にしながら事前協議等を
行う。

男女参画・
女性活躍推
進室

・市町の審議会においても女性委員
の登用率が伸び悩んでいる。
・目標を設定していない市町があ
る。

【今後の取組】
・市町担当者への女性委員登用率向上の
呼びかけ。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・市町担当者会議等の際に女性委員登用
率の現状を示し、登用率の向上等を呼び
かける。

男女参画・
女性活躍推
進室

・地域・分野によって登録件数に差
があるため、登録件数の少ない地
域・分野の女性人材を掘り起こして
いく必要がある。
・主に自営業や起業、地域活動等
の分野での女性人材の掲載が多く、
企業に勤めている女性についての
情報量が少ない。

【今後の取組】
・引き続き、起業や地域で活躍する女性た
ちの紹介促進に向け、庁内各部局、市町、
企業等から幅広い分野の女性人材の情報
収集を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・「ながさき女性の応援サイト」において地
域で活躍する女性ロールモデルを紹介
・市町、推進員、アドバイザー等への情報
提供依頼
・庁内関係課、関係団体等への情報提供
依頼

男女参画・
女性活躍推
進室

登用状況の公表により、女性委員の
登用を促進したいが、団体や職種
によっては、女性が少ない。

【今後の取組】
・引き続き公表を行い、審議会ごとの5か年
登用計画に基づき目標達成に向け各部局
と連携する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

（
２

）
県
に
お
け
る
管
理
職
等
へ
の
女
性
の
登
用
推
進

・女性職員の管理職への登用に関
する不安解消や、意欲の更なる醸
成

【今後の取組】
・女性職員のキャリア形成・キャリアアップを
支援するとともに、引き続き、意欲と能力の
ある女性職員を管理職へ積極的に登用す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・女性職員のキャリア形成をサポートしてい
くための研修や派遣を引き続き実施する。

人事課
新行政推進
室

①県における
女性の登用推
進

【活動】
・若手女性職員をできる限り本庁に配置して多
様な経験を積ませるなど、計画的なキャリア形
成を実施
・意欲ある女性職員を国や他県、県内市町な
どの外部研修へ積極的に派遣し、キャリアアッ
プを支援
・意欲と能力のある女性職員を本庁課長補佐
や係長ポストに積極的に登用し、将来指導的
地位に成長していく人材の育成・確保を図ると
ともに、女性職員の管理職への登用を推進
・女性向け研修会の実施
①女性職員ステップアップ・サポート研修
（R4.8.24開催）
②女性職員のための先輩講演会（R4.8.31開
催）
③キャリアサポートセミナー（R4.9.9開催）
・希望降任制度の導入（H29.12施行）

【成果】
・係長ポスト以上の女性役職者の割合
H31.4：16.7％、R2.4 ：18.0％、R3.4 ：18.6%、
R4.4：19.2%、R5.4：19.6%
・管理職（課長級以上）に占める女性の割合
H31.4：9.3％、R2.4 ：13.4％、R3.4：14.5%、
R4.4：15.4%、R5.4：16.3%

政策目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

基本計画

①県が設置す
る審議会等の
委員への女性
の参画推進

【活動】
・計画目標である女性登用率40％以上60%未
満(R8.4.1)の達成に向け、審議会等ごとの年
次別登用計画を作成し、「審議会等の委員へ
の女性の登用促進要綱」（H12年5月）に基づ
き、学識経験者、団体推薦、公募委員を中心
に計画的な女性登用を推進した。
・毎年度、登用の進捗状況を調査・公表すると
ともに、男女共同参画審議会等に報告し、そ
の進捗管理を図った。

【成果】
・登用実績
年度　      H30     R1      R2      R3     R4
登用率    35.0%  37.3%  37.2%  36.4%  36.5%

取組実績（活動及び成果）

（
１

）
審
議
会
等
の
委
員
へ
の
女
性
の
参
画
促
進

②市町に対す
る審議会等委
員への女性の
参画促進の働
きかけ

③女性の人材
に関する情報
の充実と提供

【活動】
・毎年度、市町担当者会議等で各市町の女性
委員登用の状況について情報提供を行い、
各市町での女性委員登用の促進を依頼。

【成果】
・登用実績
年度　    H30   R1     R2     R3     R4
登用率  24.8% 24.3% 22.5% 25.3% 25.8%

【活動】
・県内の各分野で活躍する女性を発掘し、
ホームページなどで情報発信、情報提供を
行った。

【成果】
・ながさき女性の活躍応援サイトでの女性ロー
ルモデルの掲載
（起業や地域で活躍する女性たち紹介件数）
　 R4.3：115件

【活動】
・総務文書課が毎年度公表する「県の附属機
関等の状況」において、附属機関への女性委
員登用の状況を公表

【成果】
・附属機関における女性委員の登用状況を見
える化し、女性委員の登用を促進

④女性の積極
的な参画に向
けた啓発の推
進
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

政策目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

基本計画 取組実績（活動及び成果）

家庭の状況により、一歩踏み出すこ
とができない女性職員がいる。

【今後の取組】
・今後も丁寧に説明し、周知を図るととも
に、女性職員の人材登用については、ふさ
わしい人物を育て、積極的に登用してい
く。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・制度の見直しを丁寧に説明周知し、校長
が寄り添いながら課題解決に向けた働きか
けを行うよう指導する。

教育政策課
教職員課
義務教育課
高校教育課

・真に女性職員の活躍に結びつくポ
ストへの登用拡大とそれに伴う配置
検証の必要性

【今後の取組】
・女性職員を対象とした幹部職員登用への
意欲向上の推進
・女性を取り巻く現状を女性職員を含めた
全職員に正しく理解してもらう機会を設け
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・女性職員がやりがいを持てる業務の把
握・拡充
・配置希望調査、所属ヒアリング等を活用し
た組織的な女性職員の活躍意欲を促進す
る人事配置を図る。

警務課

・中堅職員は育児を行っている世代
であり、自治大学校特別課程は長
期に渡る研修のため、候補者の選
定を慎重に行っている。

【今後の取組】
・引き続き、同課程への女性職員の参加及
び女性向け研修会を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・育児を行っている職員も含めて意欲のあ
る女性職員の選定を行い、同課程のカリ
キュラム等を丁寧に説明し、参加意欲の向
上及び不安の払拭を図る。

人事課
新行政推進
室

・中堅女性職員が本庁勤務に対し
て子育てとの両立に不安を抱えてい
る。

【今後の取組】
・教育委員会事務局と学校との人事交流を
さらに活性化させる。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・本庁女性職員がロールモデルとなり、各
種研修会等でキャリアアップの重要性を自
身の経験と併せて語ってもらう。

教育政策課

・中堅女性事務職員にとって、自身
のキャリア形成・モチベーションアッ
プが課題となっている。

【今後の取組】
・引き続き、女性事務職員の研修機会を確
保するとともに、意欲ある職員の受講を呼
びかける。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各所属に対して、所属職員が受講しやす
い環境を整えるとともに、管理職からも受講
の呼びかけを行うよう求めていく。

教職員課

①県における
女性の登用推
進

【活動】
・自治大学校特別課程へ女性職員を参加さ
せ、その資質向上を図る。
・女性向け研修会の実施
①女性職員ステップアップ・サポート研修
（R4.8.24開催）
②女性職員のための先輩講演会（R4.8.31開
催）
③キャリアサポートセミナー（R4.9.9開催）

【成果】
・自治大学校特別課程への女性職員の参加
実績
　H30　R1　 R2　 R3   R4
   2名　2名  2名  2名  2名

【活動】
・意欲と能力のある女性職員について、管理
職への登用を積極的に行っている。
・各種指導主事研修会や校長会等の管理職
研修会、並びに学校訪問等において、女性教
職員の主任への登用や中央研修等の参加な
ど、キャリアアップに向けた取組をお願いし
た。また、女性が管理職試験を受験しやすい
ように制度を見直した。

【成果】
・小中学校では、令和５年度における教頭受
験者に占める女性職員の割合が14.3％から
17.2％と2.9ポイント伸びた。
・小中学校（県立中含む）における女性管理
職の状況
R2.4:8.6%→R3.4:9.8%→R4.4:10.4%→
R5.4:11.8%
・県立学校（県立中除く）における女性管理職
の状況
R2.4:19.7%→R3.4:19.9％→R4.4:20.6％→
R5.4:19.4%

【活動】
・新規登用ポストの拡大
・女性職員の登用拡大を意識付ける研修会の
実施
・女性職員登用拡大施策に関する情報発信

【成果】
・平成30年度に女性一般職員初の所属長、令
和元年度に女性警察官初の附置機関の長、
令和２年度に女性警察官初の警察署刑事課
長登用等幹部職への女性職員の登用拡大が
なされた。
・令和４年度に女性警察官が初めて警視に昇
任した。

（
２

）
県
に
お
け
る
管
理
職
等
へ
の
女
性
の
登
用
推
進

②県における
中堅女性職員
の育成、能力
開発

【活動】
・今後のキャリア形成を見据えた人事配置を実
施すべく、中堅女性職員と各所属長との面談
等により、昇任に伴う不安や疑問点に対してア
ドバイスを行った。

【成果】
女性職員の係長以上の登用を促進した。

【活動】
・新行政推進室が主催する職員研修（希望制
研修科目）や、独立行政法人教職員支援機
構が主催する教職員等中央研修を受講できる
機会を設けることにより、女性事務職員のキャ
リア形成等を支援した。

【成果】
－
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

政策目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・多くの女性教職員の意識の中に、
「管理職員になりたいとは思わない」
「家事・育児・介護等の理由により、
管理職員になろうとは思わない。」
「憧れとなるロールモデルが少ない」
等の意見が見られた。環境改善・意
識改善が急務である。
・校長の意識の中で、年功序列や男
性職員を主任層に登用したほうがう
まくいくという考え方がある。
・中堅女性職員の多くが子育てとの
両立に不安を抱えている。

【今後の取組】
・「女性活躍推進に関する地区別懇談会」
については、令和４・５年度２年間の成果等
を踏まえ、対象年齢・性別等について検討
する。
・現在、管理職員として活躍している女性
教職員の声を講演やHP紹介等の方法によ
り、広くアナウンスしていく。
・幅広い職域への配置や研修の実施等に
より、採用後からの計画的なキャリア形成に
取り組み、さらなる女性登用に向けた人材
育成・能力開発を図る。
・次代を担うミドルリーダー研修講座におい
て、引き続き女性職員の参加を呼びかける
とともに、育成と能力開発を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・今後も根気強く呼びかけていく。

義務教育課
高校教育課

（
３

）
各
分
野
に
お
け
る
女
性
の
参
画
拡
大

・さらに趣旨賛同会員及び自主宣言
登録会員を増やしていく必要があ
る。
・女性活躍推進企業の見える化を行
うことにより企業等の女性活躍推進
の気運醸成を図る。

【今後の取組】
・引き続き、ホームページでの広報や事業
実施の際に趣旨賛同会員及び自主宣言登
録会員への登録を呼びかける。
・県内の女性活躍推進への気運醸成を促
進するため、引き続き企業表彰を実施する
とともに、受賞企業等の取組について広く
紹介していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ホームページ等での広報や経営者セミ
ナー等で女性活躍推進が企業の成長力強
化へ資するとの理解促進を図ること等により
会員の増加へつなげる。
・ホームページやパンフレットを活用し、受
賞企業の取組を広く広報する。

男女参画・
女性活躍推
進室

警務課

・中堅層における育児、介護等によ
る働き方に制約のある女性職員の
増加により、本人の希望業務と配置
とのずれが今後大きくなるおそれが
ある。

【今後の取組】
・育児、介護等による働き方に制約のある
職員を始めとした個々の職員に必要となる
支援を具体的に把握するとともに、職員の
要望を踏まえた配置を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・中堅女性職員にキャリアプランを意識付
け、職員自身が能力向上に努めるための
研修や情報発信方策を図るとともに、各種
情報収集による適材適所の配置を推進す
る。

【活動】
・「ながさき女性活躍推進会議」の趣旨賛同会
員及び自主宣言登録会員を増やすことで、女
性活躍推進への気運醸成を図った。
・県内企業の女性活躍推進への気運醸成を
促進するため、女性の登用や能力開発等に
積極的に取り組んでいる企業の表彰を実施。
・経営者等向けセミナー、イクボス養成セミ
ナー、管理職登用に向けた女性人材育成講
座を実施。
 （回）         　 　 H30   R1    R2   R3    R4

経営者向けｾﾐﾅｰ   7　    2　    2     1      2

イクボス養成ｾﾐﾅｰ  1　 　 1      1     1      1

女性人材育成講座    3　    3      3     3　    3

【成果】
・ながさき女性活躍推進会議会員数
①趣旨賛同会員②自主宣言登録会員
　   H30    R1     R2     R3    R4
①  242    265    289    308   351
②  143    159    181    199   237
・企業表彰実績（表彰企業数）
　　   　  H30  R1  R2  R3  R4
大   賞    3　　 3    3    4    3
優秀賞    1  　 1    1    0　  1

【活動】
・令和3年12月に、小・中学校の全教職員を対
象に、「女性活躍推進に関するアンケート調
査」を実施し、その集計結果について、全小中
学校で共有した。
・令和4年5月から6月にかけて、県内18地区に
おいて、41歳以上の教職員を対象とした「女
性活躍推進に関する地区別懇談会」を開催し
た。令和5年度においても、同懇談会を開催し
た。
・ミドルリーダー研修会等の参加呼びかけや
キャリアアップの重要性を研修会等で指導し
た。
・女性教職員を対象にした学校経営研修会を
開催し、女性教員の活躍推進、活力ある学校
経営の在り方についての研修を実施した。

【成果】
・管理職に占める女性の割合は、小・中学校、
県立学校とも着実に増加している。

【活動】
・出産・育児休業を経た中堅女性警察官を含
め、女性警察官を積極的に専務部門（生活安
全部門、刑事部門、交通部門及び警備部門）
へ任用し、実務能力の向上及び育成を図っ
た。
・女性職員の今後のキャリア形成を見据えた
専務部門への配置を実施した。
・各種研修会を実施した。
・夫婦同一所属配置により育児中の中堅女性
職員の活躍を推進した。
・中堅女性職員のキャリア形成維持に配意し
たキャリア形成支援ポスト等への配置を実施し
た。

【成果】
・女性警察官の専務部門登用の拡大
　（R3:140人、R4:158人、R5:165人）
・出産育児等で専務部門への登用のタイミン
グを逃した女性職員を対象とした部門配置と
一時専務部門から離れた女性職員の積極的
登用により、個々の能力向上を図った。

（
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）
県
に
お
け
る
管
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等
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進

②県における
中堅女性職員
の育成、能力
開発

①「ながさき女
性活躍推進会
議」などを通じ
た企業等にお
ける女性の参
画促進
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

政策目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・女性管理職が少ない理由として
「必要な知識や経験、判断力等を有
する女性がいないため」という意見
があることから、引き続き、指導的地
位に占める女性を増やすための女
性人材の育成等が必要である。

【今後の取組】
・引き続き、ながさき女性活躍推進会議に
おいて、経営者等の意識改革促進や管理
職登用に向けた女性人材育成事業等に取
り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・経営者等向けセミナー、イクボス養成セミ
ナー、管理職登用に向けた女性人材育成
講座等を実施していく。

男女参画・
女性活躍推
進室

・引き続き、長崎県の男女共同参画
の状況の見える化を行う。

【今後の取組】
・「長崎県の男女共同参画の現状と施策」
の発行

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ホームページ等を活用し、広く広報する。

男女参画・
女性活躍推
進室

・建設業は現場中心の職域であり、
女性活躍の場が限られているため、
業界全体への広がりが見られない。

【今後の取組】
・関係課と協議しながら、女性活躍に積極
的な建設業者にメリットがある評価指標を検
討する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係課との協議を深める。

男女参画・
女性活躍推
進室
監理課

印刷業者は中小企業が多く、女性
従業員の雇用が少ない(特に正社
員）ため、Nぴか認証取得の広がり
がみられない。

【今後の取組】
・Nぴか認証取得企業が少ない状況にある
ことから、さらに拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
毎年行われている印刷組合との意見交換
会等を通じてNぴかの啓発を行い、取得促
進を促す。

物品管理室

長崎県における女性の政治参画の
見える化を行う必要がある。

【今後の取組】
法制度等の情報提供体制の整備を継続す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
女性の政治参画の見える化に必要な情報
の発信を行う。

男女参画・
女性活躍推
進室

（
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【今後の取組】
女性の活躍が期待される分野における女
性人材の活躍の事例紹介や業界団体への
働きかけなどを通して、女性が働きやすい
環境整備の促進を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

（
３

）
各
分
野
に
お
け
る
女
性
の
参
画
拡
大

①女性の活躍
が期待される
分野における
女性が働きや
すい環境整備

への支援

④政治分野に
おける女性の
参画拡大

【活動】
建設業等男性が多い分野におけるリモート
ワークの導入など女性が働きやすい環境整備
の事例の紹介や業界団体の会合への参加等
を通して、さまざまな分野における女性活躍を
推進。

【成果】
・農業や水産、研究職など女性の活躍が期待
される分野で活躍する女性人材を情報誌等で
紹介した。
・建設業や経済団体における会合等への参加
や訪問を行い、女性人材の活躍につながる事
業の説明等を行った。

【活動】
・ながさき女性活躍推進会議と連携し、女性の
活躍推進に関する経営者等向けセミナーを実
施したほか、女性中間管理職向けの講座、管
理職ロールモデル・ミドルマネジメント交流会
を実施し、女性職員のスキルアップを支援し
た。

【成果】
事業所における管理職（課長級以上）に占め
る女性の割合（％）
　ここ約10年間の動きを見ると、上昇傾向。
（長崎県H26:14.7%、H30:22.9%、R4:25.4%、全
国R4:14.3%（賃金構造統計基本調査））

【活動】
・「長崎県の男女共同参画の現状と施策」を発
行し、男女共同参画の状況の見える化を行っ
た。

【成果】
・長崎県男女共同参画審議会において状況
等を報告するとともに、審議会委員の意見を
聴取した。

【活動】
女性の政治分野への参画拡大に向けた気運
の醸成を図るための広報・啓発を行った。（HP
における法概要等の掲載、「現状と施策」にお
ける本県の女性議員の現状の掲載」）

【成果】
法制度等の情報提供体制の整備、女性の政
治参画状況の見える化

【活動】
令和2年4月1日付けで、「長崎県印刷物調達
制度合理化対策要綱」の改正を行い、「⑨働
きやすい職場づくりへの取り組み」の項目を新
たに設け、「Nぴか」の認証を取得した業者に
対して加点することとした。

【成果】
令和2年度：2者、令和3年度：2者、令和4年
度:2者

【活動】
・建設工事の入札参加資格審査において、女
性管理職を雇用する建設業者に対して加点し
評価を行うことで、女性の活躍に取組む企業
の普及促進を図った。

【成果】
・H28年度に加点制度を導入し、R4年度には
管理職全体に占める女性管理職の割合が
10％以上となっている建設業者約44社から届
出があった。

③女性の参画
状況の見える
化と女性の活
躍に取り組む
事業所の認証
等

②役職段階に
応じた女性人
材の育成と登
用促進
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

政策目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・介護ロボット・ICTを導入している事
業所は増加しており、これから導入
を検討している事業所も約4割ある
など、今後の導入意向も高いが、導
入コストの高さが導入の阻害要因と
なっている。
・長く働き続けることができる介護事
業所を増やすため、Nはーとの認証
事業所をさらに増やすとともに、学
生や求職者等へ効果的に発信して
いく必要がある。

【今後の取組】
・業務効率化や介護職員の負担軽減に効
果的な介護ロボット・ICTの導入を促進して
いく。
・Nはーとの認証事業所をさらに増やすとと
もに、PRを強化していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・令和３年度のアンケート結果や介護ロボッ
ト・ＩＣＴ導入施設における活用状況等を踏
まえ、介護ロボットやＩＣＴの導入をさらに促
進できるよう、未導入施設に対する補助金
などの効果的な支援を検討していく。
・業界団体や学校等の意見を聴きながら、
介護の仕事のイメージアップにつながるよ
う、認証評価制度の効果的な情報発信方
法を検討していく。

長寿社会課

・建設業界においても、高齢化が進
行する中、今後、女性の活躍が必要
になることの理解が一定進んできて
いるが、更なる理解促進が必要であ
る。

【今後の取組】
・引き続き、女性が働きやすい就労環境づ
くりの支援を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・女性の視点からの意見を吸い上げる女性
活躍推進検討ＷＧの開催（継続）
・経営者等に向けたセミナーの開催（継続）

建設企画課

・女性の職域拡大のために、必要に
応じて高等職業訓練校等の専門機
関の職業訓練等を案内する必要が
ある。

【今後の取組】
・引き続き、ウーマンズジョブほっとステー
ションの来所者に対し、必要に応じて職業
訓練案内を実施

【課題解決に対する具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

・女性でも働きやすい就労環境づく
りの支援、建設業におけるリモート
化の促進を今後も継続していく必要
がある。

【今後の取組】
・H29から現場へ試行導入されている快適ト
イレのように、女性でも働きやすい就労環
境づくりを引き続き支援していく。
・また、建設業におけるリモート化について
も、引き続き促進を図っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・女性の視点からの意見を吸い上げる女性
活躍推進検討ＷＧの開催（継続）
・経営者等に向けたセミナーの開催（継続）

建設企画課

女性が少ない業界団体等における
女性活躍の見える化を進める必要
がある。

【今後の取組】
ロールモデルの発信等に際して、業界団体
から候補を推薦してもらうことを通して、団
体や会員企業のトップ層に対しても、女性
活躍への理解を深めてもらう。

【課題解決に向けた具体的な取組】
団体訪問等を通して、女性活躍への理解
の促進し、協力体制を構築する。

男女参画・
女性活躍推
進室

全ての児童生徒が性別にかかわり
なく、多様な進路選択が可能となる
ように教員への意識啓発が必要で
ある。

【今後の取組】
教育分野における男女共同参画及び女性
活躍の意識の醸成につながる人材の育成
や意識啓発の取組を継続する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

（
４
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①女性の活躍
が期待される
分野における
女性が働きや
すい環境整備

への支援

④児童生徒の
多様な進路選
択のための支

援

【活動】
・産学官からなる女性活躍推進検討ＷＧの開
催。
・建設現場の就労環境を改善するため、H29
から「快適トイレ」（男女別、洋式、水洗など）を
試行導入。

【成果】
・R4に経営者向けの意識改革セミナーを実施
し、開催後のアンケートでは99%が意識改革が
進んだと回答。

【活動】
・建設業におけるリモートワーク等を促進させ
ることにより、現場作業と事務所作業の分業化
を促し、女性が活躍できる職域（事務所作業
等）を拡大させるため、ＴＶ会議の運用やウェ
アラブルカメラの活用促進を実施した。
・二人の女性技術者が登場し、建設業の魅力
ややりがい等を語る「県内建設業ＰＲ映像」をＳ
ＮＳ等を通じて女子学生等へ発信した。

【成果】
・R4に経営者向けの意識改革セミナーを実施
し、開催後のアンケートでは99%が意識改革が
進んだと回答。

【活動】
①職員の負担軽減に繋がる介護ロボット・ＩＣＴ
の導入促進を図るため、セミナー・機器展示会
を開催するとともに、感染症対策に役立つ介
護ロボット・ＩＣＴの導入経費の一部を支援し
た。
②介護職員の確保・育成と利用者サービスの
向上に取組む事業所について、Nはーととして
県が一定の基準で認証し、PRすることにより、
介護事業所の労働環境整備、業界全体の離
職率の低下や採用率向上、イメージアップを
図った。

【成果】
①介護ロボット・ICTの導入支援事業所数
R3：151事業所　　　R4：182事業所
②認証獲得事業所数
R3： 87事業所　　　R4：74事業所

【活動】
・必要に応じて、ウーマンズジョブほっとステー
ションの来所者等に対して高等技術専門校等
の職業訓練案内を実施

【成果】
・必要に応じて、ウーマンズジョブほっとステー
ションの来所者等に対して高等技術専門校等
の職業訓練案内を実施した。

【活動】
業界団体等に協力をいただき幅広い分野で
活躍する女性ロールモデルを紹介していただ
くとともに女性活躍推進企業の見える化を実
施。

【成果】
女性の職業選択先にしてもらうための魅力や
イメージ向上に向けた情報発信が図られた。

【活動】
大学院における教員の管理職養成コースにお
いて、男女共同参画に関する講義を実施。

【成果】
教育の現場を取りまくさまざまな現状が、子ど
もたちへの隠れたカリキュラムとなっていること
への気づきとなった。

②女性の職域
拡大に関する
情報発信及び
支援

③女性の就業
が少ない業界
団体等への協
力依頼及び連
携強化
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

政策目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・今後も引き続き児童生徒一人ひと
りの適性や希望に応じた、きめ細や
かな指導が必要である。
・将来に向けて自己の展望を持つ
児童生徒の割合は、発達段階が上
がるに連れて減少傾向にある。

【今後の取組】
・あらゆる分野で女性が活躍できるよう、児
童生徒及び保護者に対して、適切な情報
を提供するなど、性別にかかわりなく、多様
な進路選択が可能となるよう支援していく。
・県内の中学校を研究指定校とし、地域ぐ
るみで探究的にふるさとの課題解決を目指
す職業体験学習に取り組む事業を展開し、
その成果を県内に広めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・さまざまな職種や学部・学科等に関する情
報を適切に提供し、児童生徒一人ひとりの
適性や希望に応じた、きめ細やかな指導を
行うなど、進路指導の充実を図る。

義務教育課
高校教育課

・県内就業率は横ばいで、また、
2025年の看護職員需給推計では看
護職員が不足する見込みである。
・出産、介護等のため医師として働く
ことを中断した後に復職又は復職の
意思のある女性医師の割合は、高
い水準にある。

【今後の取組】
・今後も引き続き新卒看護職員の県内就業
定着促進、女性医師等の復職支援に取り
組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県内看護師等学校が取り組む県内就業
定着促進事業への補助
・長崎大学メディカルワークライフバランス
センターにおいて相談窓口対応を含めた
総合的な取組を実施

医療人材対
策室

（
4

）
女
性
の
職
域
拡
大
等
に
よ
る
人
材
の
確
保

【活動】
・県内の医療機関における看護職員の確保を
図るため、看護職員修学資金貸与事業、看護
師等養成所運営費への補助、看護師等学校
が実施する県内就業定着促進事業に係る補
助を実施した。
・女性医師等が、出産、子育て等のライフイベ
ントにより離職することを防止し、復職を支援
するために長崎大学メディカルワークライフバ
ランスセンターにおいて、相談窓口対応を含
めた総合的な取組を実施した。

【成果】
・県内看護師等養成所新卒者の県内就業率
H30:61.1％、R1:59.7%、R2:62.4％、
R3:64.0%、R4:61.1%
・出産介護等のため、医師として働くことを中
断した後に復帰した、または復帰の意思のあ
る女性医師の割合
 H30:90％、R1:92%、R2:92%、R3:91%、R4:91%

【活動】
・様々な職種や学部・学科等に関する情報を
適切に提供し、児童生徒一人ひとりの適性や
希望に応じた、きめ細やかな指導を行うなど、
進路指導の充実を図った。
・子どもたちが、自己のよさや可能性に気付
き、夢や希望を持ち、その実現に向けて努力
していくことができるよう、発達段階に応じた適
切な指導を展開した。
・県内９市町11中学校を研究指定校とし、地元
企業等の協力を得ながら模擬会社設立等の
職業体験学習に探究的に取り組む「ふるさと
の新たな魅力を創出するキャリア教育実践事
業」を展開し、その成果を広く県内の中学校に
紹介した。

【成果】
・様々な情報を適切に提供し、きめ細やかな
「生涯にわたる生き方指導」が行われた。
・将来への夢や憧れがある小学生の割合は約
90％、夢の実現に向けて行動している中学生
の割合は約86％という数値である。

⑤医療・看護
分野における
女性の定着支
援

④児童生徒の
多様な進路選
択のための支

援
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・人口減少・高齢化が進む中、女性
も含め、高齢者や若者など様々な視
点による地域コミュニティ対策の推
進は不可欠であるが、県内市町や
地域によって、コミュニティ対策に対
する考え方や取組に差が生じている
状況も見受けられる。

【今後の取組】
・今後も、人口減少対策の一つとして、地域
の多様な主体の参画による地域コミュニ
ティづくり、地域運営組織の立ち上げ等を
目指して、県内市町等に対する各種支援
に力を入れていく。
・特に、女性関係団体も含め、多様な主体
が参画することの重要性については、引き
続き、研修会の充実等を通じて、県内市町
や関係者の意識啓発や取組促進に努めて
いく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

地域づくり
推進課

・県民ボランティア活動支援セン
ターについては、県内全域のＮＰＯ・
ボランティアの活動を総合的に支援
する機関として、県社会福祉協議会
とも連携した上で、ボランティア活動
に関する情報の収集、提供、助言等
コーディネート機能を強化していく
必要がある。

【今後の取組】
・県内外のＮＰＯ・ボランティア活動に関す
る情報を収集・整理し、ながさきボラんぽ
ネットや情報誌、メルマガなど様々な媒体を
活用した発信を行い、ＮＰＯ・ボランティア
活動のより一層の促進につなげていく。
・将来の地域活動を担っていく人材を育成
するため、誰もがボランティア活動に興味を
持っていただけるよう、ボランティア体験の
参加を促していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

県民生活環
境課

地域における男女共同参画を推進
するうえでは、知識だけではなく、生
活圏内での草の根活動や、地域で
のネットワークの構築が求められ、さ
らに啓発を進めるための十分な体
制づくりが必要である。

【今後の取組】
男女共同参画推進員等が地域で主体的な
活動に取り組むためには、めまぐるしく変化
しているジェンダー平等への社会的な意識
の高まりに伴う男女共同参画に関する情報
を提供し、更なる知識と意欲の向上を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
地域における各種研修を実施するととも
に、生活圏内での草の根活動の手法につ
いて更に検討を進める。また、男女共同参
画の推進に資する新たな人材の掘り起こし
を行っていく。

男女参画・
女性活躍推
進室

・今後も県や各市町、民間等が実施
している講座の情報を積極的に収
集し、広報に努めていく必要があ
る。

【今後の取組】
・引き続き講座登録を進めるとともに、各自
治体、民間等の講座実施状況の把握に努
める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①講座の積極的な申請、登録について、関
係各所に依頼する。
②講座のより効果的な広報について、担当
課内にて協議する。

生涯学習課

・地域活動を担う人材や団体の現
状・課題に応じた講座内容や講師
の選定を行うとともに、離島地域を
含め、県内全域での人材育成を図
る必要がある。

【今後の取組】
・県民ボランティア活動支援センターにお
いて、市民活動支援センターや県振興局と
連携し、県内全域での目的別・対象者別の
研修会を開催し、より効果的に人材育成に
取り組んでいく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

県民生活環
境課

②女性リーダー
の育成支援

(

1

)

地
域
社
会
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標２　地域における男女共同参画の推進

基本計画

【活動】
県男女共同参画推進センターによる広報
啓発、地域の男女共同参画推進を担う人
材の育成を行った。

【成果】
男女共同参画推進員・アドバイザー、市
町、男女共同参画推進センター等と連携
して、地域に根ざした取組を実施した結
果、県内各地域における男女共同参画の
推進に寄与した。

【活動】
・集落・地域コミュニティ対策として、地域
活動の運営主体となる地域運営組織の立
ち上げ・育成に係る市町への支援に取り
組んだ。
・誰もが地域で安心して生活していくため
には、婦人会をはじめとした女性が中心的
役割を担う主体の、地域の運営への参画
も重要であることから、地域の多様な主体
の参画による地域運営組織の立ち上げ、
育成を進めてきた。

【成果】
・地域の婦人会や割ぽう着クラブなど、女
性関係団体も参画する地域運営組織の
立ち上げが進んでいる。

取組実績（活動及び成果）

①地域社会にお
ける意識啓発・
情報発信の推進

【活動】
・ＮＰＯ・ボランティア活動の中核的拠点で
ある県民ボランティア活動支援センターに
おいて、女性が中心的な役割を担う関係
団体も含めた多様な主体の積極的な参加
を促すとともに、誰もがNPO・ボランティア
活動へ参加できるように、 研修の機会とと
もに広く地域活動やボランティア活動の情
報を提供している。 また、県社会福祉協
議会が行うボランティア振興事業を支援す
ることにより、身近なところでボランティア活
動に関する相談の場や活動に参加する機
会の情報提供をしてきたところである。

【成果】
・県民ボランティア活動支援センターにお
ける取組や県社会福祉協議会のボラン
ティア振興事業への支援等により、地域に
おける意識啓発・情報発信の推進につな
がった。

【活動】
・目標である男女共同参画の推進に向
け、県や各市町、民間等が実施している
講座等について、ながさき県民大学「なが
さきまなびネット」に登録し、広報に努め
た。

【成果】
登録講座数（※人権問題、男女共同参画
推進に関する講座のみ）
H30  R1  R2  R3  R4
 　9　 20　52　66　69

【活動】
・県民ボランティア活動支援センターにお
いて、目的別・対象者別の研修会開催を
通じて、地域活動を担う人材の育成を進
めた。

【成果】
・県民ボランティア活動支援センターにお
けるコーディネータ養成、スタッフ養成な
どの講座開催により、地域の人材育成に
つながった。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標２　地域における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・より地域に密着した自主的な活動
につなげていく必要がある。
・推進員候補となる人材の育成につ
なげていく必要がある。

【今後の取組】
・地域リーダー（各団体等）に男女共同参
画の基本理念等を学ぶ機会を設け、県内
全地域で男女共同参画の推進を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県内に8つの地域活動促進会議を設置
し、各地域で基礎研修、実践研修を開催
・県内各地域で地域における男女共同参
画推進研修会を開催（R2～）

男女参画・
女性活躍推
進室

地域で活動に力を入れている女性
団体の情報提供・周知に努める。

【今後の取組】
引き続き「女性の活躍応援サイト」により情
報を提供。

【課題解決に向けた具体的な取組】
地域で活動している女性団体等に関する
情報収集を図る。

男女参画・
女性活躍推
進室

・県地婦連に加入する会員数が毎
年減少しており、各地区ともに新規
会員を獲得することも難しい状況に
ある。
・会費収入等による活動資金が不足
している。
・会員の高齢化が進み、リーダーの
世代交代ができない。

【今後の取組】
・時代に即した婦人会のあり方について具
体的な助言を行い、地域で活躍しようとす
る意欲を高める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・会議や研修会を通して、今後の婦人会の
あり方やリーダー育成等について助言す
る。また、自分自身の婦人会活動に対して
自己有用感をもたせ、会員の意欲を高め
る。
・地域学校協働活動や地域子ども教室等、
婦人会として活動できる場について情報提
供を行う。

生涯学習課

・より地域に密着した自主的な活動
につなげていく必要がある。
・推進員候補となる人材の育成につ
なげていく必要がある。

【今後の取組】
・地域に密着した推進を実施するため長崎
県男女共同参画推進員の地域活動の活性
化を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・長崎県男女共同参画推進員が、様々な
機会を捉え地域に啓発物を配布する。

男女参画・
女性活躍推
進室

・商工会議所・商工会の会員企業に
おいて、女性の適任者や希望する
女性経営者等が少ないなどの理由
により、女性役員の登用が伸び悩ん
でいる。

【今後の取組】
・引き続き、商工会議所及び商工会等が実
施する若手後継者等育成支援事業（女性
部活動推進費）への支援を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・商工会女性部及び商工会議所女性会の
活動について、地域の女性経営者等に働
きかけていくことを支援していく。

経営支援課

①農林水産業や
商工業等におけ
る意思決定過程
への女性の参画
拡大

(

1

)

地
域
社
会
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

②女性リーダー
の育成支援

③地域の女性団
体との連携

【活動】
・「婦人会活動活性化事業」として、長崎
県地域婦人団体連絡協議会（以下、県地
婦連）へ補助金を交付した。
・県地婦連が開催するリーダー研修会、会
員研修会で婦人会の役割やリーダーの資
質等をテーマとして講話及び演習を行っ
た。（各1回）
・全国大会の開催準備について助言し
た。

【成果】
・研修会等を通して、婦人会活動の意義
について会員の理解を深めることができ
た。また、今後の婦人会活動に対する意
欲も高まり、地域における女性参画及び
活躍推進につながった。

【活動】
・商工会議所及び商工会等が実施する若
手後継者等育成事業（女性部活動推進
費）へ県が補助（小規模事業経営支援事
業費補助金）を行った。

【成果】
・商工会女性部及び商工会議所女性会の
研修や啓発活動を通じて、女性の政策・
方針決定過程への参画促進や意欲的な
活動につながった。

④実践的な取組
の推進

【活動】
県内8地域に設置した「地域活動促進会
議」において、地域における男女共同参
画推進リーダー育成のための基礎的及び
実践的な人材育成研修を実施
・地域におけるリーダー育成事業
（開催回数）H30 R1  R2  R3　R4
基礎研修　　 8　  3    0 　 8    8
実践研修　　 9　  7    8 　 5    8

【成果】　　　　　　　　 　　H28　　　　R4
・男女共同参画推進員　22人　→　32人
・アドバイザー　　　　 　　14人　→　17人

【活動】
各地域の女性団体の活動を「女性の活躍
応援サイト」で紹介。

【成果】
他団体との連携を求める団体等に必要な
情報が提供された。

【活動】
・市町男女共同参画懇話会等に講師を派
遣
・長崎県男女共同参画推進員の活動に対
する支援

【成果】
・市男女共同参画懇話会への講師派遣：
１回
・長崎県男女共同参画推進員が「男女共
同参画週間」「女性に対する暴力をなくす
運動」について啓発を行う際、啓発方法の
助言を行った。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標２　地域における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・漁協女性部員の高齢化や減少に
より、活動が低調になっている。

【今後の取組】
・今後も漁協女性部の活動に対する理解を
深めるため、漁協役員等との対話に取り組
む県漁協女性部連合会の活動を支援す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県漁協女性部連合会と連携し、各地区女
性部へ県事業などの周知を行い、女性部
組織の活動活性化を図る。
・また、県水産部と県漁協女性部連合会で
対話会などを行い、女性部組織が抱える課
題等の把握に努める。

水産経営課

・役員に占める女性の割合は横ば
い傾向にあり、国の第5次男女共同
参画基本計画（R2.12月閣議決定）
における目標値（農業委員割合
30%、農協役員割合15%）にも依然と
して達していない。

【今後の取組】
・女性の農業委員等の増加に向けて、その
候補となる次世代の農業女性リーダーの育
成を支援する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・次世代の農業女性リーダーを対象に、必
要なスキルや知識を習得できるような研修
会を開催する。

農政課

・漁業は、自然環境や水揚げ状況
に左右されることが多いため、労働
環境の改善が困難な場合がある。

【今後の取組】
・今後も県漁協女性部連合会と連携しなが
ら、漁村での女性が働きやすい環境づくり
や、安全で快適な労働・生活環境づくりに
関する啓発活動の推進を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県漁協女性部連合会と連携し、労働環境
整備に向けた啓発活動を継続する。

水産経営課

・本県の認定農業者における女性
の割合は6.0%であり、全国平均
（5.1%）よりも高いものの、その割合
は依然として低い。

【今後の取組】
・経営参画意向のある女性農業者(以下「次
世代農業女子」）の経営力を強化し、経営
参画を促す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・次世代農業女子の掘り起こしを行い、研
修会の開催、ライフプラン作成支援を行うと
ともに、市町と連携し家族経営協定締結や
認定農業者の共同申請の推進を行う。

農政課

・漁協女性部の生産性向上への関
与が少ないため、加工などの所得向
上につながる取組みを行うリーダー
を育成し、各地区女性部へ波及す
る必要がある。

【今後の取組】
・今後も女性部のリーダー育成を支援する
とともに、漁家女性を対象とした経営管理に
関する講習会を開催する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各地区女性部の県事業等の活用や女性
部役員等のリーダー育成のための講習会
等への参加を促す。
・生産性向上に関する取組みを働きかける
ほか、各水産業普及指導センターによる技
術指導を行う。

水産経営課

・女性の経営参画は子育て期間や
親世代の引退等、ライフステージと
密接に関わるため、家族経営として
の経営ビジョンを明確にする必要が
ある。

【今後の取組】
・経営参画意向のある女性農業者(以下「次
世代農業女子」）の経営力を強化し、経営
参画を促す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ライフプラン作成のための研修会の開催、
個別支援を行う。

農政課
農業経営課
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①農林水産業や
商工業等におけ
る意思決定過程
への女性の参画
拡大

②女性の経済的
地位の向上

③技術・経営管
理能力の向上と
女性リーダーの
育成促進

【活動】
・県漁協女性部連合会と連携しながら、漁
村での女性が働きやすい環境づくりや、
安全で快適な労働・生活環境づくりに関
する啓発活動の推進を行った。
・漁家女性を対象とした経営管理に関す
る講習会を開催した。

【成果】
・女性部員の労働環境整備への意識向上
につながった。
・経営管理に関する講習会を通じて、会計
ソフトを使用した効率的な経営管理につ
いて理解を深めた。

【活動】
関係機関と連携し、農業委員や農協の役
員に占める女性の割合の向上について推
進を行った。

【成果】
・農業委員に占める女性の割合
  　R2:12.8%⇒R3:12.9%⇒R4:12.7%
・農協の役員に占める女性の割合
　　R2:8.9％⇒R3:9.1%⇒R4:9.1%

【活動】
・全国の女性漁業者グループリーダー研
修会などへの参加を支援し、技術等の向
上を図った。
・漁家女性を対象とした漁家の経営管理
に関する講習会を開催した。

【成果】
・漁協女性部活動の活性化につながっ
た。
・経営管理に関する講習会を通じて、会計
ソフトを使用した効率的な経営管理につ
いて理解を深めた。

【活動】
・次世代農業女子の掘り起こし及びライフ
プラン作成のための個別支援や研修会を
実施し、女性農業者の育成を図った。

【成果】
・次世代農業女子へのライフプラン作成支
援：17名
・交流会の開催：6回

【活動】
・家族経営協定の締結および女性の認定
農業者拡大を推進した。

【成果】
・家族経営協定締結数
　　R1:2,305戸⇒R2:2,307戸⇒R3:2,334戸
・女性の認定農業者数（R4.3時点）：313名
（6.0%）

【活動】
・県漁協女性部連合会と連携しながら、漁
村における男女共同参画社会づくりの啓
発を行った。
・県水産部と県漁協女性部連合会との対
話会を実施し、課題等の聞き取りを行っ
た。

【成果】
・関係機関への漁協女性部活動の普及に
つながった。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標２　地域における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・スマート機器については設置費用
が嵩むこと、また、使用に関する知
識や技術も求められることから、導
入時の支援、及びスマート機器に関
する情報提供や使用方法の研修等
を進め、スマート化を推進し、操業
や作業の効率化による労働負担の
低減や生産性の向上を進める必要
がある。

【今後の取組】
・スマート水産業の推進には、その効果等
の周知や理解が必要となるため、県内を対
象に幅広く優良事例等の情報提供を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・スマート水産業に取り組んだ事例集を活
用して県内漁業者に広くPRし、今後更なる
スマート水産業の推進を図る。
・また、若手漁業者を対象とした漁業技術
研修会などを通じ、スマート機器等に関す
る情報提供を行うなど、スマート化への意識
啓発等を行う。
・スマート機器導入についても国、県事業
による支援を行い導入推進を図る。

漁政課

・漁業の就業環境は、自然環境や
水揚げ状況に左右されることが多い
ため、労働環境の改善が困難な場
合がある。

【今後の取組】
・今後も県漁協女性部連合会と連携しなが
ら、漁村での女性が働きやすい環境づくり
や、安全で快適な生活環境づくりに関する
啓発活動の推進を行う。
・また、会計ソフトを利用した効率的な経営
管理の手法や、スマート水産業に関する研
修会を開催し、労働環境の改善を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県漁協女性部連合会と連携し、労働環境
改善に向けた啓発活動を継続する。

水産経営課

・漁業者が減少する中、費用対効果
の確保が課題となっており、漁港の
機能集約等を推進する必要がある。

【今後の取組】
・漁業者や漁船が減少し、漁業地域の活力
低下が懸念される中、高齢者や女性、新規
就業者を含む水産業従事者・漁港利用者
が安心して働く環境を確保するため、浮桟
橋等の整備を進めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・政府施策要望等により、国に対し予算を
確保するよう要望活動を実施する。

漁港漁場課

・スマート農業技術の導入や活用に
躊躇する農業者も多く、実演会や研
修会の開催によるさらなるPRが必
要。
・スマート機器や取得したデータの
活用が十分にできる人材の育成が
必要。
・若手農業者や中小規模の農業者
でもスマート農業技術を導入・活用
できるよう、導入支援や支援体制の
整備が必要。

【今後の取組】
・引き続き、家族経営協定の推進による労
働条件の整備を進める。
・スマート農業に取り組む農業者を増加さ
せるため、スマート農業のPRや導入に向け
た支援、導入者へのデータ活用の支援等
を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・市町と連携し、家族経営協定推進に向け
た体制整備を行う。
・ドローンやラジコン草刈機等のスマート機
器の実演会やデータ活用による省力化に
向けた勉強会を開催する。
・デジタル田園都市国家構想交付金等を
活用し、スマート農業技術の導入・拡大を
図る。

農政課
農業イノ
ベーション
推進室
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④誰もが働きや
すい就業環境の
整備促進

【活動】
・家族経営協定の締結を推進し、労働条
件の整備を図った。
・各振興局にスマート農業の相談窓口の
設置や、農業者が参画するドローンやラジ
コン草刈機等のスマート機器の実演会・勉
強会を開催するとともに、スマート機器の
導入支援を行った。

【成果】
・家族経営協定締結数:
 　R1:2,305戸⇒R2:2,307戸⇒R3:2,334戸
・省力化や所得の向上に繋がるスマート農
業への関心が高まり、スマート機器を導
入・活用する農業者が増加している。

【活動】
・誰もが働きやすい環境づくりを推進する
ため、力や体力を必要とする漁業の操業
や養殖業の作業の効率化を図り、生産性
を高めるため、デジタル技術を駆使した
ICT機器等の導入によるスマート水産業の
推進を行った。

【成果】
・県事業で支援した事例も含め、県内でス
マート機器を導入した漁業者・養殖業者
が増加し一定の成果がある。

【活動】
・県漁協女性部連合会と連携しながら、漁
村での女性が働きやすい環境づくりや、
安全で快適な生活環境づくりに関する啓
発活動の推進を行った。
・漁家女性を対象とした漁家の経営管理
に関する講習会を開催した。

【成果】
・女性部員の労働環境整備への意識向上
につながった。
・経営管理に関する講習会を通じて、会計
ソフトを使用した効率的な経営管理につ
いて理解を深めた。

【活動】
高齢者、女性、新規就業者が安心して働
くための漁港づくりなど、誰もが働きやす
い環境づくりを推進するため、潮位の干満
に対応した浮桟橋や就労環境の向上のた
めの防風・防暑施設を実施中。

【成果】
－
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標２　地域における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

－

【今後の取組】
・所管課が行う会議や照会の際に、具申や
情報収集を行っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

漁政課

・消費者のニーズを捉えた商品づく
りとバイヤーや商社と連携した体制
づくりを推進することが必要

【今後の取組】
加工業者や関係機関と連携し、6次産業化
に向けてニーズを捉えた商品づくりやデジ
タル技術を活用し安定した生産体制等の
確保を推進するための支援を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
加工業者や関係機関と協議し、6次産業化
及び女性活躍の推進について、必要な支
援を検討していく。

水産加工流
通課

・農業者等が自ら加工や販売に取り
組むことはリスクが伴い、農業経営
全体の所得向上に結び付かない事
例もあることから、実現性のある計画
づくりや、その実現に向けた支援が
必要

【今後の取組】
本県の農産物の付加価値を高める加工や
直売の取り組みに意欲を持った農業者の
育成や、食品事業者等、異業種と連携した
「売れる商品」づくりを支援する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・加工や直売に意欲のある農業者の経営
改善計画から商品開発、販売といった活
動、専門家派遣等による支援を行う。
・セミナーや個別相談などを実施し、加工
や直売に取り組みたい農業者等の掘り起こ
しと人材の育成を進める。

農産加工流
通課

－

【今後の取組】
・所管課が行う会議や照会の際に、具申や
情報収集を行っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

漁政課

・新型コロナウイルスの影響による受
入の休止や実践者の高齢化に伴う
農林漁業体験民宿の廃業などが課
題となっている。

【今後の取組】
・農泊による交流・関係人口の拡大に向
け、誘客対策や受入体制整備を図るととも
に、新規実践者の確保に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・アフターコロナ対策として、受入体制の再
構築や教育旅行誘致拡大に向け、近年注
目されているSDGsの観点での体験プログラ
ムの充実支援を行う。
・インバウンド誘客に向け、観光部局と連携
した効果的な情報発信や実践者向け研修
会などの人材育成を行うことにより、農泊実
践団体の受入体制の充実を図る。
・新たな農泊実践者を掘り起こすためのセミ
ナーを開始し、担い手確保に取り組む。

農山村振興
課

【活動】
・漁政課主体で行っている活動はないが、
所管課が行う会議や照会の際に、具申や
情報収集を行う。

【成果】
所管課が行う会議や照会の際に、情報収
集を行った。

⑤６次産業化等
への支援

⑥地域間交流等
への支援
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【活動】
・実践者向け研修会等の人材育成や情報
発信など、グリーン・ツーリズム等の推進を
図ることで、女性の参画機会の拡大を支
援した。

【成果】
・グリーン・ツーリズム、ブルー・ツーリズム
実践者数（人）
 H30　　  R1　　 　R2　　  R3　　　R4
1,878 　1,901 　1,944 　1,737　1,255

・実践者向け研修会の参加者数（人）
 R3    R4
 40　　50

【活動】
・６次産業化を支援するサポートセンター
を設置し、プランナー派遣による事業計画
支援、商品開発及び販路拡大の支援を行
うとともに、各地域での研修会等の開催に
より、6次産業化や農商工連携の取り組み
を支援することで、女性活躍の場を促進し
た。

【成果】
・６次産業化・地産地消法に基づく認定事
業者数
　H28年度：32名　⇒　R4年度：39名
・6次産業化に取り組む農林水産業等の
経営全体の付加価値額の平均増加率
137％（R4/R2）

【活動】
・漁政課主体で行っている活動はないが、
所管課が行う会議や照会の際に、具申や
情報収集を行う。

【成果】
所管課が行う会議や照会の際に、情報収
集を行った。

【活動】
水産加工品の商品力の向上や新たな需
要を見込むための設備投資、衛生環境の
向上など「6次産業化」の取組を支援し、
女性活躍の場を促進

【成果】
県産水産物国内販売強化事業取組者数
R3:8業者⇒R4年度：8業者
新たな取引を開始した商品売上
R3:2.9億円⇒R4年度：1.8億円
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

就職潜在層へのアプローチなど一
人ひとりのニーズにあった就業支援
を行い、女性の就業をさらに促進す
る必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、オンライン・電話を活用した相
談の実施により、県内各地域の女性が利用
しやすい環境づくりに努める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・窓口相談、オンライン・電話相談への対応

男女参画・
女性活躍推
進室

・来所者数の減少及び遠隔地等へ
のサービスの充実

【今後の取組】
・センターの周知及びＷＥＢカウンセリング
を引き続き実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ＳＮＳ等によるセンター及びＷＥＢ相談が
可能であることを広く周知していく

雇用労働政
策課

中小企業庁よろず支援拠点で実施
している起業相談や市町が実施す
る起業セミナーとのすみわけを検討
し、より効率的で相談者に寄り添っ
た支援体制を整える必要がある。

【今後の取組】
・すみわけを検討した結果、今後は中小企
業庁よろず支援拠点で実施している起業
相談に一本化し、県の相談窓口ではよりき
め細やかな就業支援を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

・県内在住の創業希望者への支援
は、各市町が中心となって実施して
おり、創業件数も年々伸びており進
捗が図られているが、県外在住の移
住創業希望者への支援を実施する
体制がなかった。令和2年度から令
和4年度まで、本県へ移住して創業
することを希望している県外在住者
に対する取組として、市町と共同で
運営する「ながさき移住サポートセン
ター」等と連携し、創業準備等に関
するセミナーの開催や中小企業診
断士による事業計画策定の伴走支
援等を行ったが、大きな成果を得る
には至らなかった。

【今後の取組】
・「ながさき移住サポートセンター」の所管課
であり、移住創業等の支援も行っている地
域づくり推進課と密に連携・情報共有しな
がら、移住創業希望者の状況やそのニー
ズ把握等を行うとともに、必要とされる情報
の提供や県内の創業支援施策周知等に努
めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

経営支援課

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標 ３　女性のライフステージに応じたキャリア形成の支援

(

1

)

女
性
の
再
就
職
支
援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

①女性のライ
フステージに
応じた就業支
援

【活動】
・女性の就業相談窓口（ウーマンズジョブ
ほっとステーション）において、ライフス
テージに応じたきめ細かな就業相談支援
等を実施
・子育て中の女性が相談窓口を利用しや
すいよう託児室を運営

【成果】
　　　　　　    H30 　R1    R2     R3     R4
相談者数　  692 　648   603  1,143 1,022
就職者数　  537   523   311   197    217

【活動】
・長崎県人材活躍推進支援センターにお
ける就職（再就職）支援、個別カウンセリン
グ、就職セミナーの実施等

【成果】
相談者数（延数）
R3:1,640件（若年・中高年）
R4:1,300件（若年・中高年）
就職者数
R3:568人（若年・中高年）
R4:495人（若年・中高年）

②再就職希望
者に対する支
援

①起業したい
と考える女性
への支援と専
門機関と連携
した支援

（
２

）
女
性
の
起
業
・
創
業
支
援

【活動】
・女性の就業相談窓口（ウーマンズジョブ
ほっとステーション）において、起業したい
と考える女性に向けて中小企業庁よろず
支援拠点の女性相談員と連携して相談窓
口を設置

【成果】
　  　         H30  R1  R2  R3   R4
起業件数 　   1    1    1    7    2
相談件数     25  32   28  38   21
（延べ）

【活動】
・県内在住の創業希望者に対して、各市
町が商工団体や金融機関等とネットワーク
を構築し、総合的な支援を行うとともに、県
外在住の移住創業希望者に対して、県が
「ながさき移住サポートセンター」等と連携
し、中小企業診断士による事業計画策定
の伴走支援等を行う。

【成果】
・「産業競争力強化法」に基づき、県内全
市町が作成する創業支援事業計画が国
の認定を受け、各市町がそれぞれ独自の
創業支援に取り組んだ。
　創業実績：4,233件（H28～R3）
・中小企業診断士による事業計画策定等
の伴走支援を行った。
   R3支援実績：相談者14人に対して14回
   R4支援実績：相談者1人に対して1回
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課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅰ　あらゆる分野における女性の参画拡大

政策目標 ３　女性のライフステージに応じたキャリア形成の支援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

■スタートアップ集積
■ビジネス支援プラザ運営
・県内で活動する起業家は増えつ
つあり、交流事業を継続して実施す
る必要がある。

【今後の取組】
■スタートアップ集積
・県内コミュニティ間の交流促進に加え、県
外コミュニティとの連携を強化し、本県にゆ
かりのある起業家や県外スタートアップを呼
び込み、県内での事業展開や地場企業と
の共創等に繋げるなど、新たなビジネス創
出に取り組む。
■ビジネス支援プラザ運営
・起業する際や起業間もない時期の課題を
これまでの入居者や退去企業（過去の入居
者）からのヒアリング等で抽出し、実務に役
立つセミナーを重点的に実施していく。
・女性起業家向けセミナーや独自のテキス
ト作成、相談会を実施するなど、女性の起
業支援を継続して実施する。
・CO-DEJIMAやD-FLAGとも連携しなが
ら、各入居者の強みや課題を共有するため
のイベント開催や、入居者間のマッチング
等、アイデアや技術を高め合う場の提供を
行うことで、新たなビジネスの創出を目指
す。
・関係支援機関と連携したセミナーやサテ
ライト相談会、FacebookなどのSNSを活用し
た施設PRを通じて、ビジネス支援プラザの
起業家育成支援施設としての認知度向上
を図り、施設の利用を促進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

新産業創造
課

女性起業家のスタートアップの場の
提供とともに、女性起業家がつなが
る機会を設ける必要がある。

【今後の取組】
引き続き、女性起業家の支援者の主催する
女性起業家が多数出展するマルシェに協
力

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

（
３

）
女
性
の
職
業
能
力
の
開
発
へ
の
支
援

・訓練のニーズにあった訓練メ
ニューの提供、訓練需要の創出　他

【今後の取組】
・第１１次職業能力開発計画（R3-R7）に基
づき、女性に対する職業訓練を受ける機会
を設けるための積極的な環境づくりを促進
する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・上記計画の進捗、多様な人材の職業訓練
の充実について引き続き取組を進めてい
く。

雇用労働政
策課

①女性の職業
能力の開発へ
の支援

【活動】
■スタートアップ集積
・スタートアップ交流拠点CO-DEJIMAを
中心として、幅広い人材の交流促進や、ス
タートアップの支援を行っている。
・CO-DEJIMAにおける起業・創業相談会
やイベントなどの各種支援の実施や、県
内コミュニティ間の交流による新たなビジ
ネス創出等にも取り組んでいる。
■ビジネス支援プラザ運営
・市町などと連携した創業・起業セミナー
の開催や、各支援機関との情報共有を密
に行うなど、創業希望者の掘り起こしを
行った。
・創業希望者向けにテーマを絞ったセミ
ナーや地元で起業し、事業を継続してい
る先輩起業家によるセミナーの開催、交流
促進を目的とした様々な支援者が参加す
る入居者・卒業生の交流会を行った。
・CO-DEJIMA及び大学連携型起業家育
成施設「D-FLAG」とのセミナー共催や、
入居者間の交流促進を行った。

【成果】
・スタートアップ創出件数
　R3　　　R4　　　R5　　　R6　　　R7
 5（2）   8（2）
※（　）は、うち女性

【活動】
・ 高等技術専門校における訓練や民間へ
の委託訓練を通じて、就業を希望する女
性が職業能力を開発するための支援を
行った。

【成果】
高等技術専門校における訓練（修了者）
実績
R3:45名　R4：39名
民間への委託訓練（修了者）実績
R3:889名　R4：893名

【活動】女性起業家の支援者（B塾）の主
催する女性起業家が多数出展するマル
シェに協力

【成果】
女性起業家マルシェ(つながるフェスタin
県庁)
R3    　出店45件　　集客約700名
R4　 　 出店34件　　集客約250名
R5      出店36件　　集客約380名

①起業したい
と考える女性
への支援と専
門機関と連携
した支援

（
２

）
女
性
の
起
業
・
創
業
支
援
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課題 今後の取組 担当課（室）

・さらに女性活躍推進のための経営
者等の意識改革と社会的な気運の
醸成を促進していく必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、経営者向けセミナーや企業表
彰等を実施していくことにより経営者等の意
識改革や社会的な気運醸成を促進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・経営者セミナー、企業表彰等を実施す
る。

男女参画・
女性活躍推
進室

－

【今後の取組】
・引き続き、仕事と子育ての両立に関する
意識啓発として、厚生労働大臣が認定する
子育てサポート企業「くるみん」制度の広報
を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

こども未来
課

・仕事と家庭の両立のため、経営者
等の意識改革と社会的な気運の醸
成を促進していく必要がある。

【今後の取組】
・イクボスの普及促進のために効果的な手
段等について検討し、実行する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・他事業のイベント等でのイクボス関係広報
啓発ツールの活用を検討する。

男女参画・
女性活躍推
進室

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

【活動】
経営者・管理職等がイクボスに必要な知識
等を身につけ、イクボス宣言を行うことで、
経営者の意識改革を促進

【成果】
年度　　　　　R1   R2   R3  R4
参加者   　　 51   21   40   29

②県内におけ
るイクボスの普
及促進

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

【活動】
ながさき女性活躍推進会議における経営者
向けセミナー、イクボス養成セミナー、優良
企業表彰等を実施し、女性活躍推進の気
運醸成図った。

・各種セミナーの開催回数
（回）         　   　    H30  R1  R2  R3　R4
経営者向けｾﾐﾅｰ 　   7　　2　  2    1    2
イクボス養成ｾﾐﾅｰ     1　   1    1    1    1

・企業表彰実績（表彰企業数）
　　   　  H30　 R1    R2   R3   R4
大   賞　  3　　　3      3     4     3
優秀賞 　 1 　　 1      1     0     1

【成果】
・ながさき女性活躍推進会議会員数
①趣旨賛同会員②自主宣言登録会員
　   H30    R1     R2　 　R3    R4
①  242    265    289　 308　  351
②  143    159    181　 199    237

【活動】
・仕事と子育ての両立に関する意識啓発と
して厚生労働大臣が認定する子育てサ
ポート企業「くるみん」制度の広報を行った.

【成果】
－

①セミナーや
「ながさき女性
活躍推進会
議」等による普
及啓発

(

1

)

経
営
者
・
管
理
職
等
の
意
識
改
革

【活動】
・経営者向けの働き方改革セミナーを実施
・働き方改革実践モデル事例の創出のた
め、選定企業への専門家によるコンサル
ティング支援、結果報告会の実施
・R3年度の働き方改革実践モデル企業の
取組を基にした働き方改革実践手順書の
作成
・中小企業等におけるワーク・ライフ・バラン
スや女性活躍など職場環境改善の推進の
ために、労務管理の専門家を職場環境づく
りアドバイザーとして派遣
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい職
場づくりのため、就業規則等の必要性や作
成・改正の留意点など実務的な内容につい
て県内中小企業に対し研修会を実施

【成果】
・働き方改革推進オンラインセミナー
          R3     R4
1回目：31社  47社
2回目： 6社   47社
3回目：12社  28社
・職場環境づくりアドバイザー派遣
R3:4社　R4:10社
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名

・令和4年度の労働条件等実態調査
では、「ワーク・ライフ・バランスに取り
組んでいる」と回答した事業所の割
合は83.7％と前年度の80.5％より3.2
ポイント高くなっている。取り組んで
いない事業所からは「ワーク・ライフ・
バランスがどういうものかわからな
い」との回答があることから、引き続
き周知・啓発を行う必要がある。
・県内中小企業の職場環境は、ワー
ク・ライフ・バランスを推進するにあた
り、労働時間や育児・介護休業制度
といった勤務形態などの面で引き続
き改善が求められる。

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課
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課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・男性の育児休業の取得促進や家
事・育児等への参画に対する企業
経営者・管理職等の理解促進を
図っていく必要がある。
・男性自身の家事・育児等への参画
を促進していく必要がある。

【今後の取組】
・男性の家事育児等参画促進のために効
果的な手段等について検討し、実行する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・広報啓発コンテンツを更に活用するととも
に、男性自身の意識改革や男性の育児休
業取得に対する職場の理解促進を図って
いく。
・包括連携協定締結企業等と協力し、男女
が共に家事・育児を行う共家事・共育ての
考え方の普及促進に取り組む。

男女参画・
女性活躍推
進室

・宣言団体のさらなる増加を図る必
要がある。

【今後の取組】
・引き続き、企業、団体等において、個人の
考え方や価値観を尊重しながら、結婚を希
望する従業員の後押しや、安心して妊娠、
出産、子育てができる職場環境づくりなど
に取り組む「ながさき結婚・子育て応援宣
言」に登録いただき、宣言団体を県におい
てPRすることにより、県全体の結婚、子育て
を応援する機運の醸成を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係各部局や市町等と連携しながら、企
業、団体等への働きかけを行う。

こども未来
課

・令和4年度の労働条件等実態調査
では、「ワーク・ライフ・バランスに取り
組んでいる」と回答した事業所の割
合は83.7％と前年度の80.5％より3.2
ポイント高くなっている。取り組んで
いない事業所からは「ワーク・ライフ・
バランスがどういうものかわからな
い」との回答があることから、引き続
き周知・啓発を行う必要がある。
・県内中小企業の職場環境は、ワー
ク・ライフ・バランスを推進するにあた
り、労働時間や育児・介護休業制度
といった勤務形態などの面で引き続
き改善が求められる。

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

・対象企業の魅力や職場環境づくり
の取組事例が伝わりやすい、効果
的な見える化の手法を検討していく
必要がある。

【今後の取組】
・対象企業の魅力や職場環境づくりの取組
事例を発信していくことで社会的評価を高
めるとともに、他企業での取組の実施を促
進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・仕事と家事や子育てを両立させて働いて
いる社員の事例を紹介する特集記事を地
元タウン誌等に掲載する。
・他部局や経済団体、労働局等と連携し
て、対象企業・社員の掘り起こしを行う。

男女参画・
女性活躍推
進室

【活動】
・仕事と家事や子育てを両立しやすい職場
環境づくりに取り組んでいる県内企業と、そ
こで働く社員の見える化を実施

【成果】
・R3：企業版ロールモデル集（NAGASAKI
WORKING　FATHER　STYLE　～男性の”
家庭活躍”応援企業事例集～）を制作
・R4:R3年度に制作した企業版ロールモデ
ル集を企業向け男性育休取得促進セミ
ナー等で配布

【活動】
・企業、団体等において、個人の考え方や
価値観を尊重しながら、結婚を希望する従
業員の後押しや、安心して妊娠、出産、子
育てができる職場環境づくりなどに取り組む
「ながさき結婚・子育て応援宣言」に登録い
ただき、宣言団体を県においてPRすること
により、県全体の結婚、子育てを応援する
機運の醸成を図った。（R1～）

【成果】
・宣言団体数　R3:529件　R4:623件

【活動】
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい職
場づくりのため、県内中小企業に対しアドバ
イザーの派遣や研修会を実施し、就業規則
等の見直しやＮぴか認証取得に向けたアド
バイスを実施。

【成果】
・職場環境づくりアドバイザー派遣
R3:4社　R4:10社
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名
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①仕事と家庭
の両立のため
の環境づくり

②仕事と家庭
の両立に取り
組む事業所の
認証等

【活動】
・男女が共に家庭と社会生活を両立できる
環境を整えるため、「職場の理解促進」と
「男性自身の意識改革促進」の２本柱で、男
性の家事育児等への参画を促進。

【成果】
・広報啓発コンテンツ等を活用した取組によ
り男性の家庭参画の意識醸成が図られた。
R1：イクボス動画・チェックシートの制作
R2:パパ検定動画・シートの制作
R3：Instagramを活用したフォトコンテストの
開催、家庭版・企業版ロールモデル集の制
作
R4:企業向け男性育休取得促進セミナーの
開催、家庭向け家事育児参画促進イベント
の実施
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・宣言団体のさらなる増加を図る必
要がある。

【今後の取組】
・引き続き、企業、団体等において、個人の
考え方や価値観を尊重しながら、結婚を希
望する従業員の後押しや、安心して妊娠、
出産、子育てができる職場環境づくりなど
に取り組む「ながさき結婚・子育て応援宣
言」に登録いただき、宣言団体を県におい
てPRすることにより、県全体の結婚、子育て
を応援する機運の醸成を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係各部局や市町等と連携しながら、企
業、団体等への働きかけを行う。

こども未来
課

・認証企業が少ない状況にあること
から、さらに認証企業拡大を目指す
ため、企業等における職場環境の
改善に向けた取組の促進を図り、意
識改革を働きかける必要がある。

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

・建設業は現場中心の職域であり、
女性活躍の場が限られているため、
業界全体への広がりが見られない。

【今後の取組】
・関係課と連携を図りながら、普及啓発に努
めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・研修会やセミナー等において評価制度の
紹介や取組の必要性について説明を行う
など普及啓発に取り組んでいく。

雇用労働政
策課
監理課

印刷業者は中小企業が多く、女性
従業員の雇用が少ない(特に正社
員）ため、Nぴか認証取得の広がり
がみられない。

【今後の取組】
・Nぴか認証取得企業が少ない状況にある
ことから、さらに拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
毎年行われてる印刷組合との意見交換会
等を通じてNぴかの啓発を行い、取得促進
を促す。

物品管理室

【活動】
令和2年4月1日付けで、「長崎県印刷物調
達制度合理化対策要綱」の改正を行い、
「⑨働きやすい職場づくりへの取り組み」の
項目を新たに設け、「Nぴか」の認証を取得
した業者に対して加点することとした。

【成果】
令和2年度：2者、令和3年度：2者、
令和4年度：2者

【活動】
・企業、団体等において、個人の考え方や
価値観を尊重しながら、結婚を希望する従
業員の後押しや、安心して妊娠、出産、子
育てができる職場環境づくりなどに取り組む
「ながさき結婚・子育て応援宣言」を登録い
ただき、宣言団体を県においてPRすること
により、県全体の結婚、子育てを応援する
機運の醸成を図った。（R1～）

【成果】
・宣言団体数　R3:529件　R4:623件

【活動】
・年齢・性別に関係なく、誰もが働きやすい
環境づくりに積極的に取組む県内企業を県
が優良企業として認証する制度「長崎県誰
もが働きやすい職場づくり実践企業認証制
度（略称Ｎぴか）」の制度創設（H28年度）

【成果】
・認証企業数
R3年度新規認証：15社
R4年度新規認証：38社
令和5年3月31日時点の認証企業数：140社

【活動】
・入札参加者の格付において、誰もが働き
やすい職場づくりを実践する建設企業に対
して加点し評価を行うことで、仕事と家庭の
両立に取組む企業の普及促進を図った。

【成果】
・H29年度に加点制度を導入し、R4年度に
は誰もが働きやすい職場づくりを実践する
企業として認証を受けた建設企業が約18社
となった。

②仕事と家庭
の両立に取り
組む事業所の
認証等
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・対象企業の魅力や職場環境づくり
の取組事例が伝わりやすい、効果
的な見える化の手法を検討していく
必要がある。

【今後の取組】
・対象企業の魅力や職場環境づくりの取組
事例を発信していくことで社会的評価を高
めるとともに、他企業での取組の実施を促
進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・仕事と家事や子育てを両立させて働いて
いる社員の事例を紹介する特集記事を地
元タウン誌等に掲載する。
・他部局や経済団体、労働局等と連携し
て、対象企業・社員の掘り起こしを行う。

男女参画・
女性活躍推
進室

・令和4年度の労働条件等実態調査
では、「ワーク・ライフ・バランスに取り
組んでいる」と回答した事業所の割
合は83.7％と前年度の80.5％より3.2
ポイント高くなっている。取り組んで
いない事業所からは「ワーク・ライフ・
バランスがどういうものかわからな
い」との回答があることから、引き続
き周知・啓発を行う必要がある。
・県内中小企業の職場環境は、ワー
ク・ライフ・バランスを推進するにあた
り、労働時間や育児・介護休業制度
といった勤務形態などの面で引き続
き改善が求められる。

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

・県内中小企業の職場環境につい
て、雇用形態にかかわらない公正な
待遇の確保を図るためには、労働
時間や育児・介護休業制度といった
勤務形態などの面で引き続き改善
が求められる。

【今後の取組】
・雇用形態にかかわらない公正な待遇の確
保を図るため、関連する法令等についてセ
ミナーや研修会等での企業への周知・啓発
を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

・県内中小企業の職場環境は、関
連する法令等についてセミナーや
研修会等での企業への周知・啓発
の実施、労働時間や育児・介護休
業制度といった勤務形態などの面
で引き続き改善が求められる。

【今後の取組】
・同一労働同一賃金ガイドライン（短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者に対する
不合理な待遇の禁止等に関する指針）が
中小企業は令和３年４月から適用されたこ
とから、関連する法令等についてセミナー
や研修会等での企業への周知・啓発を実
施する
 
【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

④短時間労働
者及び有期雇
用労働者対策
の推進

【活動】
・仕事と家事や子育てを両立しやすい職場
環境づくりに取り組んでいる県内企業と、そ
こで働く社員の見える化を実施

【成果】
・R3：企業版ロールモデル集（NAGASAKI
WORKING　FATHER　STYLE　～男性の”
家庭活躍”応援企業事例集～）を制作
・R4:R3年度に制作した企業版ロールモデ
ル集を企業向け男性育休取得促進セミ
ナー等で配布
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【活動】
・パートタイム労働者の雇用の安定、適正な
労働条件の確保や雇用管理の改善を図る
ため、就業規則等の必要性や作成・改正の
留意点など実務的な内容について県内中
小企業に対し研修会を実施

【成果】
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名

⑤同一労働同
一賃金に向け
た取組の推進

③働き方の見
直しの推進

【活動】
・経営者向けの働き方改革セミナーを実施
・働き方改革実践モデル事例の創出のた
め、選定企業への専門家によるコンサル
ティング支援、結果報告会の実施
・R3年度の働き方改革実践モデル企業の
取組を基にした働き方改革実践手順書の
作成
・中小企業等におけるワーク・ライフ・バラン
スや女性活躍など職場環境改善の推進の
ために、労務管理の専門家を職場環境づく
りアドバイザーとして派遣
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい職
場づくりのため、就業規則等の必要性や作
成・改正の留意点など実務的な内容につい
て県内中小企業に対し研修会を実施

【成果】
・働き方改革推進オンラインセミナー
          R3     R4
1回目：31社  47社
2回目： 6社   47社
3回目：12社  28社
・職場環境づくりアドバイザー派遣
R3:4社　R4:10社
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名

【活動】
・パートタイム労働者の雇用の安定、適正な
労働条件の確保や雇用管理の改善を図る
ため、就業規則等の必要性や作成・改正の
留意点など実務的な内容について県内中
小企業に対し研修会を実施

【成果】
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・依然として県内企業における男性
従業員の育児休業の取得率が低い
ため、企業の経営者・管理職等や子
育て世代の男性に向けて意識啓発
を行っていくことが必要。

【今後の取組】
・男性の育児休業取得促進のために効果
的な手段等について検討し、実行する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・企業向けセミナーや子育て世帯向けイベ
ント等を実施して、男性の育児休業取得を
促進していく。

男女参画・
女性活躍推
進室

・令和４年度の労働条件等実態調
査では、「ワーク・ライフ・バランスに
取り組んでいる」と回答した事業所
の割合は83.7％と前年度の80.5％よ
り3.2ポイント高くなっている。取り組
んでいない事業所からは「ワーク・ラ
イフ・バランスがどういうものかわから
ない」との回答があることから、引き
続き周知・啓発を行う必要がある。
・県内中小企業の職場環境は、ワー
ク・ライフ・バランスを推進するにあた
り、労働時間や育児・介護休業制度
といった勤務形態などの面で引き続
き改善が求められる。

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

・男性の家事・育児に対する企業経
営者・管理職等の理解促進を図っ
ていく必要がある。
・男性自身の家事・育児等への参画
を促進していく必要がある。

【今後の取組】
・男性の家事育児等参画促進のために効
果的な手段等について検討し、実行する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・広報啓発コンテンツを更に活用するととも
に、男性自身の意識改革や男性の育児休
業取得に対する職場の理解促進を図って
いく。
・包括連携協定締結企業等と協力し、男女
が共に家事・育児を行う共家事・共育ての
考え方の普及促進に取り組む。

男女参画・
女性活躍推
進室

・制度の周知は一定できていると考
えられるにもかかわらず、全員が取
得するに至らない。
・休暇取得に対する所属の理解と本
人への呼びかけが引き続き重要。
・「こども未来連略方針（R5.6.13閣
議決定）」の中で、男性育休取得率
をR7目標を85％(1週間以上の取得
率）、R12目標を85％（2週間以上の
取得率）としており、政府目標を踏ま
えた新たな目標設定の要請がなさ
れている。

【今後の取組】
・これまで以上に職場を挙げて子育てを応
援する雰囲気づくりや、育休取得に対する
業務支援の充実などに努め、「男女を問わ
ず育休取得は当たり前」という風土をより一
層定着させるため、新たな目標値の設定も
含め、早期に具体的な方策の検討を進め
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

人事課
新行政推進
室

⑧県における
仕事と家庭の
両立支援の推
進
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⑥育児・介護
休業制度の取
得促進

⑦男性の家
事・育児・介護
への参画促進

【活動】
・庁内の会議等において、休暇制度の周知
及び積極的な取得の呼びかけと、管理職に
向けた休暇取得に対する配慮の依頼を実
施。
・地方職員共済組合長崎県支部発行の冊
子「お元気ですか」（Ｈ３０．８月発行号）に
男性職員の育児休業・関連休暇の取得促
進に関する記事を掲載。
・R1.8月から、「育児プランニングシート」を
導入。取得促進のため、配偶者の妊娠が判
明した男性職員は、育児休業・休暇の取得
予定等についてプランニングシートを作成
し、所属長と面談を行う。

【成果】
・男性職員の出産補助休暇、育児参加のた
めの休暇取得率
 H30：95.6%、R1：90.7%、R2：86.6%、R3：
86%、R4：85.4%
・男性職員の育児休業取得率
 H30：7.7%、R1：8.1%、R2：26.8%、R3：
25.0%、R4：39.8%

【活動】
・育児・介護休業法の改正などの男性の育
児休業を取り巻く環境変化に合わせ、R4か
ら「企業向け」「子育て世帯向け」に男性の
育児休業の取得を促進。

【成果】
・広報啓発活動の実施を通して、企業及び
子育て世帯において、男性が育児参画する
ことへの理解が深まった。
R4：〔企業向け〕男性育休取得促進セミナー
（9月）、〔子育て世帯向け〕男性の育休・家
事・子育てイベント（R5.1月）

【活動】
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい職
場づくりのため、県内中小企業に対しアドバ
イザーの派遣や研修会を実施し、就業規則
等の見直しやＮぴか認証取得に向けたアド
バイスを実施。

【成果】
・職場環境づくりアドバイザー派遣
R3:4社　R4:10社
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名

【活動】
・男女が共に家庭と社会生活を両立できる
環境を整えるため、「職場の理解促進」と
「男性自身の意識改革促進」の２本柱で、男
性の家事育児等への参画を促進。

【成果】
・広報啓発コンテンツ等を活用した取組によ
り男性の家庭参画の意識醸成が図られた。
R1：イクボス動画・チェックシートの制作
R2:パパ検定動画・シートの制作
R3：Instagramを活用したフォトコンテストの
開催、家庭版・企業版ロールモデル集の制
作
・R4:R3年度に制作した企業版ロールモデ
ル集を企業向け男性育休取得促進セミ
ナー等で配布
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

【今後の取組】
・業務効率化を進め超過勤務のさらなる縮
減に取り組むとともに、育児や介護に関す
る各制度についての情報提供や理解の促
進に努めながら、特に男性職員の育児や
介護に関する休暇等の取得促進を継続す
る。
・超勤改善等対策会議において、育児や介
護に関する休暇等の取得状況を公表する
とともに、育児参加プランニングシートの積
極的な活用について周知を図る。また、管
理職員研修等においてもプランニングシー
トの活用について周知を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・令和5年度はモデル校を11校指定し、時
差出勤制度等について検証する。

教育政策課
教職員課
義務教育課
高校教育課

男性職員の育児に関する休業や休
暇の取得者数に大きな増加が見ら
れない。

・働き方に対する全職員の更なる意
識改革
・男性職員の育児休業取得率の向
上

⑧県における
仕事と家庭の
両立支援の推
進

(

2

)

多
様
な
働
き
方
を
踏
ま
え
た
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

【活動】
・会議等各種機会において、幹部を含めた
職員に対し、働き方の意識改革について指
示及び教養を行った。
・教養資料の発行により働き方に対する意
識改革を促した。
・出産及び育児に係る各種制度の周知並
びに同制度を利用しやすい環境を整備す
るため、平成29年度から開始した育児プラ
ンシートの運用を継続。 対象職員に対して
制度を周知するとともに、育児休業等の取
得意向を確認するための面談を実施した。
・各種勤務制度の利用促進を図り、多様な
働き方を支援する環境づくりを行った。

【成果】
「年次休暇及び夏季休暇（特別休暇）の平
均取得日数」

「子供の出生時における父親の特別休暇
（出産補助休暇及び男性職員の育児参加
のための休暇）」取得率

「男性職員の育児休業」取得率

【今後の取組】
・令和３年度を始期とする「長崎県警察特
定事業主行動計画」に基づき、長時間勤務
の是正を始めとする働き方に対する意識改
革に取り組むとともに、育児や介護に関す
る制度の周知徹底を図り、職員が仕事と家
庭を両立しやすい職場環境づくりに取り組
む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・現行施策の更なる推進
・各種機会を通じた幹部職員への指示、部
外講話の実施
・定期的な職員の意識調査の実施
・教養資料を定期発行し、仕事と家庭の両
立について意識改革を促すとともに、各種
制度等に関する周知を図る。
・各種会議、アンケートシステム等を活用し
ながら女性職員の生の声の吸い上げを行
う。
・柔軟な勤務制度の活用推進

警務課

【活動】
①「長崎県教育委員会特定事業主行動計
画」に基づき、業務の効率化や教職員の意
識改革等に取り組み、長時間勤務の是正
や働きやすい職場環境づくりを推進するとと
もに、育児・介護に関する各種制度の周
知、特に男性職員が取得できる育児に関す
る制度（休業・休暇等）の周知を図る。
【成果】
（R4年度の状況）
○男性の育児休業取得者数：
小学7、中学6、高校4、特支6
○出産補助休暇取得者数：
小学45、中学22、高校38、特支12
○育児参加のための休暇取得者数：
小学23、中学10、高校26、特支9
○男性の育児休暇取得者数：
小学3、中学5、高校0、特支0
○男性の介護休暇取得者数：
小学0、中学0、高校0、特支0

【活動】
②「フレックスタイム制の実施
柔軟で多様な勤務形態の選択肢を用意す
ることで、職員がその能力を十分発揮し、高
い士気を持って効率的に勤務できる環境を
整備し、時間外勤務の縮減や、職員の健康
保持に寄与することで公務能率の向上及び
仕事と家庭生活等の両立を推進することを
目的としてR2年度から実施。令和5年3月に
対象職員を全職員に拡大し、手続きの簡素
化を行った。

【成果】
（R4年度利用の状況）
〇モデル校8校以外に、高校1名、特支0名
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・企業が策定した一般事業主行動
計画等により女性の雇用環境の改
善・整備につなげていくことが必要。

【今後の取組】
・県内の行動計画の策定率は高い水準に
達しており、行動計画の策定に一区切りつ
いたことから、県としての主体的な取組はＲ
３で終了。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

・令和４年度の労働条件等実態調
査では、女性の活躍推進のための
取り組みとして「仕事と家庭との両立
のための制度を整備し、制度の活用
を促進する」と回答した事業所が
49.2％となっており、企業等にさらな
る意識改革を働きかける必要がある

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

・労働相談情報センターの認知度の
向上

【今後の取組】
・ポスター、チラシ、ＨＰ等各種広報媒体を
活用し、労働相談情報センターの周知を図
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①県ホームページへの掲載
②全市町や関係機関・団体へのポスター・
チラシの配布
③全世帯広報誌の掲載
④休日労働相談の新聞折込広告
⑤市町広報誌　などを活用

雇用労働政
策課

・令和４年度の労働条件等実態調
査では、「ワーク・ライフ・バランスに
取り組んでいる」と回答した事業所
の割合は83.7％と前年度の80.5％よ
り3.2ポイント高くなっている。取り組
んでいない事業所からは「ワーク・ラ
イフ・バランスがどういうものかわから
ない」との回答があることから、引き
続き周知・啓発を行う必要がある。
・県内中小企業の職場環境は、ワー
ク・ライフ・バランスを推進するにあた
り、労働時間や育児・介護休業制度
といった勤務形態などの面で引き続
き改善が求められる。

【今後の取組】
・ワーク･ライフ･バランスの推進等や誰もが
働きやすい職場環境の向上に向け、Ｎぴ
か認証企業数のさらなる拡大を目指す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種研修会等による企業への周知・啓発
やアドバイザー派遣による直接支援等の働
きかけのほか、Ｎぴか企業の優良事例の
ホームページ等による周知などを行う。

雇用労働政
策課

(

3

)

女
性
の
雇
用
環
境
の
整
備
に
向
け
た
取
組
の
推
進

①男女雇用機
会均等法と女
性活躍推進法
の普及促進

②労働相談の
実施

【活動】
・労使間の個別及び団体紛争について、労
働者及び使用者からの相談に応じ、助言を
行い、労使紛争の自主的な解決を図るとと
もに、争議の未然防止等により健全な労使
関係の確立に努めた。
・長崎と佐世保の労働相談情報センター
で、通常は労働問題アドバイザーや職員が
対応する｢一般労働相談｣と弁護士による｢
特別労働相談｣を実施。

【成果】
・相談件数
Ｒ3：914件
Ｒ4：1,056件

③妊娠・出産
に関わる保護

【活動】
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい職
場づくりのため、県内中小企業に対しアドバ
イザーの派遣や研修会を実施し、就業規則
等の見直しやＮぴか認証取得に向けたアド
バイスを実施。

【成果】
・職場環境づくりアドバイザー派遣
R3:4社　R4:10社
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名

【活動】
女性活躍推進アドバイザーを企業等へ派遣
し、事業所における雇用・職場環境の改善
や女性活躍推進法に基づく一般事業主行
動計画の策定を促進

【成果】
・派遣実績
H29:20社、H30:30社、R1:4社、R2:20社・団
体、R3:26社・団体

【活動】
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい職
場づくりのため、就業規則等の必要性や作
成・改正の留意点など実務的な内容につい
て県内中小企業に対し研修会を実施

【成果】
・管理職に占める女性の割合（係長級以上）
R3年度：28.2％
R4年度：29.3％
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標 ４　雇用の場における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和の実現

基本計画 取組実績（活動及び成果）

―

【今後の取組】
各種ハラスメント防止の制度等の情報提供
を継続する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

・労働相談情報センターの認知度の
向上

【今後の取組】
・ポスター、チラシ、ＨＰ等各種広報媒体を
活用し、労働相談情報センターの周知を図
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①県ホームページへの掲載
②全市町や関係機関・団体へのポスター・
チラシの配布
③全世帯広報誌の掲載
④休日労働相談の新聞折込広告
⑤市町広報誌　などを活用

雇用労働政
策課

・労働相談情報センターの認知度の
向上

【今後の取組】
・ポスター、チラシ、ＨＰ等各種広報媒体を
活用し、労働相談情報センターの周知を図
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①県ホームページへの掲載
②全市町や関係機関・団体へのポスター・
チラシの配布
③全世帯広報誌の掲載
④休日労働相談の新聞折込広告
⑤市町広報誌　などを活用

雇用労働政
策課

・労働相談情報センターの認知度の
向上

【今後の取組】
・ポスター、チラシ、ＨＰ等各種広報媒体を
活用し、労働相談情報センターの周知を図
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①県ホームページへの掲載
②全市町や関係機関・団体へのポスター・
チラシの配布
③全世帯広報誌の掲載
④休日労働相談の新聞折込広告
⑤市町広報誌　などを活用

雇用労働政
策課

(

4

)

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
の
推
進

①各種ハラスメ
ント防止対策
の推進

【活動】
県男女共同参画推進センターによる広報啓
発

【成果】
ホームページや資料閲覧エリアにおいてハ
ラスメント防止につながる情報提供の体制を
整備。男女共同参画に関する研修におい
てハラスメントに関する説明を実施。

【活動】
・マタニティ・ハラスメントに関する労働相談
対応

【成果】
・相談件数
　R4：0件　※R3まで未集計

②各種ハラスメ
ントへの対応

【活動】
・パワハラを含む職場の人間関係に関する
労働相談対応

【成果】
・相談件数
 R3：70件
 R4：119件

【活動】
・セクシャルハラスメントに関する労働相談
対応

【成果】
・相談件数
  R3:13件
　R4：8件
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・女性の社会進出・共働き家庭の増
による保育の受け皿整備の確保。
・利用者のニーズに応じたきめ細か
なサービスの充実に向けた市町への
働きかけ。
・放課後児童クラブの待機児童の解
消、放課後児童支援員の確保と支
援員のさらなる資質の向上を目指
す。

【今後の取組】
・市町の計画に基づき保育の受け皿整備を
行う。
・多様な保育サービスについては、各市町
の現状を把握し、未実施市町に対して、活
用を促す。
・放課後児童クラブについては、引き続き運
営費の補助を行うなどの支援を行うことを通
じて、子ども達の受け入れ体制の強化に取
り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・保育所の年度当初の待機児童数について
は０人を達成しており、引き続き市町の計画
に基づく定員増等への施設整備の補助を
実施し、保育の受け皿整備に努める。
・放課後児童クラブの待機児童の解消につ
いては、市町と連携し、利用者のニーズの
把握に努めたうえで、市町が実施する施設
整備等に対する補助を行うことで受入体制
の整備に努める。また、放課後児童支援員
認定資格研修を定期的に実施し、支援員
不足解消に努める。

こども未来
課

・女性の社会進出・共働き家庭の増
により、保育の受け皿の整備ととも
に、保育人材の確保を図る必要があ
る。

【今後の取組】
引き続き、３つの施策を柱とした、保育人材
確保事業に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
離職防止・処遇改善の対策を更に強化する
ため、引き続き、働き方改革を進めるための
アドバイザー等派遣に取り組み、職場環境
の改善を図る。

こども未来
課

・ファミリー・サポート・センターにつ
いては、市町における施策の優先順
位の違い（ファミサポより一時預かり
の方を優先させる等）などにより、一
部未実施市町がある。

【今後の取組】
・各市町の事業が実施計画どおり進捗する
よう助成や支援を継続していく。
・運営費の補助などを通じて、子どもたちの
受け入れ体制の強化に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・課題の共有、最新の優良事例の紹介など
により、市町の実情に応じた取組を促す。

こども未来
課

職住近接に取り組む市町が、７市町
にとどまっている。

【今後の取組】
「通学・通勤の利便」は、子育て世帯のニー
ズが大きく、子育て世帯の負担軽減に直結
することを周知するとともに、R4年度に創設
した職住近接・育住近接の事業効果を発信
することで、県内市町の取組みが拡充され
るよう、働きかけていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・事業者（工務店等）向けのセミナー等を実
施する。
・会議等の場で職住近接・育住近接の事業
効果を市町に周知する。

住宅課

引き続き福祉のまちづくり推進協議
会において進捗状況の報告や専門
家からの意見聴取を行いながら、多
目的トイレをはじめとする各種施設
等のバリアフリー化の普及啓発に努
める。

【今後の取組】
・福祉のまちづくり推進協議会の引き続きの
開催

【課題解決に向けた具体的な取組】
・従前のとおり進捗報告及び意見聴取を行
いながら、関係機関との連携を一層深めて
いく。

福祉保健課

(

1

)

子
育
て
支
援
策
の
充
実

④子育て世帯
への住宅支援

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

①仕事と子育
ての両立のた
めの保育サー
ビスの充実

②保育人材の
確保

③すべての子
育て家庭を対
象とした子育て
支援サービス
の充実

政策目標５  子育て・介護等の支援体制の充実

取組実績（活動及び成果）

⑤公共施設等
への「多目的ト
イレ」の設置の
推進

【活動】
新卒者対策、潜在保育士対策、処遇改
善・離職防止対策の３つの施策を柱に、保
育の仕事合同面談会、保育士・保育所支
援センター事業、キャリアアップ研修事業
等を実施するとともに、保育補助者となる
子育て支援員を養成する研修の実施や、
保育補助者、保育支援者の活用を図る助
成を実施し、保育人材確保に努めた。

【成果】
保育士の採用５年間の定着率
R2　59％、R3　53.7％  R4　54.1％

【活動】
・地域子育て支援拠点事業、利用者支援
事業、子育て短期支援事業、子育て援助
活動支援（ファミリー・サポート・センター）
事業に係る費用を補助した。

【成果】
・地域子育て支援拠点の利用者数（延べ）
311,356人

【活動】
多子世帯や新たに職住近接・育住近接を
行うための改修工事又は中古住宅取得に
要する経費の一部を助成することで、安心
して子どもを産み育てることのできる居住
環境の整備を図った。

【成果】
・市町等への事業に関する情報提供の回
数（回）　13回（R4）
・子育て世帯が安心して子どもを産み育て
ることのできる居住環境を支援する市町数
（累計）（市町） 21市町（R4）

【活動】
・福祉のまちづくり推進協議会を開催し、
バリアフリー化施設の進捗状況を報告する
と共に、専門家からの意見聴取を行った。

【成果】
R３年度長崎県福祉のまちづくり推進協議
会開催数:2回
R４年度長崎県福祉のまちづくり推進協議
会開催数:2回

基本計画

【活動】
・保育所等の施設整備に補助を実施し、保
育の受け皿の整備を図った。
・一時預かり事業、延長保育事業、病児保
育事業など地域のニーズに応じた多様な
保育サービスへの助成を行った。
・放課後児童クラブの創設・改築・修繕等
に係る費用を補助した。

【成果】
・保育所待機児童数〈年度〉
 H30　H31　R2　R3　R4
 157　  70　　0　　0　  0
・放課後児童クラブ待機児童数〈年度〉
H30　 R1　 R2　　R3　　R4
53人 29人 42人 17人　24人
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標５  子育て・介護等の支援体制の充実

取組実績（活動及び成果）基本計画

・長く働き続けることができる介護事
業所を増やすため、Nはーとの認証
事業所をさらに増やすとともに、学生
や求職者等へ効果的に発信していく
必要がある。
・これまでの多様な媒体によるプロ
モーションの効果を検証し、介護事
業所・学校・若者等の意見を聴いた
うえで、事業内容の見直しを図る必
要がある。

【今後の取組】
・Nはーとの認証事業所をさらに増やすとと
もに、PRを強化していく。
・介護の仕事の魅力発信プロモーションを
効果的に実施していく

【課題解決に向けた具体的な取組】
・学校、若者等の意見を聴き、業界団体・市
町と協働しながら、介護の仕事のイメージ
アップにつながるよう、効果的に発信してい
く。

長寿社会課

【活動】
介護する者の支援を目的に、地域支援事
業において、市町を実施主体として介護を
している家族を対象に主に以下を実施
①適切な介護知識・技術の習得や外部
サービスの適切な利用方法の習得等を内
容とした家族介護教室により、介護者の心
の悩みを相談できる体制を促進
②地域における認知症高齢者の見守り体
制構築を目的とし、徘徊高齢者を早期発
見できる仕組み構築などの見守り事業を
実施
③食生活に関する指導等の健康相談・疾
病予防等事業を実施
④介護から一時的に開放するための介護
者交流会の開催
⑤要介護者を介護している家族に対する
介護慰労金の支給により、家族の経済的
負担の軽減を図った。
　
【成果】
・家族介護教室
H30:58％、R1:53％、
Ｒ2：47%、R3：47%、R4：42%
・認知症高齢者見守り事業実施率
H30:47％、R1:47％、
Ｒ2：47%、R3：47%、R4：53%
・健康相談・疾病予防等事業実施率
H30:11％、R1:5％、
Ｒ2：11%、R3:11%、R4：5%
・介護者交流会の開催実施率
H30:32%、R1:32%、
Ｒ2:26%、R3：21%、R4：21%
・介護自立支援事業実施率
H30:16%、R1:16%、
R2:32%、R3:32%、R4：32%

(

2

)
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【活動】
①介護職員の確保・育成と利用者サービ
スの向上に取組む事業所について、N
はーととして県が一定の基準で認証し、PR
することにより、介護事業所の労働環境整
備、業界全体の離職率の低下や採用率向
上、イメージアップを図った。
②介護を身近に感じてもらうパンフレットを
新たに作成し、テレビ、SNS、情報誌等の
多様な媒体により、プロモーション活動を
実施するとともに、介護の仕事の魅力を伝
えるパンフレットを中2生・高2生全てに配
布し、介護職に対するイメージアップを
図った。
③県内８圏域の地域連絡協議会で、小・
中・高生向けの基礎講座、職場体験、介護
のしごと魅力伝道師講話を実施し、介護の
仕事のやりがいや魅力等を伝えた。

【成果】
①認証獲得事業所数
R3:87事業所  R4：74事業所
②パンフレットで、介護の仕事を周知でき
た中高校生数
R3:11,957人　R4：24,250人
③基礎講座、職場体験、介護のしごと魅力
伝道師講話への参加者数
R3:5,976人　R4：5,566人

②介護人材の
確保

①介護支援策
の充実

・健康相談・疾病予防事業が伸び悩
んでいる。

【今後の取組】
・地域支援事業の介護予防・日常生活支援
総合事業を中心に介護予防に取り組むとと
もに、任意事業の中の家族介護支援事業
等も活用しながら、家族の介護負担の軽減
に努める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・実施率が低い分野については、市町に改
めて事業の必要性を説明した上で、各市町
の状況と実施の必要性を各実施主体に検
討を促し、実施につなげていく。

長寿社会課
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標５  子育て・介護等の支援体制の充実

取組実績（活動及び成果）基本計画

(

3

)

男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
相
談
体
制
の
充
実

・男女共同参画に関する相談体制の
充実化

【今後の取組】
・引き続き、県男女共同参画推進センター
において相談対応を行い、夫婦、家庭、男
性の社会的重圧等への悩みに関する相談
対応を行う。
・相談内容によっては、他の適切な相談対
応窓口への案内・引継等を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・一般相談、男性相談窓口について、他の
相談機関等と連携しながら適切な運営を行
う。

男女参画・
女性活躍推
進室

①男女共同参
画に関する相
談体制の充実

【活動】
長崎県男女共同参画推進センター「きらり
あ」での相談窓口の運営
・一般相談窓口（月～金9:00～17:00（祝
日、年末年始除く））
・男性相談窓口（第2・第4水曜日18:00～
21:00（祝日、年末年始除く））
・相談窓口の周知広報

【成果】
・一般相談件数
H30:124、R1:114、
R2:94、R3：80、R4:75
・男性相談件数
H30:50、R1:67、
R2:71、R3：47、R4:62
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・学校において、人権の尊重、男女
の平等、男女の相互理解と協力の
重要性、家庭生活の大切さなどに
視点をおいた教育が引き続き必要
である。
・身近な人権問題として、男女平等
に関する学習が形骸化しないように
各学校で、取組を工夫する必要が
ある。

【今後の取組】
・学校において、人権の尊重、男女の平
等、男女の相互理解と協力の重要性、家庭
生活の大切さなどに視点をおいた教育を行
う。
・現代社会において、依然として残る女性
差別問題等を丁寧に取り上げながら、男女
平等教育を継続していく必要がある。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・学校における人権教育の具体的実践及
び研修推進のために教師用参考資料「人
権教育をすすめるために」の活用を図る。
・人権教育の一環として、専門家を招いた
講義や講演等を計画的に実施し、ＤＶ予防
等を含めた人権教育の充実を図る。

義務教育課
高校教育課

・人権教育の広がりと深まりをさらに
進めていく必要がある。
・各学校で行われる校内研修が形
骸化しないような工夫が求められる。

【今後の取組】
・教職員対象の研修会等の充実に努め、男
女共同参画に関する理解の徹底を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・体験的参加型学習の手法を取り入れ、人
権教育の在り方や重要性、基本的認識に
ついての地区別研修を実施する。
・「人権教育をすすめるために」は隔年発行
としており、様々な人権課題に関する詳細
な情報とともに、体験的参加型学習の手法
を取り入れた内容を掲載することにより、校
内研修の充実に資するようなものにする。

教職員課
義務教育課
高校教育課

・今後も引き続き男女平等の意識向
上に努める必要がある。
・学習指導要領の定めに従って、適
切に教科指導を展開しなければなら
ない。

【今後の取組】
・学習指導要領に基づき、男女が互いに協
力し家庭を築くことの重要性について認識
させるなど、学習指導の充実に努める。
・学習指導要領の理念の実現に向けて、各
学校における家庭科の授業の充実を目指
す。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・小学校・高等学校の家庭科、中学校の技
術・家庭科（家庭分野）における「家庭生
活」に関する学習において、男女平等の意
識の醸成を図る。

義務教育課
高校教育課

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標６　教育を通じた男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

①学校におけ
る男女平等教
育の推進

【活動】
・学校における人権教育の具体的実践及
び研修推進のために教師用参考資料「人
権教育をすすめるために」の活用を図っ
た。
・R４年度「男女共同参画週間」を実施し
た。（公立高校）
・人権教育の一環として、専門家を招いた
講義や講演等を計画的に実施し、DV予
防等を含めた人権教育の充実を図った。
・社会科や家庭科等の学習においては、
男女平等に関する学習内容を取り扱うこと
となっている。また、これらに限らず、学校
教育において男女平等に関することは、
日常的に展開されている。

【成果】
・教職員に対する人権教育校内研修実施
率（公立高校）
　H27年度97％、H28～R４年度100％
・性別で分けない名簿の使用率（公立高
校）　H29年度９％、H30年度10.4％、R1年
度22.4％、R2年度以降100％
・性別で分けない名簿の使用率（公立小
中学校）
R2年度77.7%、R3年度90.5％、R4年度
96.9%、R5年度100%
・小中学校ではほぼ全ての学校で教育目
標に、男女平等を含む人権教育の視点を
取り入れている。

(

1

)
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②教職員の研
修の充実

【活動】
・人権教育の広がりと深まりを目指し、体
験的参加型学習の手法を取り入れ、人権
教育の在り方や重要性、基本的認識につ
いての地区別研修を隔年で実施した。
・人権教育啓発資料「人権教育をすすめ
るために」を活用した地区別人権教育研
修会を隔年（H28、30、R3）に実施した。各
学校においても、研修会に参加した教員
が、所属学校において、伝達研修を行っ
た。

【成果】
・教職員に対する人権教育校内研修実施
率（公立高校）
　H27年度97％、H28～R3年度100％
・「人権教育をすすめるために」を活用して
校内研修を実施した学校は、小・中学校と
もに100％である。

③家庭科教育
の充実

【活動】
・小学校・高等学校の家庭科、中学校の
技術・家庭科（家庭分野）における「家庭
生活」に関する学習において、男女平等
の意識の醸成を図った。
・小学校家庭科、中学校技術・家庭科（家
庭分野）における「家庭生活」に関する学
習において、男女平等意識の醸成を図っ
ている。

【成果】
・男女平等の意識が向上しつつある。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標６　教育を通じた男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・セミナーの参加者アンケートの結
果等を踏まえ、より効果的な実施方
法を検討するなど、必要に応じて見
直しが必要。

【今後の取組】
・県内大学生を対象に、ジェンダーの視点
から自分のキャリアを考えるセミナーを実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・セミナーの参加者アンケートの結果等を
踏まえ、より効果的な実施方法を検討する
など、必要に応じて見直しを行う。

男女参画・
女性活躍推
進室

・学校の教育活動全般を通したキャ
リア教育の充実をさらに進めていく
必要がある。
・学習指導要領においては、小学校
の特別活動にも「一人一人のキャリ
ア形成と自己実現」が定められてお
り、早い段階からのキャリア教育の
充実が望まれる。

【今後の取組】
・進学や就職に関する情報を幅広く提供
し、児童生徒一人ひとりが望ましい勤労観・
職業観を身に付けるとともに、性別にとらわ
れず自らの生き方を考え、主体的に進路を
選択する能力と態度の育成を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・子どもたちが自己のよさや可能性に気付
き、夢や希望を持ち、その実現に向けて努
力していくことができるよう、学校の教育活
動全般を通したキャリア教育の充実と積極
的な推進を図る。
・各小・中学校、高等学校において「キャリ
アパスポート」が運用されており、本パス
ポートの効果的な活用を図ることで、キャリ
ア教育の更なる充実を図る。

義務教育課
高校教育課

全ての児童生徒が性別にかかわり
なく、多様な進路選択が可能となる
ように教員への意識啓発が必要で
ある。

【今後の取組】
教育分野における男女共同参画及び女性
活躍の意識の醸成につながる人材の育成
や意識啓発の取組を継続する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

・今後も引き続き児童生徒一人ひと
りの適性や希望に応じた、きめ細や
かな指導が必要である。
・将来に向けて自己の展望を持つ
児童生徒の割合は、発達段階が上
がるに連れて減少傾向にある。

【今後の取組】
・あらゆる分野で女性が活躍できるよう、児
童生徒及び保護者に対して、適切な情報
を提供するなど、性別にかかわりなく、多様
な進路選択が可能となるよう支援していく。
・県内の中学校を研究指定校とし、地域ぐ
るみで探究的にふるさとの課題解決を目指
す職業体験学習に取り組む事業を展開し、
その成果を県内に広めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・さまざまな職種や学部・学科等に関する情
報を適切に提供し、児童生徒一人ひとりの
適性や希望に応じた、きめ細やかな指導を
行うなど、進路指導の充実を図る。

義務教育課
高校教育課

④生涯を見通
したキャリア教
育の推進

【活動】
・子どもたちが自己のよさや可能性に気付
き、夢や希望を持ち、その実現に向けて
努力していくことができるよう、学校の教育
活動全般を通したキャリア教育の充実と積
極的な推進を図った。
・子どもたちが、地域の大人や生き方に対
する憧れや夢を抱き、それを志へと高めら
れるような教育環境の整備や応援体制の
構築を図った。
・平成２６年度から、産業界、官公庁、小中
学校や大学教員等からなる「長崎っ子の
『夢･憧れ･志』応援会議」を立ち上げ、そ
の集大成として平成３１年２月に、「長崎県
の未来を創る『ふるさと教育』応援フォーラ
ム」を開催し、約300人の参加を得た。
・中学生向けの郷土学習資料「ふるさと長
崎県」を平成7年度から発行してきた。令
和５年度版（令和４年度作成分）より、従来
の紙冊子による発行に替えて、長崎県公
式サイトにてのＰＤＦデータの公開とした。

【成果】
・学校の教育活動全般を通したキャリア教
育の充実が進んでいる。
・郷土学習資料「ふるさと長崎県」の活用
状況は、100％である。

【活動】
・様々な職種や学部・学科等に関する情
報を適切に提供し、児童生徒一人ひとり
の適性や希望に応じた、きめ細やかな指
導を行うなど、進路指導の充実を図った。
・子どもたちが、自己のよさや可能性に気
付き、夢や希望を持ち、その実現に向け
て努力していくことができるよう、発達段階
に応じた適切な指導を展開した。
・県内９市町１１中学校を研究指定校とし、
地元企業等の協力を得ながら模擬会社設
立等の職業体験学習に探究的に取り組
む「ふるさとの新たな魅力を創出するキャリ
ア教育実践事業」を展開し、その成果を広
く県内の中学校に紹介した。

【成果】
・様々な情報を適切に提供し、きめ細やか
な「生涯にわたる生き方指導」が行われ
た。
・将来への夢や憧れがある小学生の割合
は約９０％、夢の実現に向けて行動してい
る中学生の割合は約86％という数値であ
る。

【活動】
大学院における教員の管理職養成コース
において、男女共同参画に関する講義を
実施。

【成果】
教育の現場を取りまくさまざまな現状が、
子どもたちへの隠れたカリキュラムとなって
いることへの気づきとなった。

⑤児童生徒の
多様な進路選
択のための支
援

(

1

)

学
校
に
お
け
る
男
女
平
等
教
育
及
び
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進

④生涯を見通
したキャリア教
育の推進

【活動】
・女性の継続就業の視点を踏まえた結婚・
育児等のライフステージや、生涯収支など
をモデルケースとして紹介する冊子をこど
も未来課と共同制作
・県内大学生を対象にライフデザイン＆
キャリア形成セミナーを開催し、学生自身
のキャリアデザインやワーク・ライフ・バラン
ス等を考える機会を設けることで、継続就
業や仕事と家庭の両立等について若者の
意識啓発を図った。

【成果】
セミナー受講後アンケートでの継続就業
意識率　H30:42.7%、R1:56.5％、
R2:50.3％、R3:60.0％、R4:58.8％
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・世代・地域によって効果的な啓発
の媒体が異なるため、幅広い層に届
けるための啓発手段について検討
する必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、情報誌の発行や市町、推進員
等と連携した普及啓発及びSNSやホーム
ページ等を活用した情報発信に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・庁内他課や他県の取組を参考に、新たな
啓発方法を検討・実践する。

男女参画・
女性活躍推
進室

・女性へのハラスメント、暴力、不当
な扱いなどが後を絶たず、依然とし
て女性の人権問題が生じている。

【今後の取組】
・継続して、あらゆる場や機会を通して、県
民の人権意識の醸成を行っていくことで、女
性の人権問題をはじめ様々な人権問題の
解消を図っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・国や市町、団体等と連携して、「人権・同和
問題啓発強調月間」中の集中啓発をはじ
め、各種媒体を活用して啓発を行っていく。

人権・同和
対策課

・ＤＶの防止のためには、早期の教
育啓発が欠かせないため、引き続
き、ＤＶ・デートＤＶ防止のための予
防教育の実施が重要

【今後の取組】
・引き続き、ＤＶ予防教育を実施していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係機関と連携した広報・啓発活動を実
施し、広く県民の意識啓発の推進に努め
る。

こども家庭
課

・県内中小企業の職場環境は、ワー
ク・ライフ・バランスを推進するにあた
り、労働時間や育児・介護休業制度
といった勤務形態などの面で引き続
き改善が求められる。

【今後の取組】
・誰もが働きやすい雇用環境の改善を図る
ため、中小企業に対し、研修会等による周
知啓発を促進し、中小企業の意識改革と雇
用環境改善を推進していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・アドバイザー派遣や研修会等による周知・
啓発

雇用労働政
策課

・漁協女性部員の高齢化や減少によ
り、活動が低調になっている。

【今後の取組】
・今後も漁協女性部の活動に対する理解を
深めるため、県漁協女性部と連携し、各種
講習会などの取組みを支援する。
・また、漁協女性部の活動に対する理解を
深めるため、漁協役員等との対話に取り組
む県漁協女性部連合会の活動を支援す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県漁協女性部連合会と連携し、各地区女
性部へ県事業等の周知を行うことにより、各
地区女性部の啓発活動の充実強化を図
る。

水産経営課

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

【活動】
・学校、地域等におけるＤＶ予防教育の実
施

【成果】
・県内の中学校３校、高等学校等24校でＤ
Ｖ予防教育を実施し、ＤＶの正しい理解を
広めることができた。

政策目標７　意識改革に向けた啓発・普及の推進

基本計画

(

1

)

わ
か
り
や
す
い
広
報
・
啓
発
活
動
の
推
進

①多様な媒
体・機会や各
種団体等との
連携を活用し
た啓発活動の

充実強化

取組実績（活動及び成果）

【活動】
広報誌やホームページ、SNS（Twitter）の
活用、センター職員による出前講座などあ
らゆる機会をとらえた啓発を実施した。

【成果】
・情報誌「きらりあ」発行回数
H29～H30:各年度3回、R1～R4:2回
・出前講座への参加人数
H30:119人、R1:0、R2:150人、R3：146人、
R4:602人

【活動】
・県人権教育啓発センターにおいて、男女
共同参画に関するリーフレットの配布や図
書・ビデオの貸し出しを行った。
・人権週間を含めた「人権・同和問題啓発
強調月間」におけるポスター・チラシの配
布、バス・電車広告などの集中啓発をはじ
め、ホームページやＳＮＳ、啓発冊子の配
布などを、国や市町、団体等と連携して啓
発を行った。

【成果】
・県民の人権に対する理解と認識を深める
ことができた。

【活動】
・年齢・性別に関係なく誰もが働きやすい
職場づくりのため、県内中小企業に対しア
ドバイザーの派遣や研修会を実施し、就業
規則等の見直しやＮぴか認証取得に向け
たアドバイスを実施。

【成果】
・職場環境づくりアドバイザー派遣
R3:4社　R4:10社
・就業規則研修会参加者
R3:126社 153名
R4:311社 423名

【活動】
・県漁協女性部連合会と連携しながら、漁
村における男女共同参画社会づくりの啓
発を行った。
・県漁協女性部の広報誌作成などの取組
みへの支援を行っている。

【成果】
・関係機関への漁協女性部活動の普及を
図った。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標７　意識改革に向けた啓発・普及の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・地域で活躍する女性農業者と若手
の女性農業者との接点が少なく、さ
らなる交流の場の提供が必要。

【今後の取組】
・引き続き、関係団体と連携し、優れた女性
農業者の活動の紹介や若手農業者との交
流を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ながさき農林業大賞、全国段階コンクール
（農山漁村女性活躍表彰、毎日農業記録賞
等）への推薦および受賞者の紹介を行う。
・農業団体等と連携し、女性農業者の交流
の場を提供する。

農政課

・市町担当職員、男女共同参画推進
員等の参考となるような講座や研修
等の開催

【今後の取組】
・地域リーダー（各団体等）に男女共同参画
の基本理念等を学ぶ機会を設け、県内全
地域で男女共同参画の推進を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
オンラインも活用しながら講師と参加者の利
便性や内容の充実を図り実施

男女参画・
女性活躍推
進室

・今後も県や各市町、民間等が実施
している講座の情報を積極的に収集
し、広報に努めていく必要がある。

【今後の取組】
・引き続き講座登録を進めるとともに、各自
治体、民間等の講座実施状況の把握に努
める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①講座の積極的な申請、登録について、関
係各所に依頼する。
②講座のより効果的な広報について、担当
課内にて協議する。

生涯学習課

・引き続き効果的な情報発信等を
行っていく必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、男女共同参画に関する情報提
供を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・センターだより、ホームページ、SNS、ライ
ブラリー等で情報提供を実施

男女参画・
女性活躍推
進室

・地域での男女共同参画推進のため
の調査・研究を実施する。

【今後の取組】
・地域が抱える男女共同参画等の課題等に
関する調査・研究を実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・引き続き、調査・研究等を実施する。

男女参画・
女性活躍推
進室

(

1

)

わ
か
り
や
す
い
広
報
・
啓
発
活
動
の
推
進

②学習機会の
充実、研修の
実施

【活動】
・優れた活動を行い実績を上げている女
性農業者について、関係表彰事業を通じ
てその取組等を紹介した。
・若手の女性農業者と地域で活躍する女
性農業者の交流会を実施した。

【成果】
・ながさき農林業大賞、全国段階コンクー
ル（農山漁村女性活躍表彰、毎日農業記
録賞　等）での受賞者の紹介

【活動】
県男女共同参画推進センターが中心とな
り、県内市町等への講座や研修会を実施

【成果】
①男女共同参画推進員等、市町担当者等
研修会（年１回開催）
②地域における男女共同参画推進研修
（R2・R3・R4）
県内10箇所で実施
③男女共同参画リーダー育成事業
県内8地域で実施（R3・R4）

①多様な媒
体・機会や各
種団体等との
連携を活用し
た啓発活動の

充実強化

【活動】
・目標である男女共同参画の推進に向け、
県や各市町、民間等が実施している講座
等について、ながさき県民大学「ながさきま
なびネット」に登録し、広報に努めた。

【成果】
登録講座数（※人権問題、男女共同参画
推進に関する講座のみ）
H30　R1　R2　R3　R4
 　9　 20　52　66　 69

③情報の収集
及び提供

【活動】
・情報誌「きらりあ」（年2回発行）
・県ホームページ、ＳＮＳでの情報発信
・ライブラリーの設置

【成果】
・情報誌「きらりあ」発行回数
H29～H30:各年度3回、R1～R4:2回

④調査・研究
の実施

【活動】
・県男女共同参画センターにおいて、地域
が抱える課題等に関する調査・研究を実
施

【成果】
・男女共同参画地域リーダー育成事業等
にて地域の実情等について聞き取りを
行った
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標７　意識改革に向けた啓発・普及の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・引き続き市町等との連携を進めて
いく必要がある。

【今後の取組】
・県内男女共同参画センター連絡会議につ
いては今後も開催予定

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県内男女共同参画センター連絡会議等の
開催

男女参画・
女性活躍推
進室

・県内全域に男女共同参画推進員
を配置し、啓発活動等を推進してい
く必要がある。

【今後の取組】
・地域リーダー等に男女共同参画の基本理
念を学ぶ機会を設け、県内全地域に男女
共同参画推進員を配置する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県内各地域で地域における男女共同参画
推進研修会を開催（R2～）

男女参画・
女性活躍推
進室

(

1

)

わ
か
り
や
す
い
広
報
・
啓
発
活
動
の
推
進 ⑦県における

研修及び広
報・啓発活動

の推進

・女性職員の管理職への登用に関
する不安解消や、意欲の更なる醸成

【今後の取組】
・女性職員のキャリア形成・キャリアアップを
支援していくための研修を引き続き実施す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

新行政推進
室

⑤県内市町・
大学等の男女
共同参画推進
センター等との
連携

【活動】
・県内男女共同参画センターの連絡会議
を開催し、情報交換等を実施
（H28～R4:年1回開催）

【成果】
・県内男女センター連絡会議を１回開催
し、情報交換等を実施した

⑥長崎県男女
共同参画推進
センターを核と
した長崎県男
女共同参画推
進員等による
啓発活動の促
進

【活動】
・男女共同参画推進員及びアドバイザーを
県内8地域に配置して、地域での普及啓発
を推進
※推進員32名、アドバイザー17名（R4）

【成果】
・推進員の活動実績（会議、イベントでの
啓発等）
  H30 　   R1　　　R2　　　R3　　 R4
 399回  119回  107回  168回  358回

【活動】・【成果】
※研修名の横にカッコ書きで「意識改革度
（「そうである」と「ややそうである」の平均
値）」を記載
［Ｈ３０］
○ワークライフバランスセミナー（83％）
11/12　県職員：53名、市町職員：21名、民
間：7名
○キャリアサポートセミナー（97％）
（入庁11～15年目女性職員）7/30:23名、
10/26:19名
［Ｒ１］
○ワークライフバランスセミナー（88％）
10/13　県職員：27名、市町職員：11名、民
間：2名
○キャリアサポートセミナー（100％）
（入庁11～15年目女性職員）10/5：10名
○女性職員のステップアップサポート研修
（50％）
（係長職の女性職員向けの希望制研修）
8/7：28名
○夏の働き方改革セミナー
（主に各課の総括課長補佐以上を対象）
8/9：36名
[Ｒ２]
○キャリアサポートセミナー（100％）
（入庁１～６年目女性職員）12/18：23名
○ワークライフバランスセミナー（91％）
11/26　県職員：54名、市町職員：8名
[Ｒ３]
○キャリアサポートセミナー（100％）
（入庁１～６年目女性職員）10/22：19名
○ワークライフバランスセミナー（92％）
3/10：45名
○女性職員のステップアップサポート研修
（87.1％）
（係長職の女性職員向けの希望制研修）
10/19：20名
[Ｒ４]
○キャリアサポートセミナー（93.3％）
（入庁１～６年目女性職員）9/9：32名
○ワークライフバランスセミナー（96.1％）
1/12：55名
○女性職員のステップアップサポート研修
（100％）
（係長職の女性職員向けの希望制研修）
8/24：31名
※R1～４年度は、上記以外の職員研修
（冒頭のオリエンテーション）において、「積
極的な家事・育児・介護」などについて言
及し、働く女性の家庭での負担軽減を図る
よう周知した。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅱ　誰もが能力を発揮し、多様な働き方ができる環境づくり

政策目標７　意識改革に向けた啓発・普及の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

－

【今後の取組】
・引き続き、新規採用職員研修や広報・刊
行物の内容確認については、要請等に基
づき対応する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

－

【今後の取組】
・引き続き、市町等の要請により研修会等へ
の講師派遣を実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

(

1

)

わ
か
り
や
す
い
広
報
・
啓
発
活
動
の
推
進

⑦県における
研修及び広
報・啓発活動

の推進

【活動】
・新規採用職員研修において男女共同参
画についての理解促進のための講義を実
施
・人権・同和対策課が実施する県職員研
修において「無意識の思い込み」を含めた
講義を実施
・職員に対し、「男女共同参画（ジェンダー
平等）の視点からの公的広報の表現チェッ
クシート」の周知を行い、県が作成する広
報・刊行物の内容について、男女共同参
画の視点に立った表現に配慮されている
か事前確認を促した。

【成果】
・新規採用職員向け講義
　R3：１回 R4：１回
・県職員向け講義
　R3：30回 R4：23回
・職員への「男女共同参画（ジェンダー平
等）の視点からの公的広報の表現チェック
シート」の周知
　R4:3回

⑧市町等にお
ける研修機会
の充実

【活動】
・市町等が実施する男女共同参画等に関
する研修会への講師派遣

【成果】
R3：7回　R4：19回
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・性犯罪は精神的なショックの大きさ
や事情聴取等の捜査に伴う二次被
害を恐れ、被害者が被害申告をた
めらう場合も多く、被害が潜在化し
やすい犯罪であるため、警察が認
知・検挙できないまま新たな犯行が
敢行される例が少なくない。

【今後の取組】
・被害者の心情に配慮した捜査により被害
の届出を促し、被害の潜在化を防ぐ。
・事件認知後の初動捜査を徹底し、被疑者
を早期検挙する。
・刑法、性的な姿態を撮影する行為等の処
罰及び押収物に記録された性的な姿態の
影像に係る電磁的記録の証拠等に関する
法律（令和５年に新設）、売春防止法、児童
福祉法、県迷惑行為等防止条例等の各種
法令を積極的に適用する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・潜在化している被害の届出が行いやすい
ように、性犯罪の相談窓口の広報を行う。
・対応時は被害者の心情への配意を心掛
け、被害者が希望する性別の警察官による
対応等を行い、被害者が安心して届出をす
ることができる体制を確立する。
・積極的な事件受理を推進する。

捜査第一課

①関係法令の
厳正な運用に
よる暴力を許さ
ない社会風土
の醸成

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

【活動】
・少年の有害環境浄化と健全育成を目的と
して福祉犯罪（少年の福祉を害したり、少
年に有害な影響を与える犯罪）の取締りを
推進した。
・福祉犯罪の中でも、性被害に関するもの
やＳＮＳ等を悪用したものについては、取
締りを強化した。

【成果】
　福祉犯事件の検挙状況（年間）

・スマートフォン等の普及率の増加
により、児童にとってＳＮＳがより身近
なものとなり、犯人と被害者が接触
するためのツールとしてＳＮＳが悪用
されている現状にある。
・ＳＮＳを含むインターネット空間は
秘匿性が高く、被害の潜在化が懸
念される。

【今後の取組】
・各種法令を適用し、積極的な福祉犯の取
締りを推進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・福祉犯のうち、性被害に関するものやＳＮ
Ｓ等を悪用したものについて取締りを強化
する。
・ＳＮＳ上における児童の性被害につながる
おそれのある書き込みに対して注意喚起を
行う。

人身安全・
少年課

(

1

)

女
性
に
対
す
る
暴
力
を
防
ぐ
環
境
づ
く
り
の
推
進

【活動】
　ストーカー事案、配偶者暴力事案等を認
知した場合、事案の危険性・切迫性に応じ
て、加害者を検挙し、事件化できない場合
でも行政処分、口頭指導を実施するなど、
加害行為の防止及び被害者保護対策の
徹底を図っている。

【成果】
　加害者に対する事件化、行政処分及び
口頭指導を実施したことで更なる被害拡大
の防止につながった。
●ストーカー事案

●配偶者暴力事案等

●男女間トラブル事案

・被害者の中には、加害者との関係
を解消することによる生活困窮や後
難を恐れて事件化や行政処分を躊
躇する者もいるため、事件化等の対
応が困難な場合がある。

【今後の取組】
・積極的な事件化及び行政処分の実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・被害者の親族等に事案の特性、危険性
等を説明し、避難等の保護対策に対する
理解を得るとともに、自治体等行政機関と
連携し、被害者等への各種支援を図る必
要がある。

人身安全・
少年課

【活動】
・性犯罪の認知・検挙

【成果】
・強制性交等認知件数は、平成28年は５
件、令和３年は４件とほぼ横ばいであった
が、令和４年は10件と増加した。
　検挙率は平成28年は125％、令和３年は
150％であったが、令和４年は60％と低下し
た。

・強制わいせつ認知件数は、平成28年は
34件、令和３年は23件と減少傾向にあった
ものの、令和４年は38件に増加した。
　検挙率は平成28年は55.9%、令和３年は
82％、令和４年は55%であった。

H30年 R1年 R2年 R3年 R4

275 231 235 300 291

警 告 28 12 2 6 16

禁 止 命 令 27 35 38 57 44

禁止命令延長処分 0 2 5 3 7

規 制 法 違反 検挙 10 11 11 18 18

援 助 292 214 180 306 279

刑 法 犯 等 検 挙 31 22 18 33 20

口 頭 警 告 262 239 191 252 231

区　　分

受 理 件 数

S
T

規
制

法

他
法
令

H30年 R1年 R2年 R3年 R4年

335 354 426 455 425

保護命令発令通知 35 29 23 27 23

保護命令違反検挙 1 2 1 1 0

援 助 281 283 282 320 320

刑 法 犯 等 検 挙 28 42 45 54 49

口 頭 警 告 305 273 340 406 385

区　　分

受 理 件 数

D

V

防

止

法

他

法

令

区　　分 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年

受 理 件 数 161 146 226 421 365

刑 法 犯 等 検 挙 22 11 11 36 19

口 頭 警 告 140 105 170 326 283
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・多くの県民の方にDV相談窓口や
DVの内容等（身体的暴力だけでな
く精神的暴力、性的暴力などもDV
に含まれること等）を知っていただく
ことで、相談に結びつけていく必要
がある。

【今後の取組】
・引き続き、国・県のDV相談窓口の周知を
図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・相談カード配布、チラシ・ポスターの掲
示、県ホームページや新聞等への掲載な
どにより効果的な周知を図る。

男女参画・
女性活躍推
進室

・性暴力等の被害を誰にも相談でき
ず潜在化するおそれがあるため、日
頃から様々な機会を通じて相談窓
口を周知する必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、性暴力被害者支援「サポートな
がさき」の周知を図るとともに、相談者に対
する適切な支援に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・啓発カード、リーフレット、ポスターの配
布、コンビニ等への広報ステッカーの貼付、
ホームページやSNSを活用した広報等によ
り繰り返し周知を図る。

交通・地域
安全課

・性犯罪は羞恥心等から被害者が
誰にも相談できない例も多く、早期
に適切な助言を受けられずに被害
が潜在化することも多々あることか
ら、被害者が相談・届出をしやすい
体制の確保が必要である。

【今後の取組】
・引き続き、相談窓口の広報を継続する。
・「性犯罪被害相談電話」の24時間化、相
談者の希望する性別の警察官による対応
を継続し、相談者の希望に沿った対応を行
う。
・性犯罪・性暴力被害のためのワンストップ
支援センターとの連携の強化

【課題解決に向けた具体的な取組】
・街頭活動だけでなく、広報に効果的な各
種ホームページ、新聞等も活用する。
・大学での広報活動を強化

こども家庭
課
捜査第一課

・多くの県民の方にDV相談窓口や
DVの内容等（身体的暴力だけでな
く精神的暴力、性的暴力などもDV
に含まれること等）を知っていただく
ことで、相談に結びつけていく必要
がある。

【今後の取組】
・引き続き、国・県のDV相談窓口の周知や
DV等予防のための啓発活動を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・相談カード配布、チラシ・ポスターの掲
示、県ホームページや新聞等への掲載な
どにより効果的な周知を図る。

男女参画・
女性活躍推
進室

③意識啓発の
推進

(

1

)

女
性
に
対
す
る
暴
力
を
防
ぐ
環
境
づ
く
り
の
推
進

②相談窓口の
周知

【活動】
・県公式ホームページ、全世帯広報誌、新
聞等への掲載、ラジオ放送、相談カードの
配布、情報誌「きらりあ」の発行、商業施設
等でのパネル展示、長崎県男女共同参画
推進員等による地域へ資料等の配布等に
よりDV相談窓口を周知

【成果】
・情報誌「きらりあ」発行回数
H29～H30:各年度3回、R1～R4:2回

【活動】
・DV、デートDV、若年層の性暴力被害予
防のため、県ホームページ、全世帯広報
誌、新聞等への掲載、長崎県男女共同参
画推進員等による地域へ資料等の配布等
による啓発を実施
・女性に対する暴力をなくす運動、若年層
の性暴力被害予防月間において商業施設
や県庁ロビー等でのパネル展示、横断幕
掲示、長崎県男女共同参画推進員等によ
る地域へ資料等の配布などを実施

【成果】
・女性に対する暴力を防ぐ環境づくりに対
する意識の醸成に寄与した。

【活動】
・性暴力被害者支援「サポートながさき」の
相談窓口周知のため、県内中学校、高校、
特別支援学校に対し啓発カードを配布す
るとともに、市町や医療機関に対するリーフ
レットやポスターの配布、庁内デジタルサイ
ネージによる広報等を実施した。
・「サポートながさき」では相談者に寄り添っ
た支援に努めた。

【成果】
性暴力被害の相談窓口の周知を促進し
た。

【活動】
・「性犯罪被害相談電話」での相談受付
・広報活動（例年）：広報チラシ入りポケット
ティッシュの配付、警察音楽隊コンサートに
おける広報活動、企業が保有する電光掲
示板の活用
・広報文掲載（通年）ホームページ、「行政
相談ガイドブック」
・性犯罪・性暴力被害者のためのワンストッ
プ支援センターとの連携
・ホームページやリーフレットによるＤＶ相
談窓口の周知
・内閣府「ＤＶナビ」「ＤＶ相談＋」の活用

【成果】
・「性犯罪被害相談電話」による相談受理
件数はここ数年増加傾向にあり、令和３年
は平成28年以降最多の49件、令和４年も
49件受理し、相談内容に応じて必要な対
応を行った。
・平成30年9月より、「性犯罪被害相談電話
（「♯8103」（ハートさん）」の対応時間を24
時間化し、相談者が希望する性別の警察
官による対応を行うこととしている。
・性犯罪には至らない性暴力についてはワ
ンストップ支援センターに引き継ぎ、必要な
支援につなげた。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・被害者等の危機意識及び自主防
犯意識の向上と被害申告への意識
啓発

【今後の取組】
・あらゆる警察活動を通じた意識啓発の実
施
・引き続き、ＤＶ予防教育の実施を継続す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・防犯講話だけでなく、巡回連絡や交番・
駐在所協議会等を通じた広報活動を実施
する。
・関係機関と連携した広報・啓発活動を実
施し、広く県民の意識啓発の推進に努め
る。

こども家庭
課
人身安全・
少年課

・経済的困窮、育児等を理由に避難
を拒否する被害者もいるため、被害
者の保護対策が困難な場合があ
る。
・各種装備資機材の更なる充実が
必要

【今後の取組】
・被害者の実情に応じた保護対策の実施
・各種装備資機材の増設

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係機関と連携し、被害者等への各種支
援を図る必要がある。
・防犯カメラ等各種装備資機材の運用状況
を踏まえた上で、真に必要と認められる資
機材の購入

人身安全・
少年課

・少年の犯罪被害防止のためには、
少年に対するインターネット適正利
用の啓発と、保護者によるインター
ネット利用状況の管理が重要であ
る。
・しかし、インターネット接続機器の
急速な発達により、保護者よりも子
の知識が高く、保護者によるイン
ターネット利用状況の管理が難しく
なっている。

【今後の取組】
・少年に対する「非行防止教室等によるイン
ターネットの適正利用の啓発」、保護者に
対する「各種講話の場におけるインター
ネットの管理方法、フィルタリング利用方法
等の教示」を推進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・学校や教育委員会と連携し、非行防止教
室、進学進級時における保護者説明会、Ｐ
ＴＡ会議等の様々な機会を活用した啓発活
動を行う。

人身安全・
少年課

・警察への相談や届出を躊躇する
被害者が相当数存在するものと推
察される。

【今後の取組】
・あらゆる警察活動を通じた実態把握と関
係機関との更なる連携
・引き続き、実態の把握に行い、関係機関と
の連携による支援に努める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ミニ広報紙、県警のホームページ等の各
種広報媒体、各種会合等を通じて警察相
談を促すとともに、関係機関との情報共有
やケース会議等を実施することで実態把握
に努める。

こども家庭
課
人身安全・
少年課

④女性を犯罪
被害から守る
対策の推進

⑤女性に対す
る暴力につい
ての実態把握

③意識啓発の
推進

(

1

)

女
性
に
対
す
る
暴
力
を
防
ぐ
環
境
づ
く
り
の
推
進

【活動】
・学校、企業 、地域等における防犯講話や
地元ラジオ局の番組内における広報
・ミニ広報紙、県警のホームページ、
Twitter等を活用した広報・啓発活動の実
施
・学校、地域等におけるＤＶ予防教育の実
施

【成果】
・防犯講話の参加者に対し、ストーカー事
案、配偶者暴力事案等の危険性や警察の
取り得る措置を説明することで、自主防犯
意識の向上だけでなく、届出の必要性や
警察措置への理解を得られた。
・県内の中学校3校、高等学校等24校でＤ
Ｖ予防教育を実施し、ＤＶの正しい理解を
広めることができた。

【活動】
・学校と連携して実施している非行防止教
室等において、少年に対して福祉犯罪の
被害実態、ＳＮＳ等のインターネットの危険
性と適切な利用方法等の指導を推進した。
・保護者向けの講話では、フィルタリングの
必要性を訴えるなどし、少年を犯罪被害か
ら守るための活動を推進した。

【成果】
　非行防止教室の実施状況（年間）

【活動】
・警察安全相談、110番通報、関係機関か
らの情報提供等を通じて、各種事案の実
態把握に努めている。
・厚生労働省、内閣府への相談内容及び
件数などの統計報告にかかる分析
・こども・女性・障害者支援センター業務報
告（相談内容及び件数など）による詳細分
析

【成果】
・警察活動を通じて事案の概要、被害状況
等の実態把握に努めているが、警察活動
に理解を示さない被害者の場合は関係機
関と情報共有を図ることで、その後の実態
把握に努めることができた。
・関係機関との情報共有につなげることに
より、支援の強化につながった。

【活動】
・ストーカー事案、配偶者暴力事案等の加
害者の検挙、行政処分等の措置を強力に
推進するとともに、被害者の一時避難に伴
う宿泊費の公費負担や避難先を管轄する
他都道府県警への連絡等を実施
・被害者保護対策の一環として、防犯カメ
ラ、携帯型緊急通報装置等装備資機材を
増設し、被害者への貸出しを実施

【成果】
・避難を要する事案につき、宿泊費の公費
負担により一時避難に応じる被害者もお
り、また、被害者の要望に応じて、装備資
機材を貸し出すことで被害拡大の防止に
つながっている。

H29 H30 R1 R2 R3 R4

非行防止教室 303 333 337 224 212 194

単位：回
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・多くの県民の方にDV相談窓口や
DVの内容（身体的暴力だけでなく
精神的暴力、性的暴力等もDVに含
まれること）を知っていただくことで、
相談に結びつけていく必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、国・県のDV相談窓口の周知や
DV等予防のための啓発活動を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・相談カード配布、チラシ・ポスター・啓発用
シールの掲示、県ホームページや新聞等
への掲載などにより効果的な周知を図る。

男女参画・
女性活躍推
進室

・性暴力等の被害を誰にも相談でき
ず潜在化するおそれがあるため、日
頃から様々な機会を通じて相談窓
口を周知する必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、性暴力被害者支援「サポートな
がさき」の周知を図るとともに、相談者に対
する適切な支援に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・啓発カード、リーフレット、ポスターの配
布、コンビニ等への広報ステッカーの貼付、
ホームページやSNSを活用した広報等によ
り繰り返し周知を図る。

交通・地域
安全課

・新型コロナウイルス感染症により自
宅で過ごす時間が増えることで、DV
被害等が潜在化するおそれがある。

【今後の取組】
引き続き、相談窓口の周知及び相談支援
業務に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係機関と連携した相談窓口の周知活動
の実施
・国の調査研究を踏まえたＳＮＳ等の活用
による相談体制の強化

こども家庭
課

(

2

)

配
偶
者
等
か
ら
の
暴
力
へ
の
対
策
の
推
進

・より多くのＤＶ被害者を支援につな
げるための相談体制の強化

【今後の取組】
・ＤＶ相談窓口の周知
・相談体制の充実強化

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係機関と連携した相談窓口の周知活動
の実施
・国の調査研究を踏まえたＳＮＳ等の活用
による相談体制の強化

こども家庭
課

⑥新型コロナ
ウイルス感染
症の影響下に
おける心のケ
ア

(

1

)

女
性
に
対
す
る
暴
力
を
防
ぐ
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り
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進

【活動】
・ホームページやリーフレットによるＤＶ相
談窓口の周知
・内閣府「ＤＶナビ」「ＤＶ相談＋」の活用
・配偶者暴力相談支援センター他の相談
機関において相談支援業務を実施

【成果】
・令和３年度のDVを主訴とする相談件数は
2,189件となった。
・令和４年度のDVを主訴とする相談件数は
2,084件となった。

【活動】
・市町のＤＶ対策基本計画策定及び配偶
者暴力支援センター設置への働きかけと
助言
・婦人相談員の資質の向上のための研修
会の開催
・緊急時の安全の確保と同行支援の充実
・同伴児童への支援や一時保護所退所後
の自立支援

【成果】
・一時保護やその後の切れ目ない自立支
援の実施により、ＤＶ被害者の自立促進に
つながっている。

【活動】
・一般相談への相談者に対し、適切な相談
窓口の情報を発信
・県ホームページ、全世帯広報誌、新聞等
への掲載による啓発を実施
・女性に対する暴力をなくす運動、若年層
の性暴力被害予防月間において、県庁ロ
ビー等でのパネル展示、横断幕掲示、商
業施設等で啓発イベント、「暴力を選ばな
い男性たちのアクション」in県庁、県庁駐車
場棟パープルライトアップなどを実施

【成果】
・女性に対する暴力を防ぐ環境づくりの推
進に寄与した。

【活動】
・性暴力被害者支援「サポートながさき」の
相談窓口周知のため、県内中学校、高校、
特別支援学校に対し啓発カードを配布す
るとともに、市町や医療機関に対するリーフ
レットやポスターの配布、庁内デジタルサイ
ネージによる広報等を実施した。
・「サポートながさき」では相談者に寄り添っ
た支援に努めた。

【成果】
性暴力被害の相談窓口の周知を促進し
た。

①相談・保護
から自立まで
の切れ目のな
い支援の充実

75



 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・多くの県民の方にDV相談窓口や
DVの内容（身体的暴力だけでなく
精神的暴力、性的暴力等もDVに含
まれること）を知っていただくことで、
相談に結びつけていく必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、国・県のDV相談窓口の周知や
DV等予防のための啓発活動を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・相談カード配布、チラシ・ポスターの掲
示、県ホームページや新聞等への掲載な
どにより効果的な周知を図る。

男女参画・
女性活躍推
進室

・ＤＶの防止のためには、早期の教
育啓発が欠かせないため、引き続
き、中学校・高等学校・大学・保護者
等を対象にしたＤＶ・デートＤＶ防止
のための予防教育の実施が重要

【今後の取組】
・引き続き、ＤＶ予防教育を実施していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・早期の教育啓発のため、中学校、高等学
校での予防教育の実施の拡大を図り、生徒
が在学中に受講できるように努める。

こども家庭
課

・学校において、人権の尊重、男女
の平等、男女の相互理解と協力の
重要性、家庭生活の大切さなどに
視点をおいた教育が引き続き必要
である。

【今後の取組】
・学校におけるＤＶ予防教育の実施や、教
職員に対する研修の充実に努める。
・デートＤＶに関する学習等を行うことによ
り、様々な側面から人権教育を展開するよ
う、働きかけを行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・人権教育の一環として、専門家を招いた
講義や講演等を計画的に実施し、ＤＶ予防
等を含めた人権教育の充実を図る。

義務教育課
高校教育課

・国が、加害者の地域社会における
更生のための指導及び支援の在り
方について検討を行っているところ
であり、国の動向を踏まえながら加
害者対策の実施に向けて取組む必
要がある。

【今後の取組】
・ＤＶ加害者プログラムの実施に向け、検討
する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・国が実施するＤＶ加害者プログラムの検
証事業の検証結果等、国の動向を踏まえ
ながら、加害者プログラムの実施について、
検討する。

こども家庭
課

・危険性が高い事案や関係機関が
相互に連携すべき事案を認知した
場合の迅速な情報共有及び連携

【今後の取組】
・関係機関との積極的な会議の実施
・積極的なケース会議等の実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係機関との情報共有をより積極的に進
め、連携を強化する必要がある。
・危険性が高い事案や関係機関が相互に
連携すべき事案については、積極的に
ケース会議等を実施することが必要であ
る。

こども家庭
課
人身安全・
少年課

(

2

)
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【活動】
・人権教育の一環として、専門家を招いた
講義や講演等を計画的に実施し、DV予防
等を含めた人権教育の充実を図った。
・義務教育段階では、DVに特化して指導
を行う場面は多くはないが、配偶者や交際
相手に対しても含め、あらゆる暴力を否定
する指導を展開している。

【成果】
・全日制ではＲ2年度～R4年度の3年間で、
定時制、通信制ではＨ31年度～R4年度の
４年間で、「DV予防教育」実施率100％（公
立高校）

②配偶者等か
らの暴力の防
止のための教
育・啓発の実
施

③加害者更生
のための対応
の手法の研究

【活動】
・加害者更生のための国の研究や民間の
プログラム実施団体等の取組について、情
報収集を実施

【成果】
・民間のプログラム実施団体等と連携し、そ
の活動の効果等の確認をしながら必要な
支援の検討につなげている。

④関係機関の
連携強化

【活動】
・長崎県ＤＶ対策等推進会議、長崎こども・
女性・障害者支援センターと管内警察署と
の連絡協議会等の各種会議に定期的に出
席し、情報提供や意見交換を実施（R2は
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため
書面開催となり、書面により情報提供や意
見交換を実施）
・各個別事案に関しては、その危険性・切
迫性の程度に応じて関係機関との連携会
議、情報提供を行うなど、情報共有を図り、
連携強化に努めた。
・関係機関とのケース検討会議を開催し、
支援の検証等を行った。

【成果】
・配偶者暴力事案等に対する関係機関の
対応や今後の課題等を理解することで、良
好な関係の構築及び連携強化につながっ
ている。

【活動】
・中学生や、高校生を対象としたＤＶ予防
教育の実施
・大学生等を対象としたデートＤＶ予防授
業の実施
・社会人を対象としたＤＶ予防教育の実施
・児童養護施設等を対象としたＤＶ予防教
育
・教職員、一般向けのDV予防教育指導者
スキルアップ講座の実施

【成果】
・県内の中学校３校、高等学校等24校でＤ
Ｖ予防教育を実施し、ＤＶの正しい理解を
広めることができた。

【活動】
・一般相談への相談者に対し、適切な相談
窓口の情報を発信
・県ホームページ等への掲載による啓発を
実施
・女性に対する暴力をなくす運動、若年層
の性暴力被害予防月間において、県庁ロ
ビー等でのパネル展示、横断幕掲示、商
業施設等で啓発イベント、「暴力を選ばな
い男性たちのアクション」in県庁、県庁駐車
場棟パープルライトアップなどを実施
・長崎県男女共同参画推進員等による地
域へ資料等の配布を実施
【成果】
配偶者等からの暴力防止に対する教育・
啓発に寄与した。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・性犯罪指定捜査員のスキルアップ
・性犯罪捜査用資機材の充実
・児童被害の性犯罪への対応強化

【今後の取組】
・対応警察官の捜査能力向上（幹部への指
導教養、巡回教養及び捜査マニュアルの
作成）
・性犯罪捜査用資機材の活用
・性的マイノリティへの理解と配慮

【課題解決に向けた具体的な取組】
・これまで女性警察官への指導・教養を主
としていたが、男性被害者への対応や性的
マイノリティへの対応を習熟するために性
別を問わず全警察官への指導・教養を強
化
・昨今の犯罪情勢に応じた新たな性犯罪捜
査用資機材を購入
・児童を被害者とする性犯罪については関
係機関と連携の上、聴取方法等について
慎重な取扱いを徹底するよう指導

捜査第一課

・犯罪被害者支援専門の部内カウン
セラーが2人しかいないため、有資
格（臨床心理士・公認心理師）者の
増員が必要である。

【今後の取組】
・公認心理師、臨床心理士等の資格を有す
る部内カウンセラーの確実かつ十分な配置
に努めるとともに、カウンセリング技能を有
する警察職員に対し、専門的な研修を実施
することにより、その技術・能力の向上に努
め、当該職員を積極的に活用し、犯罪被害
者等に対するカウンセリングを実施する。
　また、部外の精神科医、公認心理師、臨
床心理士等の協力を得て、公費支出制度
を利用するなどして、犯罪被害者等がその
要望に応じて適切なカウンセリングを受けら
れるよう配慮する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・臨床心理士資格等を有する犯罪被害者
支援専門の部内カウンセラーの増員を図
る。

広報相談課

・多くの県民の方に相談窓口の周知
だけではなく、性暴力被害予防につ
いて効果的な広報・周知を図る必要
がある。

【今後の取組】
・引き続き、「サポートながさき」の広報・周
知を実施する。
・性暴力被害予防のため、効果的な広報･
周知を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・相談カード配布、チラシ・ポスターの掲
示、県ホームページや新聞等への掲載な
どにより効果的な広報・周知を図る。
・若年層の性暴力被害予防月間等に相談
カードの配布、チラシ･ポスターの掲示、横
断幕の掲揚を行い効果的な広報･周知を図
る。

男女参画・
女性活躍推
進室

【活動】
・性犯罪指定捜査員の指定（性犯罪被害
者の希望を踏まえた性別の捜査員が対応
できるように、男女双方の警察官を指定。
令和３年９月１日現在男性警察官49人、女
性警察官86人を指定、令和４年４月１日現
在男性警察官48人、女性警察官95人を指
定。
・捜査員に対する専科・教養の実施
・性犯罪被害相談電話（「♯8103」（ハートさ
ん））の設置
・性犯罪捜査における協力医療機関との連
携
・各警察署における性犯罪捜査見分検証
用人形、代替服の整備
・性犯罪被害者の初診料・診断書料・緊急
避妊措置・性感染症検査等経費の支出

【成果】
・被害者の精神的負担を軽減するために、
被害者の希望する性別の警察官が対応す
ることとしている。
・被害者の精神的・身体的負担に配慮した
捜査手法を推進し、必要な機材を全署に
整備している。
・協力医療機関との連携強化により、夜間
等急訴の場合にも性犯罪被害者の病院受
診等の対応が可能となった。

③性暴力被害
者支援体制の
充実
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【活動】
・カウンセリング支援制度に基づき、部内カ
ウンセラー又は長崎県臨床心理士会が推
薦するカウンセラーの協力を得て、犯罪被
害者等に対するカウンセリングを実施した。
・令和４年度の警察官採用試験において
心理捜査官としての新規採用者はいな
かったものの、心理捜査官となり得る公認
心理師(国家資格)を広報相談課犯罪被害
者支援室の警察官が取得した。

【成果】
・カウンセリング実施件数
H30年度:77回、R1年度:17回、R2年度：
105回、Ｒ3年度：128回、R4年度：44回

【活動】
・県ホームページや広報誌等の活用、イベ
ント、長崎県男女共同参画推進員等により
リーフレット等を配布し、性暴力被害者支
援「サポートながさき」の広報・周知を実施

【成果】
・性暴力被害者支援の広報・啓発に寄与し
た。

①性犯罪被害
者への配慮

②カウンセリン
グの充実
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・性暴力被害者等がいつでも相談
窓口につながり支援を受けられるよ
う体制を充実させる必要がある。

【今後の取組】
・引き続き夜間休日対応コールセンターと
連携を図る。
・体制の充実のための人材育成・人材確保
を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・夜間休日コールセンターについて、引き
続き啓発カードやリーフレット、ポスター、
ホームページ等を活用し更なる周知を図
る。
・犯罪被害者支援センター等と被害者支援
員ボランティア養成講座等による相談員の
後継者となる人材の育成を図る。

交通・地域
安全課

・携帯電話の所持率が増えている
が、フィルタリングの利用率は啓発
が十分に行き届いておらず横ばい
の状況である。

【今後の取組】
・フィルタリングやペアレンタルコントロール
（子どものスマートフォン等の使用状況を保
護者が把握したり、安全管理を行ったりす
るしくみ）の有効性について啓発し、子ども
のメディア環境改善を進める。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・メディア事業もココロねっこ運動の一環と
位置付け、ココロねっこ指導員による巡回
説明でもメディア環境改善の啓発を行う。
・メディア講習会等を通じ、フィルタリングに
加えペアレンタルコントロールについても、
有効性・必要性について保護者や児童生
徒の理解を深め利用率の向上を図るととも
に、指導員が最新の情報に基づいた講演
を提供できるよう、引き続きメディア安全指
導員の専門性の向上を図る研修会を行う。

こども未来
課

･県立保健所において、生涯を通じ
た女性の健康の保持増進等を図る
ことを目的として、健康教育事業を
実施しているが、若者に広く、正しい
知識普及を行うためにも、地域の関
係機関との役割分担や連携を図り
ながら、事業展開を行う必要があ
る。
・プレコンセプションケアの視点か
ら、将来の妊娠、出産に向けた健康
管理を男女双方ができるよう支援が
必要である。

【今後の取組】
･思春期保健関連事業は、学校保健でも性
教育として実施されており、また思春期の
精神保健としても従来から活動が行われて
いるため、地域の関係機関との役割分担を
行い、引き続き実施していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・既実施校については、学校で継続して実
施ができるよう、教育資材の提供や助言を
行う。
・高校生向けの健やかな妊娠・出産サポー
トブックについて、プレコンセプションケアの
視点を取り入れ、最新のデータや適当な表
現であるかという観点からも適宜見直しを行
ない、継続して作成・配布する。

こども家庭
課

【活動】
・乳幼児の保育・教育関係者へ向けて乳幼
児期とメディアについての研修会を行い、
受講者から同僚・保護者等へ情報発信し
てもらうことで、メディアとのよりよい付き合
い方についての周知・啓発を行った。
・また、子どもや保護者のメディアリテラ
シーの向上や、ネットの有害情報から子ど
もを守るため、メディア安全指導員を学校
や公民館などに派遣した。

【成果】
・R3フィルタリング利用率：62%（目標：67%）

①健やか親子サポート事業（再掲）
【活動】
・県立保健所において、思春期の健全な母
性、父性の育成並びに妊娠、出産、子育
て、更年期等各ライフステージに応じて適
切な自己管理ができるよう健康教育を実施
するとともに、今年度は県体育保健課と連
携を図りながら健康教育を実施することが
できた。
・また、身近な保健所において思春期等の
相談に対応できる体制の推進を図った。

【成果】
・健康教育開催回数
Ｒ2：21回　R3：11回　R4:20回

②妊産婦相談支援ネットワーク構築事業
【活動】
・高校生向けの健やかな妊娠･出産サポー
トブックを作成・配布を行い、啓発を図っ
た。
【成果】
・サポートブック配布数
R２：6,196冊、R3：5,900冊、R4:5,900冊

③母子保健専門強化事業（妊活LINE)
【活動】
LINEを活用した相談事業
登録者数：71人
相談件数：92件

④子どもを取り
巻く有害環境
対策の推進

③性暴力被害
者支援体制の
充実
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【活動】
・国設置の夜間休日対応コールセンターを
活用し、性暴力被害者支援「サポートなが
さき」の運営時間外においても相談を受け
付けられる体制とした。
・「サポートながさき」において、電話・面接
相談、付添い、情報提供などの支援を行う
とともに、関係機関・団体等と連携し、医
療・法律相談などの必要な支援を行った。

【成果】
・相談対応件数
   H30　    R1       R2　　　  R3　　　 R4
  488件   347件　 478件　 500件　 501件

⑤子どもへの
適切な性教育
の実施
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・スマートフォンの普及に伴い児童
生徒を取り巻くネット環境は日々、高
度化・複雑化していることから、ネット
トラブルの未然防止及び早期対応
のための取組を一層推進する必要
がある。
・高校の情報科教員や生徒指導部
所属の教員など特定の教職員だけ
ではなく、すべての職員の意識を高
め、日常的な教育活動を通して、生
徒の情報モラルを高めていく必要が
ある。

【今後の取組】
・引き続き、県内の全ての公立学校で情報
モラル教育教材「ＳＮＳノート・ながさき」の
活用などを通し、情報モラル教育の推進に
努める。
・GIGAスクール構想による一人一台タブ
レット端末等の配布による新たな情報モラ
ルに関するトラブル等に対応できるような対
策を考える。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・「長崎っ子の心を見つめる教育週間」にお
いて、情報モラル教育教材の活用をすべて
の学校で取り組む重点目標として引き続き
設定する。
・ＬＩＮＥ社と連携して、情報モラル教育推進
に向けた定期的、継続的な協議を進める。
・タブレット端末等に対応できるような情報
モラル教育教材「ＳＮＳノート・ながさき」の
更新、改定を進める。
・職員の指導スキル向上を図るための研修
動画等を作成したり、各高校における情報
モラル教育の企画・立案に際し、必要に応
じて県教委が指導助言を行ったりすること
を通して、情報モラルの指導に関わる教員
の資質向上と各高校の実情に応じた情報
モラル教育の実現を図る。

児童生徒支
援課
義務教育課
教育DX推
進室

体育保健課

【活動】
・すべての公立中学校・高等学校に対し、
命の尊さや家庭生活・家族の大切さなど、
自分の将来を考えさせる教育（講座等）を
実施するよう要請した。
・H28,29年度は、こども政策局と連動しなが
ら、教職員、母子保健関係職員を対象にし
た性に関する教育指導者養成研修を実施
した。
・H29年度からは、管理職員や保健主事等
に必要な知見を深めるために「学校におけ
る現代的な健康課題対応等研修会」にお
いて「性に関する教育」をテーマに、専門
医からの講演を実施した。県内2地区で各1
回開催した。
・学校保健総合支援事業（文科省委託事
業）で、産婦人科医、助産師を学校へ派遣
し、児童生徒への講演を実施した。
・R2年度からは、長崎県学校保健専門医
派遣事業で産婦人科医を学校へ派遣し、
児童生徒への講演を実施した。

【成果】
・性に関する教育実施実績（実施率）
  H30　   R1       R2
 100％  100％  100％
（講演会の理解度）
　R3　　　R4
97.6％ 97.6％
　受講者総数　5,812名
　＜生徒の理解度＞
　大変理解できた ： 3,072名
　やや理解できた ： 2,603名
・指導者養成研修参加実績（参加者数）
H29:389人
・健康課題研修会参加実績（参加者数）
H30:275人、R1:312人、R2:218人、R3：173
人、R4：68人
・専門医等派遣実績
産婦人科医
H30:12回、R1:11回、
R2:9回、R3:４８回、R4：52回
助産師
H30:12回、R1:15回、
R2:派遣なし、R3:５回、R4：派遣なし

・目標値は達成しているが、将来に
わたって性に関する適切な行動が
取れるよう、生徒の発達の段階をふ
まえ、集団指導と個別指導の連携を
密にした効果的な指導を継続して
行っていく必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、命の尊さや家庭生活・家族の大
切さなど、自分の将来を考えさせる教育を
普及させるために、専門医を派遣した講座
等の実施や学校で指導にあたる人材に対
する指導力向上研修会の充実を図ってい
く。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①すべての公立中学校・高等学校に対し、
命の尊さや家庭生活・家族の大切さなど、
自分の将来を考えさせる教育（講座等）を
実施するよう要請する。
②管理職員や保健主事等に必要な知見を
深めるために「健康課題対応等研修会」に
おいて「性に関する教育」をテーマに、専門
医からの講演を実施する。
③専門医等派遣事業を計画し、産婦人科
医、助産師等を学校へ派遣し、児童生徒へ
の講演を実施する。その際に、学校の課題
等を踏まえた講演となるよう、事前の打ち合
わせを実施するよう促す。また、講演後も集
団指導と個別指導の関連を図りながら継続
的な指導を実施するよう要請する。
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⑥子どもの情
報モラル教育
の推進

【活動】
・平成31年に児童生徒がインターネットやＳ
ＮＳを適正に利用できるよう、ＬＩＮＥ株式会
社と共同で情報モラル教育教材「ＳＮＳノー
ト・ながさき」を作成
・令和元年度から「長崎っ子の心を見つめ
る教育週間」において、情報モラル教育教
材「SNSノート・ながさき」の活用を重点目標
に設定し、情報モラルについての学びを実
施
・１人１台端末の整備に伴い、令和４年度
に、各高校の情報モラル教育担当者に対
して研修を実施した。
・令和4年度に教員向け人権教育・啓発冊
子「人権教育を進めるために第52集」を作
成し、その中に「SNSノートながさき」を使っ
た実践を掲載し、各学校での活用を促し
た。

【成果】
・「ＳＮＳノート・ながさき」を活用し、情報モ
ラル教育を実施した学校は、令和４年度９
６％であるなど、児童生徒の情報モラルの
育成が図られている。
・講義や協議を通して具体的な事例共有を
することで、今後の各学校におけるより実
践的な情報モラル教育や職員研修の充実
が期待される。

⑤子どもへの
適切な性教育
の実施
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標８　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・親族等の被害意識及び危機意識
が希薄であり、保護対策が困難であ
る。

【今後の取組】
・被害者の親族の実情に応じた保護対策の
実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・被害者の親族等に事案の特性、危険性
等を説明し、避難等の保護対策に対する
理解を得るとともに、自治体等行政機関と
連携し、被害者等への各種支援を図る必
要がある。

人身安全・
少年課

・被害者等の危機意識及び自主防
犯意識の向上と被害申告への意識
啓発

【今後の取組】
・あらゆる警察活動を通じた防犯指導等の
実施

【課題解決に向けた具体的な取組】
・防犯講話だけでなく、巡回連絡や交番・
駐在所協議会等を通じた広報活動を実施
する。
・関係機関と連携した広報・啓発活動を実
施し、広く県民の意識啓発の推進に努め
る。

人身安全・
少年課

(
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①被害者の親
族等の支援及
び防犯対策

【活動】
・被害者及びその親族の意向を踏まえ、親
族等の携帯電話の110番通報者登録シス
テムへの登録、携帯型緊急通報装置等装
備資機材の貸出し、親族方に対するパト
ロール等警戒活動の保護対策を実施

【成果】
・被害者だけでなく、親族等に対する保護
対策を講ずることで親族等の被害防止に
つながっている。

②広報・啓発
の推進

【活動】
・学校、企業 、地域等における防犯講話や
地元テレビ、ラジオ局の番組内における広
報
・ミニ広報紙、県警のホームページ、ＳＮＳ
等を活用した広報・啓発活動の実施

【成果】
・防犯講話の参加者に対し、ストーカー事
案等の危険性や警察の取り得る措置を説
明することで、自主防犯意識の向上だけで
なく、届出の必要性や警察措置への理解
を得られている。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・ひとり親家庭は、不安定な就労形
態などで困窮している家庭が多く、
社会的に孤立しやすいため、既存の
支援施策を知らないなど、支援につ
ながりにくい。

【今後の取組】
・既存の支援施策の確実な実施
・支援施策の更なる周知
・住宅支援資金の貸付等支援の強化

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種支援制度をまとめたガイドブックを活
用し、引き続き各種支援制度の更なる周知
に努める。
・県内市町における貧困対策事業の構築に
向け、統括コーディネーターとともにノウハウ
の提供や課題解決に向けた支援を行う。

こども家庭
課

・既存の支援施策を知らないひとり
親家庭が一定数存在し、支援につな
がりにくい。

【今後の取組】
・相談窓口や支援施策の周知

【課題解決に向けた具体的な取組】
・各種支援制度をまとめたガイドブックを活
用し、引き続き各種支援制度の更なる周知
に努める。
・（一社）長崎県母子寡婦福祉連合会主催
の令和５年度長崎県全国母子寡婦福祉研
修大会の開催により、外部へ母子会の活動
等 を発信する。

こども家庭
課

・公営住宅と社会福祉施設の一体的
整備は、社会福祉施設部分の整備
方針等の把握が住宅部局ではでき
ないため、事業化が困難

【今後の取組】
・県営住宅における優先入居の継続

【課題解決に向けた具体的な取組】
－

住宅課
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)
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基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標９　生活上の困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

基本計画 取組実績（活動及び成果）

(

1

)

ひ
と
り
親
家
庭
の
生
活
安
定
と
自
立
促
進

①自立援助の促
進

【活動】
・母子・父子自立支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定事業
・ひとり親家庭等自立促進ｾﾝﾀｰ事業
・給付金事業
・児童扶養手当の給付
・母子父子寡婦福祉資金の貸付
・ひとり親高等職業訓練促進資金貸付事業

【成果】
・ひとり親への就労支援や相談対応、各種
手当、給付金の支給などを通じ、ひとり親世
帯の自立につながった。

②相談援助体
制の充実

【活動】
・母子・父子自立支援員の設置
・ひとり親家庭等生活向上事業
・ひとり親家庭等日常生活支援事業
・長崎県母子寡婦福祉連合会運営費補助
・ひとり親家庭指導者人材育成事業補助

【成果】
・自立支援プログラムの策定や各種支援事
業の実施により、ひとり親家庭への各種
サービスの提供を行った。
・総合相談窓口の設置により、相談体制の
強化ができ、多くのひとり親を支援につなげ
ることができた。

③公営住宅へ
の優先入居

【活動】
ひとり親世帯向住宅を設定し、抽選の優遇
を実施

【成果】
R2、3年度の2年間で92世帯が入居
R4年度は62世帯が入居

①貧困を抱え
た人への支援

【活動】
・生活困窮者自立支援法に基づき、福祉事
務所設置自治体（市・小値賀町・県）におい
て、自立相談支援事業、就労準備支援事
業、一時生活支援事業、家計改善支援事
業及び子どもの学習・生活支援事業等の実
施、住居確保給付金の支給その他の支援
を行うための所要の措置を講じ、生活保護
に至る前の段階の自立支援の強化を図る。
・児童養護施設等入所児童の大学等進学
の機会を増やすため、高校在学中の学習
塾費用を助成した。
・長崎県子どもの貧困対策統括コーディ
ネーターを配置し、市町に対して子どもの
居場所づくり等に係る事業構築に向けたノ
ウハウ提供を行うほか、学校教員や学童支
援員などの支援員に対するソーシャルワー
ク力向上を図る研修を実施。また、長崎県
ひとり親家庭等自立促進センター内に長崎
県子どもの貧困総合相談窓口と妊娠ＳＯＳ
相談窓口を設置し、保護者や支援者に対
する相談対応等を行った。

【成果】
・必須事業（自立相談支援、住居確保給付
金の支給）以外の任意事業（就労準備支援
事業、一時生活支援、家計改善支援、子ど
もの学習・生活支援）については、各自治
体の状況に応じて実施。
・児童養護施設等入所児童の大学進学率
が上昇した。
・R4年度は貧困対策コーディネーターと11
市町を訪問し、事業構築や事業見直しに向
けたノウハウ提供等を行うとともに、学童支
援員と学校教員に対しソーシャルワーク力
向上研修を行った。

・長期化する新型コロナウイルス感染
症の影響による多様な相談ニーズへ
の対応が必要。
・国はR４年度までに、就労準備支援
事業及び家計改善支援事業（任意
事業）を全自治体で実施することを
目標としているが、県内自治体の実
施率は十分ではない。
・児童養護施設に入所する児童の大
学等進学率は上昇傾向にあるが、県
内高校生の進学率と比べると較差が
ある。
・保護者の収入や家族形態により、
子どもについては規則的な生活習
慣の程度や、学習機会、理解度、希
望する学校段階（学歴）、保護者に
ついては気持ちの不安定さ、体調、
社会的孤立の状況に差があるほか、
支援制度を知らない世帯が一定数
存在する。

【今後の取組】
・新型コロナウイルス感染症の影響に対応し
た相談体制の強化を図る。
・就労準備支援事業及び家計改善支援事
業の全自治体実施を目指し働きかけを行
う。
・前年度の取り組みを継続し、確実に支援
につなぐ仕組みづくりの構築、子どもへの直
接的な支援の充実、保護者への相談支援
等を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・任意事業未実施自治体に対しヒアリングを
行うなど、積極的な働きかけを行う。
・令和２年度に作成した各種支援制度をまと
めたガイドブックを活用し、各種支援制度の
更なる周知に努める。
また、支援が必要な保護者や支援者への相
談対応等を行うため、引き続き長崎県子ども
の貧困総合相談窓口と妊娠ＳＯＳ相談窓口
を設置する。

福祉保健課
こども家庭
課
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標９　生活上の困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・社会参加活動の場に関する情報発
信の不足などにより、意欲のある高
齢者が、具体的な社会参加活動に
取り組めていないケースがある。
・高齢期にいたる前に、地域社会と
の関わりをほとんど持っていなかった
人は、社会参加活動に取り組まない
傾向にあり、特に男性に多くみられ
る。

【今後の取組】
・高齢者の社会参加支援に対する施策の再
構築。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・市町と連携した社会参加の機運の醸成に
向けたセミナーの開催
・社会参加活動について、市町から情報を
集約し、高齢者に情報提供していく。
・高齢者に身近な市町における相談支援体
制の強化。

長寿社会課

・企業における高齢者雇用の推進等
により、会員数が減少傾向にある。

【今後の取組】
・シルバー人材センター事業の一層の発
展、拡充を図るため、公益社団法人シル
バー人材センター連合会に対して補助金を
交付

【課題解決に向けた具体的な取組】
・新たな業務の掘り起こし
・割合が低い女性会員の新規掘り起こし

雇用労働政
策課

・高齢者向け優良賃貸住宅について
は、国の制度に基づき民間業者が
供給するため、県の直接的なコント
ロールが困難。
・県営住宅は、入居者が居住してい
る既設改善事業が主体であり、工事
着手のための合意形成などに時間
がかかるため、大幅な増加は困難。

【今後の取組】
・高齢者向け優良賃貸住宅の家賃補助に
ついては継続。
・県営住宅の改善については継続。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・これまで同様、事前の説明会等を通じ、事
業必要性をご理解いただく。

住宅課

・引き続き福祉のまちづくり推進協議
会において進捗状況の報告や専門
家からの意見聴取を行いながら、特
定生活関連施設のバリアフリー化の
普及啓発に努める。

【今後の取組】
・福祉のまちづくり推進協議会の引き続きの
開催

【課題解決に向けた具体的な取組】
・従前のとおり進捗報告及び意見聴取を行
いながら、関係機関との連携を一層深めて
いく。

福祉保健課

【活動】
・高齢者が就業から社会参加まで気軽に相
談できる窓口をH29.3.27に開設（個別相談
や関係機関の紹介など相談者の希望に即
したマッチング支援、高齢者向けセミナー
の開催等）

【成果】
センター登録者数
H30:464人、R1:613人、R2:73人、R3:157
人、R4:194人
進路決定者数
H30:198人、R1:299人、R2:20人、R3:136
人、R4:178人

【活動】
・シルバー人材センター事業の一層の発
展、拡充を図るため、公益社団法人シル
バー人材センター連合会に対して補助金
を交付

【成果】
シルバー人材センター会員数
R3:5,557人
R4:5,383人

【活動】
①国の制度に基づくバリアフリーなどの一
定の整備基準を満たした、民間建設型の高
齢者向け優良賃貸住宅への家賃補助。
②県営住宅の改善等によるバリアフリー化
の推進。

【成果】
①県内で147戸の供給実績。
②県営住宅のバリアフリー化率
　55.5%（R3年度末時点）
　55.5%（R4年度末時点）

②高齢者の自
立支援

【活動】
・福祉のまちづくり推進協議会を開催し、バ
リアフリー化施設の進捗状況を報告すると
共に、専門家からの意見聴取を行った。

【成果】
R3年度長崎県福祉のまちづくり推進協議
会開催数:2回
R4年度長崎県福祉のまちづくり推進協議
会開催数:2回

③障害のある
人への支援
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標９　生活上の困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・高齢者、障害のある人、外国人の
方、性的少数者などへの人権侵害
は絶えず、人権意識醸成の重要性
が増してきている。

【今後の取組】
・様々な人権問題の解決のためには、人権
全般についての理解や人権意識の醸成が
大事であり、人権問題の本質や身近な問
題、新しい問題などを取り上げた教育・啓発
を今後も継続し、いろいろな場や機会をとら
えて、教育・啓発活動を推進していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・一般県民、教育関係者、企業などを対象と
した各種研修会、イベント等により、人権意
識の醸成を図るための教育･啓発を行って
いく。

人権・同和
対策課

・令和3年度は、地区別人権教育研
修会を県内９地区にて参集型で行う
予定だったが、新型コロナウイルス感
染症の影響により、参集型研修は3
地区の開催となり、以降はオンデマ
ンド型の研修となった。新型コロナウ
イルス感染拡大により、参集型で研
修を行うことが難しい状況が数年続
いている。

【今後の取組】
・教員向け人権教育・啓発冊子「人権教育
を進めるために」の作成と、地区別人権教
育研修会の継続的な実施。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・R4に実施した教員実態調査の結果を踏ま
えた研修資料を作成し、個別の人権課題や
教員のニーズに対応した研修会を実施す
る。
・令和5年度は、地区別人権教育研修会を
県内９地区にて参集型で行う予定である。

義務教育課
高校教育課
特別支援教
育課

③障害のある
人への支援

【活動】
①障害者芸術祭開催助成事業
・障害者芸術祭開催費用の補助を行い、障
害者の文化・芸術活動の振興、社会参加、
障害のある人とない人の相互理解、障害者
福祉に対する県民への理解の促進を進め
た。
・内容（補助事業）：「演舞、合唱、器楽演奏
等」、「障害のある人とない人が一緒に集っ
た「大地讃頌」の合唱」、「障害者の芸術作
品展」、「障害者グループの即売コーナー」

②障害者理解促進事業
・県民を対象に「心の輪を広げる体験作文」
及び「障害者週間のポスター」を公募するこ
とにより、障害者福祉に対する県民への理
解を広げ、互いの理解を深めた。
・内容：「心の輪を広げる体験作文」及び
「障害者週間のポスター」の募集・審査・表
彰、入賞作品集の作成及び学校等に配
布、県知事賞受賞作品の内閣府への推薦

【成果】
①障害者芸術祭開催助成事業
・芸術祭参加人数＜年度(開催地)＞
H30:時津町　R1:五島市　　　　R3：平戸市
R4:南島原市
　R2は新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため作品展のみ実施
＜人数＞
H30:約1,300人、R1:約1,500人、R3：約
1,300人、　R4: 約700人

②障害者理解促進事業
・応募作品数
（作文）H30:65点、R1:119点、R2:93点、
R3:118点　R4:95点
（ポスター）H30:56点、R1:51点、R2：55点、
R3:44点　R4:55点

①障害者芸術祭開催助成事業
・県内の多くの障害者が参加の機会
を得られるよう、県内各地を回って開
催している関係で、開催地によって
は演目出演者の募集に対する応募
が少ないケースがある。

②障害者理解促進事業
・作品数（ポスター）の応募数につい
て、近年減少傾向にある。
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④県民の人権意
識の醸成

【今後の取組】
①障害者芸術祭開催助成事業
・県内各地を回ることで、開催地周辺の参加
者が参加しやすくなる一方で、それ以外の
地区の参加者には負担が生じ、人□の少な
い地域では、出演者・参加者の確保が難し
くなる場合もあるが、各地区の障害者に芸
術祭に参加する機会を提供できるよう、今
後も県内各地で開催する。

②障害者理解促進事業
・広報活動の強化等により更なる周知を行
い、応募数を増加させる。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①障害者芸術祭開催助成事業
・演目出演者の応募が少ない可能性のある
地域での実施の際は、その地区だけでなく
近隣地区の関係団体等にも実行委員会に
加入いただくことで、他地区での出演者の
呼びかけ等を積極的に依頼する。

②障害者理解促進事業
・県内の各学校に作品提出に係る依頼を文
書で行っているが、夏休みの自由課題の１
つとして取り扱っていただくよう併せて依頼
を行うことで、作品応募数の増加に繋げる。

障害福祉課

【活動】
・県人権教育啓発センターにおいて、人権
に関する各種リーフレットの配布や図書、ビ
デオの貸し出しなどにより啓発を行った。
・県民の人権意識の醸成のため、学校、地
域社会、職場等において、講演会、研修会
等の実施やインターネット、マスメディアの
活用、啓発冊子の発行・配付など、あらゆる
場や機会を通して人権教育・啓発を行っ
た。

【成果】
・県の取組に関する県民意識アンケートで
は、「人権意識を持って生活していると思う
人」の割合が前年度を下回った（R３年度：
76.2％→R４年度：73.6％）ものの、各種講
演会、研修会等においては、参加者の「理
解し行動意欲を示した人」の割合が目標の
90％を超えており、参加者への人権に対す
る理解と認識を深めることができた。
【活動】
・令和２年度に教員向け人権教育・啓発冊
子「人権教育をすすめるために51集」を、令
和４年度に教員向け人権教育・啓発冊子
「人権教育をすすめるために第52集」を作
成し、県内公立学校全教員に配布した。本
冊子では、教員の人権教育に関する知的
理解を深めるため、性の多様性、新型コロ
ナウイルス感染症に関する差別や偏見に
ついて、人権に関する新しい法律について
も項目を立てて掲載している。

【成果】
・令和4年度に人権教育についての校内研
修を実施した学校は、小・中学校ともに１０
０％であった。障害のある人の人権をはじ
め、さまざまな人権課題についての研修を
実施している。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・「地域で活動するスポーツ指導者
育成講座」は令和3年度と4年度の2
カ年実施したものの、県内の総合型
地域スポーツクラブの中には、まだ
高齢者が参加できる種目が無いクラ
ブもあるため、“いつまでもスポーツ
を楽しめる環境づくり”を引き続き支
援していく必要がある。

【今後の取組】
・高齢者も参加できる種目の新設や、市町
行政と連携した介護予防教室の開設等に
向け、総合型クラブや市町に対し、先進優
良事例の紹介等を行っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県内の総合型クラブ関係者や行政担当者
が一同に介する研修会において、高齢者
向け事業の先進クラブから、高齢者向け事
業に取り組むきっかけや現在の事業内容、
今後、高齢者向け事業に取り組みたいク ラ
ブに対するアドバイス等について発表して
もらう。

スポーツ振
興課

・新型コロナウイルス感染症の影響
により実施回数が減っていたが、コ
ロナ前の状況に戻りつつある。

【今後の取組】
保健所、市町、協会けんぽ等の関係機関
からも働きかけ、健康教育の機会を作って
いく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・企業形態や業種等、事業所の抱える健康
課題とマッチングさせた健康教育を提供す
る。

国保・健康
増進課

・各ライフステージに応じた相談支
援体制の構築
・今後はプレコンセプションケアの視
点から女性だけでなく男性の健康増
進も支援していく必要がある。

【今後の取組】
・思春期保健関連事業は、学校保健でも性
教育として実施されており、また思春期の
精神保健としても従来から活動が行われて
いるため、地域の関係機関との役割分担を
行ない、引続き実施していく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・連絡調整会議や保健師等の専門職への
研修会の開催
・既実施校については、学校で継続して実
施ができるよう、教育資材の提供や助言を
行う。
・県立保健所に性と健康の相談センターを
設置。妊活LINE相談事業の実施により、相
談体制の充実を図る。
・女性の健康（不妊や妊活）に関するセミ
ナーの開催

こども家庭
課

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標10　生涯を通じた健康支援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

【活動】
・「健康長寿日本一の長崎県づくり推進事
業」において、令和3年度に引き続き「地域
で活動するスポーツ指導者育成講座」を長
崎県総合型地域スポーツクラブ連絡協議
会に委託して実施した。健康づくりや介護
予防に特化したスポーツ指導者を育成す
るための講座で、令和4年度は全10回の基
礎編のオンライン講座に加え、応用編の講
座を3回開催した。

【成果】
基礎編7名、応用編第1回8名、第2回15
名、第3回9名が受講した。受講後に総合
型地域スポーツクラブでの指導に携わった
方や地域公民館で介護予防教室を開設し
た方もおり、地域スポーツの振興を担う人
材の育成が図られた。

(

1

)

生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援

②女性の健康
保持のための
相談･指導の
充実

【活動】
・県立保健所において、思春期の健全な
母性、父性の育成並びに妊娠、出産、子
育て、更年期等各ライフステージに応じて
適切な自己管理ができるよう健康教育を実
施した。
・現在身近な保健所において思春期等の
相談に対応できる体制を作っているが、さ
らに妊娠、不妊、更年期等気軽に専門職
に相談が可能なLINE相談を実施し、相談
体制の充実を図った。
・市町が妊娠期から子育て期にわたるまで
の切れ目ない支援を実施するため、市町
を対象とした連絡調整会議や保健師等の
専門職への研修会を実施した。

【成果】
①健康教育開催回数
　   Ｒ2  　　R3　　　R4
　 21回　　11回　　20回
②女性の健康支援（相談）
 　  Ｒ2　　　R3　　　R4
  267件　 769件　421件
③妊活LINE（R４）
登録者数：71人
相談件数：92件
④産後ケアをテーマに子育て世代包括支
援センター職員を対象に研修会を開催し
た。

【活動】
働き盛り世代の健康づくりを促進するため
の事業所に出向いて健康教育を実施する
職場の健康づくり応援事業を実施した。

【成果】
健康教育開催回数
    　　　R1　　　R2　　　 R3      R4
        33回　　14回　　21回    38回

①健康長寿対
策の推進
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標10　生涯を通じた健康支援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

(

1

)

生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援

・乳がんは40～50歳代の罹患率が
高いため本人・家族への影響が大き
く、また、子宮頸がんの発症は20代
後半から急増するが、どちらも検診
受診率が低い。
・ＡＹＡ世代（15歳以上40歳未満）の
がん患者に対して、治療に伴う生殖
機能への影響等ライフステージに応
じた情報提供と支援体制の強化が
求められている。

【今後の取組】
・第3期長崎県がん対策推進計画に基づ
き、引き続き、市町及び医療機関等関係機
関と連携し、がんの死亡者数を減少させる
ためのがん対策を推進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・R3年度に妊孕性温存医療に対する助成
を開始し、R4年度、さらに温存後生殖補助
医療にも支援対象を拡大した。

医療政策課

①妊娠・出産
に係る女性へ

の支援

こども家庭
課

②福祉医療費助成費
・各自治体で助成しているが、財政
力等によりその内容に自治体間で
差が生じている。

③母子保健専門強化事業
・ATL陽性率は減少傾向にあるが、
依然一定の陽性者が存在する。

②福祉医療費助成費
【今後の取組】
・本来医療については、全国どこに住んで
いても同じ条件で受けられることが望ましい
ことから、全国統一の医療費助成制度の創
設を国に求める。また、令和5年度から高校
生世代への医療費助成を開始した。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・引き続き、国に対し、全国知事会や政府
施策要望等を通じ求めていく。

③母子保健専門強化事業
【今後の取組】
・感染予防に取り組むとともに、相談体制の
充実を図っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・協議会での議論を踏まえ対策を推進す
る。
・保健所や医療機関と連携しながら相談体
制の充実に努める。

③がんによる
死亡者数の減
少

【活動】
・各種イベントやがん予防推進員によるが
ん検診受診の普及啓発、協定企業と連携
した講演会を実施し、県民への周知を行っ
た。
・がん診療連携拠点病院強化事業及びが
ん診療離島中核病院等機能強化事業等
による診療連携体制の強化を通した県内
のがん診療の水準向上や均てん化の推進
を図った。
・緩和ケア医師研修等を実施し、県内の医
療従事者の人材育成に取り組んだ。
・県がんピアサポーターを養成して拠点病
院等へ派遣し、相談体制の拡充を図った。

【成果】
がん年齢調整死亡率（75歳未満）
H30　78.7（全国　71.6）
R1　  74.9（全国  70.0）
R2　　77.0（全国  69.6）
R3　　72.3（全国  67.4）
  ※参考　女性 56.5　　男性  90.1
R4　  算定中

①母子特定疾病対策費
【活動】
・身体に障害のある児（育成医療）・未熟児
（養育医療）に対し医療等の給付を行った

【成果】
・育成医療給付実人員
H30:602人、R1:458人、R2：428人、R3:506
人、R4:449人
・養育医療給付実人数
H30:262人、H31：253人、R2：262人、R3：
270人、R4:229人

②福祉医療費助成費
【活動】
・乳幼児（0歳～就学前）、ひとり親家庭の
親と子の医療費の一部助成を行った。ま
た、H30年度からは乳幼児医療費につい
て、柔道整復施術療養費の受領委任払い
を開始した。令和５年度から高校生世代へ
の医療費助成を開始するため、市町に対
して、準備経費の補助を行った。

【成果】
・助成実績
R2：810,989千円、R３：928,370千円、R４：
873,887千円

③母子保健専門強化事業
【活動】
・検査費用助成により先天的な代謝異常
等の早期発見、専門家による協議会や講
演会の開催によりATL（成人T細胞白血
病）の感染防止等を図った。

【成果】
・ATL抗体検査陽性者数
　R2:４７人、R3：32人、R4：37人

(

2
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標10　生涯を通じた健康支援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

⑦妊産婦等相談支援ネットワーク構
築事業
・今後、地域において連携体制が構
築されるよう支援していく必要があ
る。

⑦妊産婦等相談支援ネットワーク構築事業
【今後の取組】
・各地域の状況に応じ、産科・精神科・小児
科・行政の関係性を深めた連携を構築す
る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・妊産婦等連絡相談窓口一覧表の改訂及
び活用
・産科・精神科・小児科・行政等の関係者が
参画するネットワーク協議会の開催及び症
例検討の実施。
・地域の関係機関が参加する連絡会議の
開催及び依頼があった市町会議等への産
科医師派遣の調整を行なう。

こども家庭
課

(

2

)

妊
娠
・
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に
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る
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健
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療
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策
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①妊娠・出産
に係る女性へ

の支援

⑥健やか親子サポート事業（再掲）
【活動】
・ライフステージに応じて適切な自己管理
ができるよう健康教育を実施し、保健所に
おいて不妊を含めた相談対応を行うことで
「健やか親子21」の推進を図った。

【成果】
・健康教育開催回数
①健康教育開催回数
　   Ｒ2  　　R3　　　R4
　 21回　　11回　　20回

④健やか親子21推進事業
・県内1箇所の発達障害者支援セン
ターに相談が集中しており、身近な
地域で相談ができ、必要な支援を
受けられる体制が整っていない。

⑤児童虐待ゼロプロジェクト事業

⑥健やか親子サポート事業
・各ライフステージに応じた相談支
援体制の構築。
・今後はプレコンセプションケアの視
点から女性だけでなく男性の健康増
進も支援していく必要がある。

④健やか親子21推進事業
【今後の取組】
・発達障害のある人やその家族が身近な地
域において支援が受けられる体制づくりを
進めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・一義的に相談支援を担う人材養成のため
の研修の実施
・個別事例への対応を通じた発達障害者
支援センターによる間接支援の強化

⑤児童虐待ゼロプロジェクト
【今後の取組】
・質問票の活用により虐待リスクのある母児
の早期発見を行い、支援につなげる

【問題解決に向けた具体的な取り組み】
・質問票の活用、医療機関と市町の連携を
図る

⑥健やか親子サポート事業
【今後の取組】
　プレコンセプションケアを含め、男女問わ
ず性や生殖に関する健康支援を総合的に
推進し、ライフステージに応じた切れ目のな
い健康支援を行う。

【問題解決に向けた具体的な取り組み】
・相談窓口を従来の女性健康相談と不妊
専門相談から性と健康の相談センターとし
て一本化。
・相談対応者への研修を実施し、支援体制
の充実を図る。

こども家庭
課

④健やか親子21推進事業
【活動】
・総合的な観点から発達障害児・者に対す
る支援を検討する協議会を設置し、県内の
関係機関による連携体制の構築を図った。

【成果】
・発達障害者支援センターによる関係機関
への支援件数
　　R2：153　Ｒ3:115　R4：102

⑤児童虐待ゼロプロジェクト事業
【活動】
・産科医療機関と行政が連携し、妊産婦を
早期に支援することで、心身の安定を図
り、児童虐待の発生予防に取り組んだ。

【成果】
・産科から市町に対し妊産婦の訪問を依頼
した件数
R2：703、R3:749、R4:704

⑦妊産婦等相談支援ネットワーク構築事
業
【活動】
・産科・精神科・小児科・行政の関係機関
が連携することにより、妊娠中から支援を
要する妊婦を早期に把握し、フォローアッ
プする体制の構築を図った。

【成果】
・妊産婦の受け入れ可能な精神科診療機
関リストの改定・配布により、産科・精神科・
行政における連携が強化された。
・協議会において症例検討を行ったこと
で、地域の課題や関係機関との連携体制
の構築の礎となった。

⑧出産・子育て応援交付金事業
【活動】
・伴走型相談支援の充実や出産・子育て
応援給付金の給付を行う市町に対し補助
を行った。

【成果】
・出産応援ギフト受給者数
R5:6,242人
・子育て応援ギフト受給者数
R5:4,311人
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標10　生涯を通じた健康支援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・県内周産期医療機関における情
報共有及び小児医療等との連携を
強化するため、周産期医療支援シ
ステム（すくすく）を普及させる必要
がある。
・分娩取り扱い施設が減少傾向にあ
る。
・乳児死亡率や新生児死亡率が全
国平均より高い。

【今後の取組】
・周産期医療体制及び医療従事者の確保・
充実を図るため、引き続き関係機関と連携
して事業を実施する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・小児周産期医療の専門部会において、医
療体制の現状及び課題を共有し、課題解
決に向けた検討を行う。

医療政策課

こども家庭
課

⑪特定不妊治療費助成事業
・年齢が高くなるほど妊娠・出産に至
る確率が低下し、妊娠・出産に伴うリ
スクが高くなる傾向がある。

⑪特定不妊治療費助成事業
【今後の取組】
※特定不妊治療費助成事業はR4年度で
事業終了。R5年度からは「不妊治療費助成
事業（県単）」で、保険適用の治療と併せて
行われる先進医療に対する助成を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・大学や企業を通じ若い世代に対し、妊娠・
出産・不妊に関する正しい知識の普及啓発
を図る。
・特に、不妊で悩む方に対しては、妊活ＬＩ
ＮＥ相談を実施し、妊活や不妊に関する悩
み等に適切に対応する。

①妊娠・出産
に係る女性へ

の支援

(

2

)
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⑩小児慢性特定疾病対策総合事業
【活動】
・毎年度、小児慢性特定疾病にかかってい
る児童に対し、医療費の給付等を行った。

【成果】
・助成実績（R2～R4年度）
R2：200,664千円、R3：195,107千円、R4：
177,810千円

⑪特定不妊治療費助成事業
【活動】
・高額な医療費がかかる配偶者間の不妊
治療に要する費用の一部を助成した。

【成果】
・助成件数
R2：553、R3：765、R4：288

②周産期医療
の充実

⑨子ども子育て支援事業
【活動】
・乳児家庭全戸訪問事業や必要と認めら
れる保護者に対し養育に関する相談等の
支援を実施する市町に補助を行った。

【成果】
・養育支援訪問実施件数（H29～R4年度）
H30：1,521件、R1：1,682件、R2：2,014件、
R3:1,846件、R4:1,689件

【活動】
①周産期母子医療センターの診療機能、
病床数、及び医師、看護師等の確保や処
遇改善を図るため、運営に係る支援を実
施し、地域における周産期医療体制の確
保を図った。
②周産期母子医療センターと、地域の産
科病院・診療所や在宅医療体制等との機
能分化・相互連携により、周産期医療を効
果的に提供できるシステムの整備を実施し
た。
③周産期医療関係者に標準的な母体救
命法などを普及させることにより、効果的な
母体救命システムの確立及び妊産婦への
質の高い医療の提供を図った。

【成果】
・県内NICU病床数について国の示す指針
（出生１万人当たり25～30床）を満たし、周
産期医療の充実を図ることができた。
【参考：出生1万人当たりの県内NICU病床
数】
（H27年末時点）24.5床
（R４年末時点）  42.9床
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標10　生涯を通じた健康支援

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・改正健康増進法によりR2 年4月1
日から飲食店等の第二種施設は原
則屋内禁煙となっており、望まない
受動喫煙の防止強化のため、普及
啓発、各種届出の受理や違反者へ
の指導等適切な対応にしていく必
要がある。
・第一種施設の完全敷地内禁煙に
は至っていない。

【今後の取組】
・喫煙や飲酒について、引き続き普及啓
発、相談、情報提供を実施する。
・改正健康増進法の受動喫煙対策の着実
な実施に向け、普及啓発、違反者への指
導等適切に対応する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・R2年4月1日から飲食店等の第二種施設
は原則屋内禁煙となっており、望まない受
動喫煙の防止強化のため、普及啓発、各
種届出の受理や違反者への指導等適切に
対応するため、保健所の窓口担当者への
説明会等を実施し、喫煙対策に関して情報
共有を図る。
・県庁舎等における敷地内禁煙の実施。R4
年12月より取組み、R5年4月1日より本庁舎
（行政棟）及び各振興局並びに地方機関の
庁舎にて敷地内禁煙を実施した。

国保・健康
増進課

・健康教育等を活用した普及啓発の
継続

【今後の取組】
・学校等からの健康教育依頼への対応
・学校保健や他機関との連携強化

【課題解決に向けた具体的な取組】
・学校等と連携し、健やかな妊娠・出産の観
点から若い世代への健康教育を実施する。
・若年層向け啓発ブックの配付
・保健指導、母親学級、両親学級等の機会
を捉えた市町での普及啓発

こども家庭
課
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【活動】
・県立保健所において、思春期の健全な
母性、父性の育成並びに妊娠、出産、子
育て、更年期等各ライフステージに応じて
適切な自己管理ができるよう健康教育を実
施するとともに、身近な保健所において思
春期等の相談に対応できる体制の推進を
図った。
・若年層向け啓発ブックにて飲酒、喫煙が
妊娠・出産に与える影響について啓発を
行った。

【成果】
健康教育開催回数
    R2　　　R3　　   R4
   21回    11回　　20回

②喫煙、飲酒
対策の推進

【今後の取組】
・引き続き、県内保健所等において、HIV、
クラミジア、梅毒等の検査を実施し、早期発
見・早期治療に繋げ、感染症拡大防止を推
進する。また、エイズについては、６月の検
査週間や12月1日の世界エイズデーを中心
に予防及び検査のための啓発事業を展開
する。
・若年者への予防教育については、教育部
門と協力し推進する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・専門委員会において課題解決に向けた
の検討の実施
・インターネットやマスメディアを活用した広
報の実施
・保健所による学校への予防教育の実施
・希望者が検査を受けやすい日時の設定
等、検査環境の整備

感染症対策
室

【活動】
・喫煙や飲酒が健康に与える影響につい
て普及啓発・相談、禁煙支援医療機関な
どの情報提供を実施
・R1年度からは改正健康増進法の受動喫
煙防止対策の周知に向け説明会を実施
・R4年10月1日現在の県及び市町等が管
理する公共施設（一部対象外あり）の受動
喫煙対策状況調査を実施

【成果】
・様々な機会を活用し、普及啓発を行うこと
で特に女性や未成年者へ禁煙や多量飲
酒が健康に与える影響について周知でき
た。
・受動喫煙防止対策については、改正健
康増進法の施行に伴い、R元年7月1日か
ら学校、児童福祉施設、病院、診療所、行
政機関の第一種施設が敷地内禁煙となり
受動喫煙対策は確実に推進できており、
R4年10月の調査では対象の公共施設で
は受動喫煙対策が取られている。
・第一種施設（原則敷地内禁煙）の敷地内
禁煙実施率
R3：県施設77.8％　市町施設81.8％
R4：県施設78・7％　市町施設84.4％

①ＨＩＶ／エイ
ズ、性感染症
対策の推進

【活動】
 県内保健所等において、HIV、クラミジア
（現在検査休止中）、梅毒等の検査を実施
し、早期発見・早期治療に繋げ、感染症拡
大防止を推進している。エイズについて
は、6月の検査週間や12月1日の世界エイ
ズデーを中心に予防及び検査のための啓
発事業を展開する。具体的には、
・パンフレット及び啓発グッズ等の配布
・保健所による学校へのエイズ等性感染症
予防講話の実施
・県内全保健所によるHIV・梅毒検査の実
施
・HIV検査の夜間、即日検査の実施

【成果】
予防教育実施回数
H30:41回、R1:38回、R2:18回、R3：61回、
R4：16回
HIV検査件数
H30:853件、R1:828件、R2:366件、R3：197
件、R4：220件
HIV相談件数
H30:558件、R1:433件、R2:222件、R3：129
件、R4：291件
新規HIV感染者数
H30:３人、R1:5人、R2:1人、R3:2人、R4：2
人
新規AIDS患者数
H30:２人、R1:2人、R2:0人、R3：2人、R4：0
人
※感染者数及び患者数は暦年

・若年者等への予防教育の回数は
減少傾向にあるが、予防教育の手
法など、性行動に関する正しい情報
の提供方法の検討が必要である。
・県内におけるHIV検査件数は、新
型コロナウイルス感染症の流行に伴
う外出控えや保健所業務ひっ迫に
より保健所での検査が一時中止と
なったためR２年から大幅に減少し
た。早期発見を図るためにも継続し
た啓発活動が必要である。
・インターネットの普及により、性に
関する情報を手に入れやすい環境
にあるが、様々な情報があふれてお
り、正しい情報が伝わりにくい状況
にある。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

・県防災会議の委員は、あて職の委
員のほとんどを男性が占めており、
女性登用は、各機関に委ねられてい
る。
   女性委員を増やすためには、あて
職以外の委員について、引き続き関
係機関に対し、女性の登用の協力
要請を行っていく必要がある。

【今後の取組】
・災害対策基本法に基づく長崎県防災会議
を開催し、県地域防災計画の修正を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・防災会議委員への女性登用を増やすた
め、引き続きあて職以外の委員は、関係機
関に女性登用の協力要請を行っていき、県
職員の委員は、女性管理職の登用を行って
いく。

防災企画課

・県及び市町において、いまだ低い
数値である防災会議の委員に占め
る女性の割合を高める必要がある。

【今後の取組】
・防災会議の女性委員比率だけでなく、「災
害対策本部・復興対策本部への女性職員
の配置」、「防災・危機管理担当部局への女
性職員の配置」、「避難所の管理責任者に
男女両方の職員を配置」、「自主防災組織、
消防団への女性の参画拡大」等についても
引き続き促進を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・庁内外での研修・会議における呼び掛け
（全国平均や近隣県と比べて低い数値であ
ること等を示す）

男女参画・
女性活躍推
進室

・避難所の生活環境等の改善、防災
機能設備等の確保など「避難所の質
の向上」を目指し、引き続き取組みを
進める必要がある。

【今後の取組】
・必要に応じ、県防災会議において、避難
場所等における配慮に関し、県地域防災計
画の見直しを行う。
・避難場所等における配慮について、市町
が作成する地域防災計画に確実に反映さ
れるよう働きかけていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県地域防災計画の修正にあたっては、避
難所の開設、運営に関し、近年の大規模災
害での課題や国、他県の取組み状況を的
確に反映する。

防災企画課

・避難場所や災害ボランティア活動
の場において、男女別のスペースの
確保やプライバシーへの配慮などを
確実に実施するためには、引き続き
取組みを進める必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、県民ボランティア振興基金を通
じて、災害ボランティア活動に関する学習会
等への講師派遣にかかる支援を行い、男女
のニーズに配慮した避難所運営についての
情報提供を行う。
・市町社協が市町災害ボランティアセンター
を設置する場合は、長崎県災害ボランティ
ア連絡会（事務局は県社協）を通じて、更衣
スペース等男女のニーズの違いに配慮した
取組について、協力依頼を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

県民生活環
境課

・男女共同参画の視点に配慮した避
難所運営には、危機管理部局及び
福祉保健部局の協力が必要不可欠
であるが、それらの関係部局からの
研修参加者が少ない。

【今後の取組】
・県及び市町において、関係部局の連携体
制を強化する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・市町の防災計画や避難所運営マニュアル
に、男女共同参画の視点からの災害対応
（プライバシーの確保等）について明記する
よう引き続き依頼する。
・危機管理、福祉保健部局と連携し、男女
共同参画の視点に配慮した避難所運営訓
練を実施する。

男女参画・
女性活躍推
進室

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標11　防災・復興における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

【活動】
・災害対策基本法に基づく長崎県防災会
議を開催し、県地域防災計画の修正を
行った。
・防災会議委員改選（交代）の際は、関係
機関に対し、女性の登用要請を行った。
　
【成果】
・防災会議委員は、関係団体に女性委員
登用を要請するも、団体の意向等により登
用できなかった。

②避難場所等
における配慮

(
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【活動】
・県地域防災計画において、男女共同参
画の視点に立った防災対策を追記した。
・市町に対し、国が男女共同参画の視点
からの防災・復興ガイドラインに基づいて
作成した学習プログラムの活用を促す等、
県内全域における男女共同参画の視点に
立った防災対策の展開を引き続き行った。

【成果】
・県内の市町村防災会議の委員に占める
　女性の割合
 R3  （女性比率）7.7%
 R4  （女性比率）7.6%

【活動】
・避難所の運営管理等に関して、県地域
防災計画に明記するとともに、必要に応
じ、県地域防災計画の修正を行った。

【成果】
・避難所運営に配慮したレイアウト等を盛り
込んだ「避難所運営マニュアル」を作成し
た自治体があった。

【活動】
・県民ボランティア振興基金（事務局は県
民生活環境課）を通じて、災害ボランティ
ア活動に関する学習会等への講師派遣に
かかる支援を行った。

【成果】
・学習会の中で、男女のニーズの違いに配
慮した避難所運営の必要性について理解
促進が図られた。

①男女共同参
画の視点に
立った防災対
策の展開

【活動】
・庁内関係各課や市町担当部局向け研修
等で、被災時の男女のニーズの違いを説
明し、男性にも女性にも配慮した避難所運
営の必要性について理解促進を図り、男
女共同参画の視点からの災害対応につい
て明記するよう依頼を行った。
・県地域防災計画において、男女共同参
画の視点に立った防災対策を複数追記し
た。

【成果】
男女共同参画の視点を反映した地域防災
計画や避難所運営マニュアルの整備が進
められた。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標11　防災・復興における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・福祉避難所は、県内の避難行動要
支援者（自ら避難することが困難な
者で特に支援を要する者）に対し、
不足している状況にある。

【今後の取組】
・引き続き、市町に対し避難行動要支援者
課長等会議等において、避難所における女
性及び要支援者に対する配慮や、プライバ
シーの確保依頼、情報提供を行っていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・福祉避難所について、市町に対しさらなる
確保に向けた働きかけを行い、市町や関係
機関と適宜協議し、幅広い施設の指定に取
り組む。

福祉保健課

・消防団については、各市町におい
て、組織の編成上、女性でも対応が
可能と判断される場合で、定数の範
囲内で入団を進めている。従って、
定数が足りている場合、必要な女性
団員数が満たされている場合には、
入団が進められない。

【今後の取組】
・勧誘対策の研修会や勧誘促進のためのＰ
Ｒ動画「あなたの知らない消防団の世界」、
リーフレットの活用などを進め、市町の勧誘
活動を支援していくとともに、女性消防団員
の活動が活発に、そして魅力的に行われる
ことにより、女性消防団の入団希望者が増
えてくると考えられることから、まずは、魅力
的な活動になるよう、指導者の育成を進め
ていく。
・また、長崎市の広域支援分団への県職員
の加入促進に務めていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・女性消防団員の活躍の場を広げていける
よう、先進的な事例の紹介に努めていく。
・令和7年度に本県で開催する「全国女性消
防団員活性化長崎大会」にて、女性消防団
員の魅力を関係各所へ発信し、更に活躍の
場を広げていけるよう、各市町、団体と協力
し、大会の準備を進めていく。

消防保安室

・非常時にDVや性暴力等の被害を
訴えるのは、平常時に増して声をあ
げにくいことから、問題を認識できな
い場合が多い。

【今後の取組】
・避難所運営者の認識を深める

【課題解決に向けた具体的な取組】
・研修等で被害の状況や対応策について講
習する

男女参画・
女性活躍推
進室

性暴力等の被害を誰にも相談でき
ず潜在化するおそれがあるため、日
頃から様々な機会を通じて相談窓口
を周知する必要がある。

【今後の取組】
・引き続き、性暴力被害者支援「サポートな
がさき」の周知を図るとともに、相談者に対
する適切な支援に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・啓発カード、リーフレット、ポスターの配布、
コンビニ等への広報ステッカーの貼付、ホー
ムページやSNSを活用した広報等により更
なる周知を図る。

交通・地域
安全課

・非常時にDV被害等が潜在化する
おそれがある。

【今後の取組】
引き続き、相談窓口の周知及び相談支援
業務に取り組む。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・関係機関と連携した相談窓口の周知活動
の実施
・国の調査研究を踏まえたＳＮＳ等の活用に
よる相談体制の強化

こども家庭
課

②避難場所等
における配慮

【活動】
・簡易間仕切り等については、各市町の備
蓄状況を確認するとともに、備蓄していな
い市町については、適宜働きかけを行っ
た。
・福祉避難所（母子避難所含む）の確保に
向け、避難行動要支援者担当課長会議等
において、各市町へ福祉避難所（母子避
難所含む）のさらなる確保について働きか
けを行った。

【成果】
・簡易間仕切り等については、全市町が備
蓄済み。
・福祉避難所については、R4.4.1現在407
カ所確保されている。

(

1

)

防
災
・
復
興
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

③防災現場へ
の女性の進出
促進

【活動】
・政府では、消防団員に占める女性の割
合について令和8年度に10％を目標としつ
つ、当面5％を目標としている。本県にお
いても、消防団員の減少が続く中にあっ
て、団員の確保のため、女性消防団員の
勧誘促進を市町に働きかけるとともに、勧
誘促進のために必要なリーダーの養成を
推進している。
・消防職員に占める女性の割合について
も、政府において、全消防職員の5％を目
標とし、この方針に基づき、各市町に採用
促進を要請している。

【成果】
・消防団員に占める女性の割合
 H30　R1    R2　　R3　　R4
 1.8% 1.9%　1.9%　1.9%　1.9%
・消防職員に占める女性の割合
 H30　　R1　  R2　　R3　 R4
 1.7% 　1.8%  2.1%  2.1%　2.3%

【活動】
非常時はDVや性暴力等の被害が潜在化
する傾向があることから、相談窓口の広
報・周知（ポスターの掲示や相談カードの
設置）を庁内及び市町関係課向け研修等
で呼びかけた。

【成果】
県及び市町の男女共同参画部局、危機管
理部局、(福祉)避難所運営担当部局等が
研修に参加

【活動】
・性暴力被害者支援「サポートながさき」の
相談窓口の周知のため、県内中学校、高
校、特別支援学校に対し啓発カードを配
布するとともに、市町や医療機関に対する
リーフレット、ポスターの配布、庁内デジタ
ルサイネージによる広報等を実施した。

【成果】
性暴力被害相談窓口の周知を促進した。

④被災時・震
災後における
心のケア

【活動】
・ホームページやリーフレットによるＤＶ相
談窓口の周知
・内閣府「ＤＶナビ」「ＤＶ相談＋」の活用
・配偶者暴力相談支援センター他の相談
機関において相談支援業務を実施

【成果】
・令和3年度のDVを主訴とする相談件数は
2,189件となった。
・令和4年度のDVを主訴とする相談件数は
2,084件となった。
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅲ　安全・安心な暮らしの実現

政策目標11　防災・復興における男女共同参画の推進

基本計画 取組実績（活動及び成果）

・地域における平時からの取り組み
に関しては、市町等と連携しながら
取組みを進める必要がある。

【今後の取組】
・引き続き関係課等と連携し、会議等におい
て情報発信を行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・様々な研修会や会議、自主防災リーダー
養成講座などにおいて、男女共同参画の視
点での防災・復興対策の意義・必要性につ
いて普及啓発を行う。

防災企画課

・より多くの県民の参加を促し、普及
啓発を進める必要がある。

【今後の取組】
・引き続き研修会を開催する

【課題解決に向けた具体的な取組】
・庁内関係各課や市町、長崎県男女共同参
画推進員等と連携し、研修会を実施する。

男女参画・
女性活躍推
進室

・避難行動要支援者対策における男
女共同参画の視点からの意識の向
上

【今後の取組】
・市町に対し、男女共同参画の視点での要
配慮者への対応等について引き続き働きか
けを行う。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・市町避難行動要支援者担当課長等会議
において、男女共同参画の視点からの要配
慮者への対応等についての説明を行い理
解を深める。

福祉保健課

【活動】
・関係課と連携し、会議等において平時か
らの男女共同参画の視点での防災・復興
対策について情報発信を行った。

【成果】
・部局を横断した連携を行うことで、市町に
対して効果的な情報発信ができた。

⑤地域におけ
る普及啓発の
推進

(

1

)

防
災
・
復
興
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

【活動】
・地域活動促進会議において、「男女共同
参画の視点からの防災・復興」に関する内
容で研修会を実施

【成果】
・市町の防災担当、避難所運営担当、地
域で活動する団体等が参加

【活動】
・市町避難行動要支援者担当課長等会議
を開催し、対策の進捗状況や課題の共有
を行う。

【成果】
・R3年度市町避難行動要支援者担当課長
等会議の開催数：2回
・R4年度市町避難行動要支援者担当課長
等会議の開催数：2回
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

－

【今後の取組】
・必要に応じて推進会議を開催する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・次期男女計画策定時に開催し、男女共同
参画社会の形成に関する総合的な施策に
ついて協議する。

男女参画・
女性活躍推
進室

－

【今後の取組】
・男女共同参画審議会を開催し、計画の進
捗状況等を報告するとともに、計画の推進
に対する意見を聴取

【課題解決に向けた具体的な取組】
・男女共同参画審議会の開催

男女参画・
女性活躍推
進室

－

【今後の取組】
・引き続き、男女共同参画推進センターを運
営し、地域における男女共同参画を促進し
ていく。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・男女共同参画推進センターの運営

男女参画・
女性活躍推
進室

－

【今後の取組】
・地域リーダー等に男女共同参画の基本理
念を学ぶ機会を設け、県内全地域に男女
共同参画推進員を配置する。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・県内各地域で地域男女共同参画推進員
等研修を開催（R2～）

男女参画・
女性活躍推
進室

－

【今後の取組】
・「長崎県の男女共同参画の現状と施策」の
発行
・長崎県男女共同参画審議会での検討・評
価と協議内容の公表

【課題解決に向けた具体的な取組】
同上

男女参画・
女性活躍推
進室

(

2

)

市
町
に
お
け
る
推
進
体
制
の
整
備

－

【今後の取組】
・地域リーダー（各団体等）に男女共同参画
の基本理念等を学ぶ機会を設け、県内全
地域で男女共同参画の推進を図る。

【課題解決に向けた具体的な取組】
①男女共同参画推進員等及び市町担当者
等研修をオンラインも活用しながら実施
②男女共同参画センター未設置の市町を3
年で一巡するよう開催
③県内8の地域活動促進会議と連携して、
各地域で基礎研修、実践研修を開催

男女参画・
女性活躍推
進室

基本目標Ⅳ　推進体制の整備・強化

政策目標12　推進体制の整備・強化

基本計画 取組実績（活動及び成果）

(

1

)

県
に
お
け
る
推
進
体
制
の
充
実

①長崎県男女
共同参画推進
会議の運営

【活動】
・第４次県男女計画策定にあたりＲ２に推
進会議を開催（書面）

【成果】
男女共同参画社会の実現を目指し、関連
する施策を総合的に推進する体制の整備

②長崎県男女
共同参画審議
会の運営

【活動】
・男女共同参画審議会を開催し、計画の
進捗状況等を報告するとともに、計画の推
進に対する意見を聴取

【成果】
・審議会の開催状況
　H30　R1　 R2　 R3　　R4
　2回  1回　3回　1回 　1回

③長崎県男女
共同参画推進
センターの運
営及び機能の
強化

【活動】
・長崎県男女共同参画推進センターにお
いて、男女共同参画に関する情報提供、
相談対応、人材育成、市町等と連携した取
組等を実施

【成果】
・一般相談件数
H30:124、R1:114、R2:94、R3：80、R4:75
・男性相談件数
H30:50、R1:67、R2:71、R3：47、R4:62

④長崎県男女
共同参画推進
員等との連携

【活動】
・男女共同参画推進員及びアドバイザーを
県内8地域に配置して、地域での普及啓発
を推進
※推進員32名、アドバイザー17名（R4）

【成果】
・推進員の活動実績（会議、イベントでの
啓発等）
 H30 　  R1　　 R2　　 R3　　　R4
 399回 119回 107回 168回　358回

⑤計画の着実
な実施と進行
管理

【活動】
・「長崎県の男女共同参画の現状と施策」
の発行
・長崎県男女共同参画審議会での検討・
評価と協議内容の公表

【成果】
・毎年１回発行
・審議会の開催状況
 H30   R1   R2   R3   R4
 2回  1回  3回  １回  1回

【活動】
県内8地域に設置した「地域活動促進会
議」において、男女共同参画推進員やアド
バイザー等が地域で推進活動をする際に
必要なスキル等を学ぶ研修を実施

【成果】
①男女共同参画推進員等、市町担当者等
研修会
H29～R1：年2回開催、R2～R3：年１回開
催
②地域における男女共同参画推進研修
（R2～）
R4:実施5回、オンラインも含め21市町が受
講
③地域におけるリーダー育成事業
（開催回数）H30 R1  R2　 R3　R4
基礎研修　   8　  3    0     8    8
実践研修　   9　　7    8     5    8
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 ２　「第４次長崎県男女共同参画基本計画」の取組実績と今後の取組等

課題 今後の取組 担当課（室）

基本目標Ⅳ　推進体制の整備・強化

政策目標12　推進体制の整備・強化

基本計画 取組実績（活動及び成果）

(

3

)

女
性
の
活
躍
に
関
す
る
推
進
体
制
の
充
実

－

【今後の取組】
・引き続き、ホームページでの広報や事業
の際に趣旨賛同会員及び自主宣言登録会
員への登録を呼びかける。

【課題解決に向けた具体的な取組】
・ホームページで企業の取組を広く広報す
るとともに、経営者向けセミナー等におい
て、女性活躍推進企業に女性活躍に取り組
んだ契機や成果等を話してもらい、参加者
に女性活躍のメリット等を実感してもらうこと
により会員登録へつながるよう努める。

男女参画・
女性活躍推
進室

【活動】
・女性活躍推進法における協議会の役割
を担う組織として官民一体の組織「ながさき
女性活躍推進会議」を位置づけ、企業等
の会員加入を促進するとともに、産学官の
連携を図りながら、働きやすい職場環境づ
くりや女性の登用などを推進

【成果】
・ながさき女性活躍推進会議会員数
①趣旨賛同会員②自主宣言登録会員
　  H30    R1     R2　  R3　　R4
① 242    265    289　308　 351
② 143    159    181　199   237
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Ⅲ 市町における取組状況 
 

 



 



１　男女共同参画に関する条例制定状況
市 町 名 施行年月日

長 崎 市 H14.10.1

佐 世 保 市 H18.3.2

諫 早 市 H25.7.1

西 海 市 H19.4.1

雲 仙 市 R3.12.27

２　男女共同参画計画等の策定状況（１３市７町で策定済み）

市 町 名 計画等名称 計画期間 行政連絡会議等 懇話会等

長 崎 市 第３次長崎市男女共同参画計画 R4～R12 男女共同参画推進本部
男女共同参画

審議会

佐 世 保 市 第４次佐世保市男女共同参画計画 R5～R9 男女共同参画推進会議
男女共同参画

審議会

島 原 市 第３次島原市男女共同参画計画 R2～R6 男女共同参画庁内推進会議
男女共同参画
推進懇話会

諫 早 市 第３次諫早市男女共同参画計画 H30～R9 男女共同参画庁内推進委員会
男女共同参画

審議会

大 村 市 第５期おおむら男女共同参画プラン R4～R8 男女共同参画庁内推進会議
男女共同参画

懇話会

平 戸 市 平戸市男女共同参画計画 R4～R8
男女共同参画
推進協議会

松 浦 市 第３次松浦市男女共同参画計画 R4～R8
男女共同参画
推進懇話会

対 馬 市 第４次対馬市男女共同参画計画 R4～R8
男女共同参画
推進懇話会

壱 岐 市 第２次壱岐市男女共同参画基本計画 H29～R8 男女共同参画庁内推進本部
男女共同参画
推進懇話会

五 島 市 第４次五島市男女共同参画計画 R4～R8 男女共同参画推進委員会
男女共同参画

審議会

西 海 市 第２次西海市男女共同参画基本計画 H30～R9 男女共同参画庁内推進会議
男女共同参画
推進審議会

雲 仙 市 第４次雲仙市男女共同参画計画 R5～R9 男女共同参画庁内推進会議
男女共同参画

審議会

南 島 原 市 第４次南島原市男女共同参画計画 R5～R9 男女共同参画庁内推進会議
男女共同参画
推進懇話会

長 与 町 長与町第４次男女共同参画計画 R5～R9 男女共同参画推進会議
男女共同参画
推進委員会

時 津 町 第３次時津町男女共同参画計画 R4～R8 男女共同参画推進本部
男女共同参画
推進委員会

東 彼 杵 町 東彼杵町男女共同参画計画 R3～R11
男女共同参画計
画策定委員会

川 棚 町 川棚町男女共同参画計画 R5～R9
男女共同参画計
画策定委員会

波 佐 見 町 第３次波佐見町男女共同参画計画 R5～R9
男女共同参画
計画策定委員会

小 値 賀 町

佐 々 町 第３次佐々町男女共同参画計画 R4～R8 男女共同参画推進会議
男女共同参画
推進懇話会

新 上 五 島 町 第３次新上五島町男女共同参画基本計画 R1～R5 庁内課長会議
男女共同参画基本
計画策定委員会

３　男女共同参画センターの設置状況

市 町 名 名　　　　　　　　称
所在地
電話番号

設置年月 管理運営主体

長 崎 市
男 女 共 同 参 画 推 進 セ ン タ ー
「 ア マ ラ ン ス 」

長崎市魚の町5-1
095-826-0018

平成1４年１０月
( 指 定 管 理 者 )
株式会社 NBC ソシア

佐 世 保 市
男 女 共 同 参 画 推 進 セ ン タ ー
「 ス ピ カ 」

佐世保市三浦町2-3
0956-23-3828

平成１３年３月 佐 世 保 市

諫 早 市
男 女 共 同 参 画 推 進 セ ン タ ー
「 ひ と ・ ひ と 」

諌早市高城町5-25
0957-24-1580

平成１６年１１月 諫 早 市

大 村 市
男 女 共 同 参 画 推 進 セ ン タ ー
「 ハ ー ト パ ル 」

大村市本町458-2
0957-54-8715

平成１３年１月 大 村 市

雲 仙 市 男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー
雲仙市吾妻町牛口名714

0957-47-7805 平成１９年４月 雲 仙 市

注：令和５年４月１日時点

雲 仙 市 男 女 共 同 参 画 推 進 条 例

西 海 市 男 女 共 同 参 画 推 進 審 議 会 条 例

条　　例　　名　　称

長 崎 市 男 女 共 同 参 画 推 進 条 例

佐 世 保 市 男 女 共 同 参 画 に よ る ま ち づ く り 条 例

諫 早 市 男 女 共 同 参 画 推 進 条 例
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４　市町審議会等女性登用率調

うち うち うち うち

長崎市 99 18 18.2 1,379 308 22.3 106 18 17.0 1,520 347 22.8

佐世保市 74 8 10.8 1,035 249 24.1 70 8 11.4 898 230 25.6

島原市 32 10 31.3 403 69 17.1 35 9 25.7 477 84 17.6

諫早市 24 0 0.0 378 129 34.1 25 0 0.0 403 135 33.5

大村市 44 3 6.8 599 144 24.0 43 3 7.0 597 138 23.1

平戸市 47 9 19.2 688 132 19.2 43 9 20.9 608 117 19.2

松浦市 25 5 20.0 329 81 24.6 22 6 27.3 293 68 23.2

対馬市 21 2 9.5 448 99 22.1 24 3 12.5 461 125 27.1

壱岐市 50 20 40.0 558 102 18.3 48 16 33.3 550 119 21.6

五島市 58 12 20.7 972 220 22.6 53 15 28.3 802 157 19.6

西海市 30 6 20.0 432 100 23.1 34 6 17.7 501 100 20.0

雲仙市 31 6 19.4 419 96 22.9 31 6 19.4 411 93 22.6

南島原市 34 4 11.8 484 95 19.6 35 5 14.3 474 98 20.7

市　計 569 103 18.1 8,124 1,824 22.5 569 104 18.3 7,995 1,811 22.7

長与町 35 2 5.7 448 155 34.6 50 5 10.0 616 203 33.0

時津町 33 4 12.1 363 113 31.1 35 3 8.6 395 116 29.4

東彼杵町 9 2 22.2 117 20 17.1 9 2 22.2 119 19 16.0

川棚町 15 2 13.3 170 23 13.5 15 2 13.3 171 28 16.4

波佐見町 21 5 23.8 221 44 19.9 17 3 17.7 204 40 19.6

小値賀町 13 5 38.5 110 17 15.5 9 2 22.2 82 13 15.9

佐々町 21 5 23.8 206 49 23.8 27 4 14.8 257 62 24.1

新上五島町 27 2 7.4 373 86 23.1 27 2 7.4 386 98 25.4

町　計 174 27 15.5 2,008 507 25.2 189 23 12.2 2,230 579 26.0

合　計 743 130 17.5 10,132 2,331 23.0 758 127 16.8 10,225 2,390 23.4

全 国 平 均 11.6 28.4 10.1 29.5

※平成31年4月1日時点 ※令和4年4月1日時時点

女
性
委
員
数

審
議
会
数

総
委
員
数

総
委
員
数

女
性
割
合
（％）

審
議
会
数

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022

ゼ
ロ
の
審
議
会

女
性
委
員

女
性
委
員
数

割
合
（％）

割
合
（％）

市

町

名

令和元年度 令和４年度

ゼ
ロ
の
審
議
会

女
性
委
員

女
性
割
合
（％）
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５　公務員（市町）関係調

（１）管理職に占める女性の割合

うち うち

長崎市 241 30 12.4 258 37 14.3

佐世保市 225 25 11.1 212 24 11.3

島原市 36 2 5.6 38 3 7.9

諫早市 109 8 7.3 113 6 5.3

大村市 88 13 14.8 90 14 15.6

平戸市 91 18 19.8 68 14 20.6

松浦市 33 6 18.2 32 4 12.5

対馬市 76 6 7.9 80 4 5.0

壱岐市 62 8 12.9 66 9 13.6

五島市 45 1 2.2 36 2 5.6

西海市 47 7 14.9 45 4 8.9

雲仙市 79 11 13.9 58 6 10.3

南島原市 57 2 3.5 51 3 5.9

市　計 1,189 137 11.5 1,147 130 11.3

長与町 37 9 24.3 36 10 27.8

時津町 27 3 11.1 27 4 14.8

東彼杵町 12 0 0.0 10 0 0.0

川棚町 12 1 8.3 13 1 7.7

波佐見町 13 1 7.7 14 2 14.3

小値賀町 10 0 0.0 10 0 0.0

佐々町 12 0 0.0 17 4 23.5

新上五島町 30 2 6.7 30 2 6.7

町　計 153 16 10.5 157 23 14.7

合　計 1,342 153 11.4 1,304 153 11.7

全 国 平 均 15.6 17.3

管理職とは、本庁課長相当職以上の職に就くものとし、具体的には、管理職手当が支給されることが条例等で指定される
職を占める職員（管理又は監督の地位にある職員）

市

町

名

令和４年度

管
理
職
総
数

女
性
割
合
（％）

管
理
職
数

女
性

令和元年度

管
理
職
数

女
性

管
理
職
総
数

女
性
割
合
（％）

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022
※平成31年4月1日時点 ※令和4年4月1日時点
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５　公務員（市町）関係調

（２）係長相当職に占める女性の割合

うち うち

長崎市 374 67 17.9 374 73 19.5

佐世保市 789 251 31.8 838 281 33.5

島原市 96 21 21.9 196 50 25.5

諫早市 198 60 30.3 225 73 32.4

大村市 78 21 26.9 90 28 31.1

平戸市 103 27 26.2 130 35 26.9

松浦市 209 74 35.4 92 9 9.8

対馬市 62 13 21.0 77 24 31.2

壱岐市 118 45 38.1 105 41 39.0

五島市 169 39 23.1 140 27 19.3

西海市 70 24 34.3 59 17 28.8

雲仙市 55 13 23.6 69 16 23.2

南島原市 189 37 19.6 120 26 21.7

市　計 2,510 692 27.6 2,515 700 27.8

長与町 34 12 35.3 33 12 36.4

時津町 40 12 30.0 31 14 45.2

東彼杵町 31 9 29.0 31 8 25.8

川棚町 24 4 16.7 24 8 33.3

波佐見町 54 18 33.3 46 18 39.1

小値賀町 17 2 11.8 22 9 40.9

佐々町 22 6 27.3 18 4 22.2

新上五島町 116 29 25.0 108 23 21.3

町　計 338 92 27.2 313 96 30.7

合　計 2,848 784 27.5 2,828 796 28.1

全 国 平 均 34.1 35.2

係長とは、その名称のいかんを問わず本庁における組織の最小単位の長をいう。

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022

市

町

名

令和元年度

※平成31年4月1日時点 ※令和4年4月1日時点

令和４年度

管
理
職
総
数

女
性
割
合
（％）

管
理
職
総
数

女
性
割
合
（％）

管
理
職
数

女
性

管
理
職
数

女
性
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５　公務員（市町）関係調

（３）男性公務員の育児休業取得率

うち うち

長崎市 78 7 9.0 93 22 23.7

佐世保市 69 4 5.8 62 7 11.3

島原市 11 0 0.0 9 1 11.1

諫早市 17 1 5.9 25 7 28.0

大村市 17 0 0.0 24 4 16.7

平戸市 15 0 0.0 17 4 23.5

松浦市 4 0 0.0 12 1 8.3

対馬市 14 0 0.0 13 0 0.0

壱岐市 13 0 0.0 10 0 0.0

五島市 16 0 0.0 19 5 26.3

西海市 13 0 0.0 5 0 0.0

雲仙市 13 3 23.1 7 3 42.9

南島原市 8 0 0.0 11 1 9.1

市　計 288 15 5.2 307 55 17.9

長与町 11 0 0.0 9 2 22.2

時津町 7 0 0.0 6 0 0.0

東彼杵町 1 0 0.0 4 0 0.0

川棚町 3 0 0.0 1 0 0.0

波佐見町 7 0 0.0 5 0 0.0

小値賀町 2 0 0.0 2 1 50.0

佐々町 1 0 0.0 4 2 50.0

新上五島町 10 0 0.0 9 0 0.0

町　計 42 0 0.0 40 5 12.5

合　計 330 15 4.5 347 60 17.3

全 国 平 均 11.9 38.4

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022

育
児
休
業

取
得
者

育
児
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業
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得
者

令和元年度

対
象
者
総
数

割
合
（％）

令和４年度

対
象
者
総
数

割
合
（％）

※令和元年12月27日時点公表の最新値 ※令和5年12月28日時点公表の最新値

市

（
区

）
町

村

名
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６　自治会長に占める女性の割合調

女性
女性

割合（％）
女性

女性
割合（％）

長 崎 市 966 88 9.1 958 103 10.8

佐 世 保 市 612 44 7.2 613 45 7.3

島 原 市 226 5 2.2 224 8 3.6

諫 早 市 226 5 2.2 225 5 2.2

大 村 市 173 13 7.5 169 14 8.3

平 戸 市 163 0 0.0 163 0 0.0

松 浦 市 144 6 4.2 143 5 3.5

対 馬 市 181 9 5.0 181 3 1.7

壱 岐 市 239 4 1.7 238 2 0.8

五 島 市 239 13 5.4 233 7 3.0

西 海 市 87 2 2.3 84 2 2.4

雲 仙 市 241 3 1.2 242 4 1.7

南 島 原 市 427 9 2.1 427 15 3.5

市 計 3,924 201 5.1 3,900 213 5.5

長 与 町 50 5 10.0 50 4 8.0

時 津 町 19 0 0.0 19 0 0.0

東 彼 杵 町 34 0 0.0 34 0 0.0

川 棚 町 37 1 2.7 35 2 5.7

波 佐 見 町 22 0 0.0 22 0 0.0

小 値 賀 町 32 1 3.1 32 2 6.3

佐 々 町 32 3 9.4 32 2 6.3

新 上 五 島 町 115 10 8.7 114 8 7.0

町 計 341 20 5.9 338 18 5.3

合 計 4,265 221 5.2 4,238 231 5.5

全 国 平 均 6.3 7.4

市
　
町
　
名

令和元年度 令和４年度

自治会長数 自治会長数

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022
※平成31年4月1日時点 ※令和4年4月1日時時点
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７　防災会議委員に占める女性の割合調

女性
女性

割合（％）
女性

女性
割合（％）

長 崎 市 49 4 8.2 54 7 13.0

佐 世 保 市 52 3 5.8 51 5 9.8

島 原 市 32 2 6.3 32 1 3.1

諫 早 市 37 5 13.5 38 5 13.2

大 村 市 41 7 17.1 40 7 17.5

平 戸 市 40 0 0.0 40 1 2.5

松 浦 市 33 4 12.1 33 3 9.1

対 馬 市 35 1 2.9 34 0 0.0

壱 岐 市 22 2 9.1 22 2 9.1

五 島 市 35 1 2.9 36 2 5.6

西 海 市 36 0 0.0 39 2 5.1

雲 仙 市 42 3 7.1 41 3 7.3

南 島 原 市 41 2 4.9 41 2 4.9

市 計 495 34 6.9 501 40 8.0

長 与 町 24 2 8.3 22 2 9.1

時 津 町 17 2 11.8 17 2 11.8

東 彼 杵 町 23 3 13.0 23 3 13.0

川 棚 町 29 1 3.4 29 1 3.4

波 佐 見 町 27 0 0.0 27 2 7.4

小 値 賀 町 16 0 0.0 17 0 0.0

佐 々 町 11 1 9.1 23 1 4.3

新 上 五 島 町 29 2 6.9 29 1 3.4

町 計 176 11 6.3 187 12 6.4

合 計 671 45 6.7 688 52 7.6

全 国 平 均 10.7 12.6

市
　
町
　
名

令和元年度 令和４年度

委員総数 委員総数

※平成31年4月1日時点 ※令和4年4月1日時時点

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022
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８　市町議会議員に占める女性の割合

女性議員
女性議員の
割合（％）

女性議員
女性議員の
割合（％）

長 崎 市 40 4 10.0 40 4 10.0

佐 世 保 市 32 2 6.3 31 2 6.5

島 原 市 19 1 5.3 19 1 5.3

諫 早 市 30 4 13.3 25 4 16.0

大 村 市 25 3 12.0 25 3 12.0

平 戸 市 18 0 0.0 18 1 5.6

松 浦 市 16 2 12.5 16 1 6.3

対 馬 市 18 1 5.6 19 1 5.3

壱 岐 市 15 0 0.0 15 1 6.7

五 島 市 18 2 11.1 18 2 11.1

西 海 市 18 1 5.6 18 1 5.6

雲 仙 市 19 0 0.0 19 0 0.0

南 島 原 市 17 1 5.9 19 2 10.5

市 計 285 21 7.4 282 23 8.2

長 与 町 16 3 18.8 15 3 20.0

時 津 町 16 2 12.5 14 2 14.3

東 彼 杵 町 11 1 9.1 11 1 9.1

川 棚 町 14 0 0.0 13 0 0.0

波 佐 見 町 14 1 7.1 13 2 15.4

小 値 賀 町 8 0 0.0 7 0 0.0

佐 々 町 10 0 0.0 10 0 0.0

新 上 五 島 町 16 3 18.8 16 2 12.5

町 計 105 10 9.5 99 10 10.1

合 計 390 31 7.9 381 33 8.7

全 国 平 均 16.6 18.1

女 性 ゼ ロ 議 会 数

出典：市区町村女性参画状況見える化マップ　URL：https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/?data=1&year=2022

市
町
名

令和４年度令和元年度

※令和元年12月31日時点 ※令和4年12月31日時時点

6 4

総　　数 総　　数
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 男女共同参画社会基本法  

 

（平成１１年６月２３日法律第７８号） 

 

改正  平成１１年 ７月１６日法律第１０２号 

同 １１年１２月２２日同 第１６０号 

 

  目 次  

  前 文 

  第１章 総則（第１条～第１２条） 

  第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条～第２０条） 

  第３章 男女共同参画会議（第２１条～第２８条） 

  附  則  

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向

けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層

の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応

していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となって

いる。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重

要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に

向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

 

 

第１章 総則  

 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活

力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を

定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総

合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社
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会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を

形成することをいう。 

  二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲

内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること

その他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼす

ことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社

会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り

中立なものとするように配慮されなければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確

保されることを旨として、行われなければならない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑

に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われ

なければならない。  

 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有しているこ

とにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

 

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改

善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施

策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 
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（国民の責務） 

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとす

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に

提出しなければならない。 

 

 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」

という。）を定めなければならない。 

 ２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

  一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

  二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 

 ３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

 ４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画

基本計画を公表しなければならない。 

 ５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画

計画」という。）を定めなければならない。 

 ２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

  一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の大綱  

  二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 
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 ３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村

の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下

「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

 ４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。 

 

（苦情の処理等） 

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び

性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵

害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

 

（調査研究） 

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調

査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進

するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進

を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間

の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他

の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

 

第３章 男女共同参画会議  

 

（設置） 

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 
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第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

  一 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。 

  二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

  三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣

及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

  四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

 

（組織） 

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。 

 

（議長） 

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

 ２ 議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

  一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

  二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命

する者 

 ２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならな

い。 

 ３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総

数の１０分の４未満であってはならない。 

 ４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

 

（議員の任期） 

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

 ２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

 

（資料提出の要求等） 

第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の

長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協

力を求めることができる。 

 ２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する

者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任） 

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要
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な事項は、政令で定める。 

 

附 則（平成１１年６月２３日法律第７８号） 抄 

 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

 （略） 

 

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成 13 年１月６日から施行する。〔後略〕 

 

 （以下略）
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（平成１４年３月２７日長崎県条例第１０号） 

 

 改正 平成１５年１０月１４日条例第５９号  

 

 目 次 

 前 文 

 第１章 総則（第１条～第６条） 

 第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等（第７条～第１６条） 

 第３章 男女共同参画を阻害する行為の制限（第１７条～第１９条） 

 第４章 長崎県男女共同参画審議会（第２０条） 

 第５章 雑則（第２１条） 

 附  則 

 

 男性と女性のお互いの基本的人権が尊重され、性別にかかわりなく、個性と能力を十分に発揮

できる男女共同参画社会の実現は、２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置づけられ

ている。 

 少子高齢化の進展が著しい長崎県においては、課題達成はより緊急なものとなっているが、現

状では、性別による固定的な役割分担意識やこれに基づく社会における制度又は慣行は依然とし

て存在し、政策及び方針の決定過程への女性の参画は未だ不十分と言わざるを得ない状況にある。 

 長崎県民が、その地域性や県民性を活かし、社会経済情勢の変化に柔軟に対応しながら、生き

がいと責任を持って暮らす活力ある豊かな社会を形成していくためには、家庭、職場、学校、地

域その他の社会のあらゆる分野において、男女共同参画の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の実現を目指し、県、市町村、県民及び事業者が協働して男女共同

参画の推進に取り組むため、この条例を制定する。 

 

 第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、県、県民及び事業者の責務

を明らかにするとともに、県の施策について必要な事項を定めることにより、男女共同参画を

総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  一 男女共同参画 

     男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

 長崎県男女共同参画推進条例  
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る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、社会的、経済的及び文

化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

  二 積極的改善措置 

     前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女

のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

  三 セクシュアル・ハラスメント  

     性的な言動により相手方の就業環境その他の生活環境を害し、又は性的な言動に対す

る相手方の対応によってその者に不利益を与えることをいう。 

  

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んじられること、男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその

他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

 ２ 男女共同参画の推進に当たっては、性別による固定的な役割分担意識に基づく社会におけ

る制度又は慣行が、男女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼさないように

配慮されなければならない。  

 ３ 男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、県における政策又は民間の

団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行

われなければならない。 

 ４ 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子育て、

家族の介護その他の家庭生活における活動と当該活動以外の活動とを両立できるようにす

ることを旨として、行われなければならない。 

 ５ 男女共同参画の推進に向けた取組が国際社会における取組と密接な関係を有しているこ

とから、男女共同参画の推進は、国際的な協調の下に行われなければならない。 

 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画

の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、これを実施す

るものとする。 

 ２ 県は、男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては、市町村、県民及び事業者と

協働して取り組むものとする。 

 ３ 県は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的に企画し、調整し、及び推進するために

必要な体制及び機能を整備するとともに、財政上の措置その他の措置を講ずるように努める

ものとする。 

  

（県民の責務） 

第５条 県民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野に

おいて、男女共同参画の推進に積極的に努めるとともに、県が実施する男女共同参画の推進に

関する施策に協力するように努めなければならない。 
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（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、男女共同参画の推進に積極的に

努めるとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するように努めなけれ

ばならない。 

 ２ 事業者は、その雇用する男女について、雇用上の均等な機会及び待遇を確保するとともに、

職業生活における活動と家庭及び地域生活における活動とを両立して行うことができる職

場環境を整備するように努めなければならない。 

 

 

 第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等 

 

（基本計画の策定） 

第７条 知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共

同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

 ２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

  二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するために必要な事項  

 ３ 知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ県民の意見を聴き、長崎県男女共

同参画審議会に諮問するとともに、議会の議決を経なければならない。 

 ４ 知事は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

 ５ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

（積極的改善措置への協力等） 

第８条 県は、市町村、県民及び事業者が積極的改善措置を講ずるために必要な情報の提供、相

談、助言その他の協力を行うものとする。 

 ２ 県は、その附属機関等における委員を任命し、又は委嘱する場合にあっては、積極的改善

措置を講ずることにより、できる限り男女の均衡を図るものとする。 

 

（男女の職業生活と家庭及び地域生活の両立の支援） 

第９条 県は、男女が共に職業生活における活動と家庭及び地域生活における活動とを両立する

ことができるように支援するものとする。 

 

（農林水産業及び商工業等自営業の分野における環境整備） 

第１０条 県は、農林水産業及び商工業等自営業の分野において、男女がその能力を十分に発揮

し、適正な評価を受け、対等な構成員として方針の立案及び決定の場に参画する機会が確保さ

れるため必要な環境整備に努めるものとする。 

 

（民間活動への支援） 

第１１条 県は、民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動に対し、情報の提供その他
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の必要な支援を行うものとする。 

 

（男女共同参画に関する教育及び普及啓発並びに人材養成） 

第１２条 県は、広報活動の充実を図り、男女共同参画に関する県民及び事業者の理解を深める

とともに、学校教育その他あらゆる分野の教育において、男女共同参画の視点に立った教育を

行う等男女共同参画を推進するための措置を講ずるように努めるものとする。 

 ２ 県は、前項に規定する教育及び普及啓発等男女共同参画を推進するための人材を養成する

ものとする。 

 

（相談等の処理） 

第１３条 知事は、性別による差別的取扱いその他男女共同参画の推進を阻害する要因による人

権の侵害に関し、県民から相談があった場合は、これを関係機関と連携し適切に処理するもの

とする。 

 ２ 知事は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を

及ぼすと認められる施策について、県民又は事業者から苦情の申し出があった場合は、これ

を適切に処理するものとする。 

 ３ 知事は、前項の場合において、必要があると認めるときは、長崎県男女共同参画審議会の

意見を聴くことができるものとする。 

 

（調査研究） 

第１４条 県は、男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な事項及び男女共同参画の推進

を阻害する問題についての調査研究を行うものとする。 

 

（事業者への協力依頼） 

第１５条 県は、男女共同参画の推進に当たり必要があると認められる場合には、事業者に対し

て、雇用その他の事業活動における男女共同参画の実態を把握するための調査について、協力

を求めることができるものとする。 

 

（年次報告） 

第１６条 知事は、毎年、男女共同参画の状況及び基本計画に基づく施策の実施状況を明らかに

する報告書を作成し、これを公表するものとする。 

 

 

 第３章 男女共同参画を阻害する行為の制限 

 

（性別による権利侵害の禁止） 

第１７条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。 

 ２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントに該当する行為を行ってはな

らない。 

 ３ 家庭内等において、配偶者等に対して身体的又は精神的な苦痛を著しく与える暴力的行為
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を行ってはならない。 

 

（性別による権利侵害があった場合の措置） 

第１８条 県は、前条の規定に違反する行為があったと認められる場合は、当該行為をした者に

対し、差別的取扱いの改善その他必要な措置を講ずるように指導を行うことができるものとす

る。 

 ２ 県は、前条の規定に違反する行為があったと認められるときは、当該行為の被害者を救済

するために必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

 

（公衆に表示する情報に係る制限） 

第１９条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担意識を助長する

ような表現その他の男女共同参画の推進を阻害するおそれのある表現を行わないように努め

なければならない。  

 

 

 第４章 長崎県男女共同参画審議会 

 

（長崎県男女共同参画審議会） 

第２０条 男女共同参画の推進に関する重要事項について、知事の諮問に応じて調査審議するた

め、長崎県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 ２ 審議会は、前項の規定による調査審議のほか、男女共同参画に関する事項について、知事

に意見を述べることができる。 

 ３ 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

 ４ 委員は、男女共同参画の推進に関して識見を有する者のうちから知事が任命する。 

 ５ 男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の１０分の４未満であってはならない。 

 ６ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 ７ 委員は、再任されることができる。 

 ８ 第２項から前項までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、知

事が別に定めるものとする。 

 

 

 第５章 雑 則 

 

（規則への委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めるも

のとする。 

 

   附 則 

 この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 

 

 （以下略） 
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 長崎県男女共同参画審議会要綱  

 

 

（目 的） 

第１条 長崎県の男女共同参画推進条例（平成１４年長崎県条例第１０号）第２０条第８項に基

づき、長崎県男女共同参画審議会（以下「審議会」という）の組織及び運営について必要な事

項を定めるものとする。 

 

（委 員） 

第２条  委員は次に掲げる者のうちから知事が任命する。 

 （１）学識経験を有する者 

 （２）事業者の代表 

 （３）関係女性団体の代表 

 （４）関係行政機関の職員 

 （５）公募に応じた者 

 

（会 長） 

第３条 審議会に会長を置き、会長は委員のうちから互選する。 

 ２ 会長は審議会を代表し、会務を総理する。 

 ３ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

  

（会 議） 

第４条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

 ２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことが出来ない。 

 ３ 審議会の議事は、出席議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

 

（部 会） 

第５条 審議会に苦情処理及びその他の問題を処理するため、部会を設置することができる。 

 ２ 部会は、会長が指名する委員５人以内で組織する。 

 ３ 部会に部会長を置き、部会長は、委員の互選とする。 

 ４ 部会の会議については、前条の規定を準用する。 

 ５ 部会長は、部会の会議の経過及び結果を会長に報告するものとする。 

 

（会議の公開） 

第６条 審議会は、公開とする。 

 

（庶 務） 

第７条 審議会の庶務は、県民生活環境部男女共同参画・女性活躍推進室において処理する。 
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附  則 

 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

 

（以下略） 
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       長崎県男女共同参画推進会議設置要綱  

 

 

（目 的） 

第１条 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の円滑かつ効果的な推進を図るため、長崎

県男女共同参画推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 推進会議は、次の各号に掲げる事項について協議する。 

  (1)長崎県男女共同参画基本計画の策定・推進に関すること。  

 (2)男女共同参画社会の形成に関する総合的な施策の策定及び推進に関すること。 

 

（組 織） 

第３条 推進会議は、議長、副議長及び委員をもって組織する。 

２  議長は、知事をもって充てる。 

３  副議長は、副知事をもって充てる。 

４  委員は、別表１の関係部局長をもって充てる。 

 

（議長等の職務） 

第４条 議長は、推進会議を統括する。 

 ２ 副議長は、議長を補佐するとともに、議長に事故があるとき、または議長が欠けたとき

等は、その職を代理する。 

 ３  推進会議は、必要に応じ、議長が招集する。 

 ４  議長は、必要と認めるときは、推進会議に委員以外の者を出席させることができる。 

 

（幹事会等） 

第５条 所掌事務を処理するため、幹事会を置くほか、幹事会に付議する事案について調査・検

討させるため、必要に応じてワーキンググループを置く。 

２ 幹事会は、代表幹事及び幹事をもって組織する。 

３ 代表幹事は、県民生活環境部長をもって充てる。 

４ 幹事は、別表１の各部局主管課長をもって充てる。 

５ 幹事会は、代表幹事が主宰する。 

６ 代表幹事は、必要と認めるときは、幹事会に幹事以外の者を出席させることができる。 

 なお、議題により幹事会出席者を調整する。 
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（庶 務） 

第６条 推進会議の庶務は、県民生活環境部男女参画・女性活躍推進室において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営等に関して必要な事項は、議長が定める。 

 

   附 則 

この要綱は、平成１２年４月３日から施行する。 

 

（以下略） 
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別表１ （第３条、第５条関係） 

 

危機管理監 

企画部 

総務部 

地域振興部 

文化観光国際部 

県民生活環境部 

福祉保健部 

こども政策局 

産業労働部 

水産部 

農林部 

土木部 

出納局 

監査事務局 

人事委員会事務局 

労働委員会事務局 

議会事務局 

交通局 

教育庁 

警察本部 
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       女性の職業生活における活躍の推進に関する法律  

 

（平成２７年９月 ４日法律第６４号） 

改正 平成２９年３月３１日法律第１４号 

令和 元年６月 ５日同 第２４号 

目次 

第１章 総則（第１条－第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第７条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第８条―第１８条） 

第三節 特定事業主行動計画（第１９条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第２０条・第２１条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第２２条―第２９条） 

第五章 雑則（第３０条―第３３条） 

第六章 罰則（第３４条―第３９条） 

附則 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個

性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」

という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第  

７８号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を

定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主

の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めるこ

とにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重さ

れ、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応で

きる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情

を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、

昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通

じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活におけ

る活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨

として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護

その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に

関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互

の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし
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ての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男

女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなけれ

ばならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、

本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本

原則（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する

職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する

雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう

努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に協力しなければならない。 

 

第２章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的

かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本

方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事

項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し

なければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）

を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進

計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施
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策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第３章 事業主行動計画等 

 

第１節 事業主行動計画策定指針 

 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第１

項に規定する一般事業主行動計画及び第１９条第１項に規定する特定事業主行動計画（次項にお

いて「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」

という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべ

きものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第２節 一般事業主行動計画等 

 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用す

る労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画

（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。

以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければなら

ない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤

務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のそ

の事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活

躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな

ければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する労働者に占める女

性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者

に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働

省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 
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５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働

省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般

事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定指

針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に

届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとす

る場合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計

画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申請に

基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働

省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

 

（認定一般事業主の表示等） 

第１０条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品、役務の

提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働

省令で定めるもの（次項及び第十四条第一項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定

める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を

付してはならない。 

 

（認定の取消し） 

第１１条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の認

定を取り消すことができる。 

一 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第１２条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところに

より、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該事業

主の策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた

目標を達成したこと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭

和４７年法律第１１３号）第１３条の２に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第２９条に規定す

る業務を担当する者を選任していること、当該女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

の実施の状況が特に優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するもの

である旨の認定を行うことができる。 

 

（特例認定一般事業主の特例等） 
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第１３条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一般事業主」という。）については、

第８条第１項及び第７項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも一回、女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第１４条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第１０条第２項の規定は、前項の表示について準用する。 

 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第１５条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第１２

条の認定を取り消すことができる。 

一 第１１条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第１２条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

三 第１３条第２項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第１２条の認定を受けたとき。 

 

（委託募集の特例等） 

第１６条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労

働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事

業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の

募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとする

ときは、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第３６条第１項及び第３項の規定は、当該構

成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他

の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又

は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に

該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、

その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定

める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき

は、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定

めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労

働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第３７条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５条

の３第１項及び第４項、第５条の４、第３９条、第４１条第２項、第４２条第１項、第４２条の

２、第４８条の３第１項、第４８条の４、第５０条第１項及び第２項並びに第５１条の規定は前

項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第４０条の規定は同項の規

定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第５０条第３

項及び第４項の規定はこの項において準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について、

それぞれ準用する。この場合において、同法第３７条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」
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とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１６条第４項の規定による届出

をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第４１条第２項中「当該労働者の募集の業

務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第３６条第２項及び第４２条の３の規定の適用については、同法第３６条第２項中

「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用

者以外の者に与えようとする」と、同法第４２条の３中「第３９条に規定する募集受託者」とあ

るのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第１６条

第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について報告

を求めることができる。 

 

第１７条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中

小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基

づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を

図るものとする。 

 

（一般事業主に対する国の援助） 

第１８条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとす

る一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策

定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるよう

に相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第３節 特定事業主行動計画 

 

第１９条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特

定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定

事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関す

る計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定める

ところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の

状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の

職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改

善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この

場合において、前項第二号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継

続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その

他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周

知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな
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ければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表し

なければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に

定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第２０条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活

を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関す

る実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍

に関する前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなけれ

ばならない。 

 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第２１条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女

性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次

に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

 

（職業指導等の措置等） 

第２２条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、

創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業

生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の

紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することが

できるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由

なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（財政上の措置等） 

第２３条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するため

に必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（国等からの受注機会の増大） 

第２４条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発

金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役

務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業

主その他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施

策を実施するように努めるものとする。 

 

（啓発活動） 

第２５条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理

解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第２６条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における

女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うもの

とする。 

 

（協議会） 

第２７条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及

び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第   

２２条第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる

措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することによ

り、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施

されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織す

ることができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第２２条第３項の規定によ

る事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものと

する。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員と

して加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相

互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機

関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を

公表しなければならない。 

 

（秘密保持義務） 

第２８条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協
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議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（協議会の定める事項） 

第２９条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。 

 

第５章 雑則 

 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第３０条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に規

定する一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第７項に規定す

る一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

 

（公表） 

第３１条 厚生労働大臣は、第２０条第１項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした

第８条第１項に規定する一般事業主又は第２０条第２項に規定する情報に関し虚偽の公表をし

た認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である第８条第７項に規定する一般事業主に対

し、前条の規定による勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったとき

は、その旨を公表することができる。 

 

（権限の委任） 

第３２条 第８条、第９条、第１１条、第１２条、第１５条、第１６条、第３０条及び前条に規定

する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長

に委任することができる。 

 

（政令への委任） 

第３３条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第６章 罰則 

 

第３４条 第１６条第５項において準用する職業安定法第４１条第２項の規定による業務の停止

の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に

処する。 

 

第３５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

一 第２２条第４項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第２８条の規定に違反して秘密を漏らした者 

 

第３６条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。 

一 第１６条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第１６条第５項において準用する職業安定法第３７条第２項の規定による指示に従わなか

った者 

三 第１６条第５項において準用する職業安定法第３９条又は第４０条の規定に違反した者 

 



127 
 

第３７条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

一 第１０条第２項（第１４条第２項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第１項の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした者 

三 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第２項の規定による立入り若しくは

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者 

四 第１６条第５項において準用する職業安定法第５１条第１項の規定に違反して秘密を漏ら

した者 

 

第３８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、第３４条、第３６条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

 

第３９条 第３０条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過料に

処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章（第２８

条を除く。）及び第６章（第３０条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、平成２８年４月

１日から施行する。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成３８年３月３１日限り、その効力を失う。 

（以下略） 

 

附 則 （平成２９年３月３１日法律第１４号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成２９年４月１日から施行する。（後略） 

（以下略） 

 

附 則 （令和元年６月５日法律第２４号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（令和元年政令第１７４号で令和２年６月１日から施行） 

一 第３条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す

る法律第４条の改正規定並びに次条及び附則第６条の規定 公布の日 

二 第２条の規定 公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日 

（令和元年政令第１７４号で令和４年１月１日から施行） 

（以下略） 
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      政治分野における男女共同参画の推進に関する法律  

 

                        （平成３０年５月２３日法律第２８号) 

改正 令和３年６月１６日法律第６７号 

（目的） 

第１条 この法律は、社会の対等な構成員である男女が公選による公職又は内閣総理大臣その他の

国務大臣、内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣、大臣政務官若しくは大臣補佐官若し

くは副知事若しくは副市町村長の職（以下「公選による公職等」という。）にある者として国又

は地方公共団体における政策の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること(以下

「政治分野における男女共同参画」という。)が、その立案及び決定において多様な国民の意見

が的確に反映されるために一層重要となることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成１１年法

律第７８号)の基本理念にのっとり、政治分野における男女共同参画の推進について、その基本

原則を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、政治分野における男

女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、政治分野における男女共

同参画を効果的かつ積極的に推進し、もって男女が共同して参画する民主政治の発展に寄与する

ことを目的とする。 

 

（基本原則） 

第２条 政治分野における男女共同参画の推進は、衆議院議員、参議院議員及び地方公共団体の議

会の議員の選挙において、政党その他の政治団体の候補者の選定の自由、候補者の立候補の自由

その他の政治活動の自由を確保しつつ、男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指し

て行われるものとする。 

２ 政治分野における男女共同参画の推進は、自らの意思によって公選による公職等としての活動

に参画し、又は参画しようとする者に対するこれらの者の間における交流の機会の積極的な提供

及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した社会における制度又は慣

行が政治分野における男女共同参画の推進に対して及ぼす影響に配慮して、男女が、その性別に

かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければ

ならない。 

３ 政治分野における男女共同参画の推進は、男女が、その性別にかかわりなく、相互の協力と社

会の支援の下に、公選による公職等としての活動と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能と

なることを旨として、行われなければならない。 

４ 政治分野における男女共同参画の推進は、政党その他の政治団体が自主的に取り組むほか、衆

議院、参議院及び地方公共団体の議会並びに内閣府、総務省その他の関係行政機関等が適切な役

割分担の下でそれぞれ積極的に取り組むことにより、行われるものとする。 
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（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める政治分野における男女共同参画の推進についての基

本原則（次条において単に「基本原則」という。）にのっとり、政党その他の政治団体の政治活

動の自由及び選挙の公正を確保しつつ、政治分野における男女共同参画の推進に関して必要な施

策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

 

（政党その他の政治団体の努力） 

第４条 政党その他の政治団体は、基本原則にのっとり、政治分野における男女共同参画の推進に

関し、当該政党その他の政治団体に所属する男女のそれぞれの公職の候補者の数に係る目標の設

定、当該政党その他の政治団体に所属する公職の候補者の選定方法の改善、公職の候補者となる

にふさわしい能力を有する人材の育成、当該政党その他の政治団体に所属する公選による公職等

にある者及び公職の候補者についての性的な言動、妊娠又は出産に関する言動等に起因する問題

の発生の防止及び適切な解決その他の事項について、自主的に取り組むよう努めるものとする。 

 

（法制上の措置等） 

第５条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

 

（実態の調査及び情報の収集等） 

第６条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に関する取組に資するよう、その推進に当た

って障壁となるような社会における制度、慣行、観念その他一切のもの（次項において「社会的

障壁」という。）及び国内外における当該取組の状況について、実態の調査並びに情報の収集、

整理、分析及び提供（同項及び第１１条において「実態の調査及び情報の収集等」という。）を

行うものとする。 

２ 地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進に関する取組に資するよう、当該地方

公共団体における社会的障壁及び当該取組の状況について、実態の調査及び情報の収集等を行う

よう努めるものとする。 

 

（啓発活動） 

第７条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進について、国民の関心と理

解を深めるとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

 

（環境整備） 

第８条 国及び地方公共団体は、議会における欠席事由の拡大をはじめとする公選による公職等と

しての活動と妊娠、出産、育児、介護等の家庭生活との円滑かつ継続的な両立を支援するための
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体制の整備その他の政治分野における男女共同参画の推進に関する取組を積極的に進めること

ができる環境の整備を行うものとする。 

 

（性的な言動等に起因する問題への対応） 

第９条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進に資するよう、公選による

公職等にある者及び公職の候補者について、性的な言動、妊娠又は出産に関する言動等に起因す

る問題の発生の防止を図るとともに、当該問題の適切な解決を図るため、当該問題の発生の防止

に資する研修の実施、当該問題に係る相談体制の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

（人材の育成等） 

第１０条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同参画が推進されるよう、議会におけ

る審議を体験する機会の提供、公選による公職等としての活動に対する関心を深めこれに必要な

知見を提供する講演会等の開催の推進その他の人材の育成及び活用に資する施策を講ずるもの

とする。 

 

（その他の施策） 

第１１条 国及び地方公共団体は、第７条から前条までに定めるもののほか、第６条の規定による

実態の調査及び情報の収集等の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、政治分野における男

女共同参画の推進のために必要な施策を講ずるものとする。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （令和３年６月１６日法律第６７号） 

この法律は、公布の日から施行する。 
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 ながさき女性活躍推進会議の概要  

 

○発足： 平成 26年 12月 22日  

○目的： 女性の活躍推進による企業等の経営向上と地域経済の活性化を図るとともに、 

男女共に働きやすい社会づくり 

○特色： 官民一体の組織による活動 

 

《企画委員会》                            （令和6年3月現在） 

 〔代表〕森 拓二郎   長崎県商工会議所連合会 会長 

 〔代表〕井石 八千代  株式会社井石 代表取締役 

     吉村  洋   長崎県商工会連合会 会長 

     石丸 忠重   長崎県中小企業団体中央会 会長 

     外野 雅彦   長崎県経営者協会 会長 

     東   晋   長崎経済同友会 代表幹事 

     小川  洋   長崎都市経営戦略推進会議 議長 

     山川 信彦   株式会社十八親和銀行 取締役頭取 

     徳永 英彦   株式会社長崎新聞社 代表取締役社長 

     安武 敦子   長崎大学ダイバーシティ推進センター長 
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 男女共同参画に関する世界、国及び長崎県の動き  

 

 
 

  世界の動き 国の動き 長崎県の動き  

昭和20年 

（1945年） 
・国際連合発足 

・国際連合憲章採択 

・改正選挙法公布（婦人参政権）  

昭和21年 

（1946年） 
・国連婦人の地位委員会 

発足 

・第22回総選挙で初の婦人参政権行 

使 

・日本国憲法公布(男女平等の明文 

化) 

 

 
 

   
 

昭和23年 

（1948年） 
・世界人権宣言採択   

昭和42年 

（1967年） 
・婦人に対する差別撤廃 

宣言採択 

  

昭和50年 

（1975年） 
・国際婦人年 

・国際婦人年世界会議(メ 

キシコシティ) 

 ・世界行動計画採択 

  ・1976年(昭和51年)から 

 1985年(昭和60年) まで 

  を 「国連婦人の十年」 

  と決定（目標：平等、発 

  展、平和） 

・婦人問題企画推進本部設置 

・婦人問題担当室設置 

 

昭和51年 

（1976年） 
 ・国立婦人教育会館開館 

・民法改正（離婚復氏制度） 

・婦人問題窓口（労政課）設置 

昭和52年 

（1977年） 
 ・国内行動計画策定  

昭和53年 

（1978年） 
  ・長崎県婦人問題懇話会設置 

・長崎県婦人関係行政推進会議設置 

昭和54年 

（1979年） 
・国連第34回総会「女子差 

別撤廃条約」採択 
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  世界の動き 国の動き 長崎県の動き  

昭和55年 

（1980年） 
・「国連婦人の十年」中間 

年世界会議（コペンハー 

ゲン） 

 ・国連婦人の十年後半 

   期行動プログラム採択 

・女子差別撤廃条約署名 

・民法・家事審判法改正（配偶者の相 

続分引き上げ） 

・いきがいを育てる長崎県の婦人対策 

策定 

・婦人問題担当企画主幹設置 

・第１回市町村担当課長会議開催 

昭和56年 

（1981年） 
・ILO第156号条約（家族的 

責任条約）採択 

・ 国内行動計画後期重点目標策定  

昭和58年 

（1983年） 
  ・長崎県婦人問題調査実施 

昭和59年 

（1984年） 

 
 ・国籍法・戸籍法改正（国籍の父母 

 

  両系主義へ）   

昭和60年 

（1985年） 
・「国連婦人の十年」世界 

会議（ナイロビ） 

 ・婦人の地位向上のた  

 めのナイロビ将来戦略  

 採択 

・男女雇用機会均等法公布（昭和61 

年施行） 

・女子差別撤廃条約批准 

・国民年金法改正（女性の年金権確 

立） （昭和61年施行） 

・ラジオミニ講座「女あれこれ」放送  

開始 

・情報紙「女性ながさき」創刊 

昭和61年 

（1986年） 
 ・婦人問題企画推進有識者会議開催 ・企画部婦人対策室設置 

昭和62年 

（1987年） 
 ・西暦2000年に向けての新国内行動 

計画策定 

 

平成 2 年 

（1990年） 

 

・国連経済社会理事会「婦 

人の地位向上のためのナ 

イロビ将来戦略に関する 

第１回見直しと評価に伴う 

勧告及び結論」採択 

 ・2001ながさき女性プラン策定 

・婦人対策室を女性行政推進室に改 

称 

平成 3 年 

（1991年） 
 ･西暦2000年に向けての新国内行動 

計画（第一次改定）策定 

・育児休業法公布（平成４年施行） 
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  世界の動き 国の動き 長崎県の動き  

平成 4 年 

（1992年） 
 ・婦人問題担当大臣任命 ・審議会等の委員への女性の登用促 

進要綱制定 

平成 5 年 

（1993年） 
・国連世界人権会議「ウィ 

ーン宣言」採択 

・国連第48回総会「女性に 

対する暴力の撤廃に関す 

る宣言」採択 

・パートタイム労働法公布・施行 ・育児休業生活資金創設 

平成 6 年 

（1994年） 
・国際人口・開発会議「カ 

イロ宣言及び行動計画」 

採択 

・男女共同参画室設置 

・男女共同参画審議会設置（政令） 

・婦人問題企画推進本部を男女共同 

参画推進本部に改称 

・2001ながさき女性プラン（第一次改 

定） 

・企画部参事監（女性行政担当）新設 

平成 7 年 

（1995年） 
・第4回世界女性会議「北 

京宣言及び行動綱領」採 

・育児休業法改正（介護休業制度の 

法制化） 

・企画部参事監（女性行政担当）を生 

活環境部参事監（女性行政担当）に 

  択 ・ILO156号条約（家族的責任条約）批 

准 

改組 

・企画部女性行政推進室を生活環境 

部女性行政推進室に改組 

 

平成 8 年 

（1996年） 
 ・男女共同参画2000年プラン策定 

・優生保護法を改正し、母体保護法公 

布・施行 

・ながさきキラキラ・ライフプラン～2001

長崎県農山漁村女性ビジョン～策定 

平成 9 年 

（1997年） 
 ・男女共同参画審議会設置（法律） 

・男女雇用機会均等法改正（平成１１ 

年施行） 

・介護保険法公布（平成12年施行） 

・男女共同参画社会に向けての県民 

意識調査実施（第1回） 

・日韓海峡沿岸女性団体交流支援事 

業開始（平成9年～12年） 

平成10年 

（1998年） 
  ・男女共同参画フォーラム開催 
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  世界の動き 国の動き 長崎県の動き  

平成11年 

（1999年） 
 ・男女共同参画社会基本法公布・施 

行 

・食料・農業・農村基本法公布・施行 

（女性の参画の促進を規定） 

・長崎県女性問題懇話会を長崎県男 

女共同参画懇話会に改組 

・生活環境部参事監（女性行政担当） 

を県民生活環境部参事監（男女共同 

参画担当）に改組 

・生活環境部女性行政推進室を県民 

生活環境部男女共同参画室に改組 

・ラジオミニ講座「女あれこれ」を「With 

 You」に改称 

・情報紙「女性ながさき」を「男女共同 

参画だより」に改称 

平成12年 

（2000年） 
・国連特別総会「女性2000 

年会議」開催（ニューヨー 

ク） 

・男女共同参画基本計画策定 

・ストーカー規制法公布・施行 

・新世紀創造フォーラム開催 

・長崎県男女共同参画計画策定 

・長崎県男女共同参画推進本部設置 

平成13年 

（2001年） 
 ・男女共同参画会議設置 

・男女共同参画局設置 

・配偶者からの暴力の防止及び被害 

者の保護に関する法律公布・施行 

・第１回男女共同参画週間 

・男女共同参画社会に向けての県民 

意識調査実施（第2回） 

平成14年 

（2002年） 

  
・長崎県男女共同参画推進条例制定 

・長崎県男女共同参画審議会設置 

・長崎県男女共同参画推進員設置 

  

平成15年 

（2003年） 
 ・次世代育成支援対策推進法公布・ 

施行 

・少子化社会対策基本法公布・施行 

・長崎県男女共同参画基本計画策定 

平成16年 

（2004年） 
 ・配偶者からの暴力の防止及び被害 

者の保護に関する法律改正・ 施行 

（元配偶者への拡大、暴力概念の拡 

大等） 
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 世界の動き 国の動き 長崎県の動き 

平成17年 

（2005年） 
・第49回国連婦人の地位 

委員会(国連「北京＋10」 

世界閣僚級会合)（ニュー 

ヨーク） 

・第2次男女共同参画基本計画策定 ・長崎県男女共同参画推進センター 

開設 

・情報紙「男女共同参画だより」を「男 

女共同参画推進センターだより」に改 

称 

平成18年 

（2006年） 
 ・男女雇用機会均等法改正（平成19 

年施行） 

･県民生活環境部参事監(男女共同参 

画担当)を県民生活部参事監（男女共 

同参画担当）に改組 

･県民生活環境部男女共同参画室を 

県民生活部男女共同参画室に改組 

・長崎県ＤＶ対策基本計画策定 

・長崎県男女共同参画推進本部を長 

崎県男女共同参画推進会議に改組 

・男女共同参画社会に向けての県民 

意識調査実施（第3回） 

平成19年 

（2007年） 
 ・配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律改正（H20施行） 

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）憲章及び仕事と生活の調和推進

のための行動指針 

 

・長崎県男女共同参画基本計画（改定

版）策定 

 

平成20年 

（2008年） 
 ・内閣府に仕事と生活の調和推進室を 

設置 

 

・県民生活部男女共同参画室を県民生

活部男女参画・県民協働課に改組 

・長崎県子育て条例公布・施行 

・男女共同参画フォーラムinながさきの

開催 

平成21年 

（2009年） 
  ・育児・介護休業法改正 ・男女共同参画社会に向けての県民意

識調査実施（第4回） 

・第２次長崎県ＤＶ対策基本計画策定 
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  世界の動き 国の動き 長崎県の動き 
 

平成22年 

（2010年） 
 ・第3次男女共同参画基本計画策定 ・長崎県男女共同参画推進員増員 

平成23年 

（2011年） 

 

・「ジェンダー平等と女性の

エンパワーメントのための

国連機関 （略称： ＵＮ  

Ｗｏｍｅｎ）」発足 

 ・第２次長崎県男女共同参画基本計画～

ながさき“輝き”プラン～策定 

平成24年 

（2012年） 
  ・県民生活部男女参画・県民協働課を県民

生活部男女共同参画室に改組 

・長崎県男女共同参画推進センターに男性

相談窓口を開設 

・第３次長崎県DV対策基本計画策定 

平成25年 

（2013年） 

 

 

・「日本再興戦略」において成長戦略の

中核に「女性の活躍推進」を位置づけ 

・ストーカー行為等の規制等に関する

法律改正 

・配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律改正 

 

平成26年 

（2014年） 
・「女性が輝く社会に向けた

国際シンポジウム」

（WAW！）開催 

・「日本再興戦略」改訂2014において

「女性の更なる活躍推進」を位置づけ 

・女性活躍担当大臣任命 

・「すべての女性が輝く社会づくり本部」

設置 

・「女性のチャレンジ応援プラン」策定 

・ながさき女性活躍推進フォーラム開催 

・ながさき女性活躍推進会議発足 

・男女共同参画社会に向けての県民意識

調査実施（第5回） 

平成27年 

（2015年） 
・第59回国連婦人の地位

委員会「北京+20」開催 

・国連サミットにて「持続可

能な開発のための2030ア

ジェンダ」採択 

・女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律公布・一部施行 

・第4次男女共同参画基本計画策定 

・「一億総活躍国民会議」設置 

・ウーマンズジョブほっとステーション開設 

・長崎県男女共同参画推進センター及び

情報誌「ながさき男女共同参画推進センタ

ーだより」の愛称を「きらりあ」に決定 
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世界の動き 国の動き 長崎県の動き 

平成28年 

（2016年） 

 

・女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律全面施行 

・ながさき女性活躍推進フォーラム開催 

・第４次長崎県DV対策基本計画策定 

・第３次長崎県男女共同参画基本計画 

～ながさき“輝き”プラン2020～策定 

・県民生活部男女共同参画室を県民生

活部男女参画・女性活躍推進室に改組 

平成30年 

（2018年）  

・政治分野における男女共同参画

の推進に関する法律公布・施行 

・県庁舎の移転 

令和元年 

（2019年） 

 

・女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律等の一部を改正

する法律の公布 

・育児・介護休業法改正 

・労働施策総合推進法改正 

・男女雇用機会均等法改正 

・働き方改革関連法改正 

・男女共同参画社会に向けての県民意

識調査実施（第6回） 

・ラジオ番組「With You」放送終了 

令和 2年 

（2020年） 
 

・第5次男女共同参画基本計画策

定 

・県民生活部男女参画・女性活躍推進

室を県民生活環境部男女参画・女性活

躍推進室に改組 

令和 3年 

（2021年） 
 

・政治分野における男女共同参画

の推進に関する法律一部改正 

・育児・介護休業法一部改正 

・第5次長崎県ＤＶ対策基本計画策定 

・第4次長崎県男女共同参画基本計画

～ながさき“輝き”プラン2025～策定 

令和 4年 

（2022年） ・「国際女性会議

WAW！2022」開催 

  

 

令和 5年 

（2023年）  

 ・長崎県に初めての女性副知事が誕

生。 
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